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研究要旨：  

 諸外国の体制を参考に、日本の実情に合った All-hazards モデルと産業保健専門職の位

置づけを提言することについて、いまだ議論がほとんど深まっていない。また、存在するマニュ

アルをすでに発生した事例をさらに検討することによって改訂するとともに、メンタルヘルス支

援を強化すること。また、感染症のアウトブレイクを想定したマニュアルを開発しマニュアルが

網羅的であるのみならず研修資料にそのまま利用できることが必要であり、医師会や産業保

健総合支援センターとの協働と、災害発生時に機能する産業保健専門職の研修を強化して、

全国に広げていく方法を検討することが求められている。 
 2018 年度は 7 つの検討を行った。地方自治体や医療機関は自らが被災しながら地域貢献

を行う必要があり将来的なバーンアウトや職業性の健康障害ハザードの曝露からの防止およ

び 2 次予防の必要性が示されている。このような対応をするときに、産業保健専門職が不在で

あることが多いことから、簡易なマニュアルの必要性が示唆されている。感染症においては既

存対策の強化を医療機関から企業に広げることが必要である。メンタルヘルス対策も、広範な

ストレッサーからの離脱は簡単ではないが長時間労働などの見えやすい問題点からの回避と

スクリーニングおよび初期対応、そして、セルフケアの充実の重要性が示唆されている。災害

時の産業保健職の在り方について、これまでは専門家の意見以外はあまり散見されていなか

ったが、適切なアセスメントと柔軟な対応が挙げられている。また、専門職の価値観を持ちつ

つ対応することの必要性が示唆されている。研修については、『災害時に産業保健職に求め

られること』についてはそれぞれが認知できるような教育が求められている。既存の研修プログ

ラムは存在しないので新たな研修プログラムの開発が必要である。派遣チームについては、単

一企業のサポートとして産業保健総合支援センター、広域災害について産業医科大学等が

事務局となる災害支援チームの創設の必要性が示唆されている。 
災害時には想定外の事態が発生するが、事前に想定しておくことは必ずしも当たらないが、

対応レベルを上げることにつながるので、既存のマニュアルの改訂を続けることが必要である。

対応レベルには個別の対応のレベルと高めるマニュアルの改訂の重要性と、産業保健職とし

ての在り方について議論を深めておくことの重要性が示唆されている。また、災害時に機能す

る災害産業保健支援チームの構築のため、研修会の開催と支援スキームを定めておくことの

必要性とモデル事業が必要であると考えられる。 
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A. 研究の背景と目的 
大規模自然災害、局地的自然災害、テ

ロリズム、工場爆発、犯罪など、その種

類は無数にあり、危機対応に従事する労

働者は、特定企業の労働者に留まる場合

から、自治体職員、医療機関や多くの企

業の労働者を巻き込んだ事態に至る場合

がある。危機に対応する労働者の健康を

確保するためには、 
1. 災害の種類に関わらず、企業だけで

なく、国レベル、地域レベルで、産

業保健機能を確保した統一的な基

本モデルが構築（All-hazard モデ

ル）、 
2. 企業や自治体で産業保健専門職が

機能するための危機対応マニュア

ルが整備、 
3. 災害時の産業保健活動に対応でき

る人材の育成、 
4. 専門的知見を有する機関による支

援機能の確保と派遣の枠組み確立

が必要である。 
先行調査で、米国（豊田ら、産衛誌、

2017）および英国（高橋、産業医大雑誌、

投稿中）において、1.の要素を満たす危

機管理体制が存在することが明らかにな

っているが、日本においては存在しない。

2.に関して、時系列ごとに発生する産業

保健ニーズを想定して対応するための

「産業保健スタッフ向け危機対応マニュ

アル（以下マニュアル）」を開発した

（Tateishi S, JOEM, 2015）。熊本地震や

工場火災事故が発生したとき、一部の事

業場で活用され、その有効性が確認され

ているが（Anan T, JOEM, in press）、全

国展開されている状況とはいいがたい。

3.に関して、産業医科大学において危機

対応に関する研修会を開始しているが、

より具体的な研修内容に改善が必要であ

る。4.に関して、米国や英国においては

国家的組織が実務機能を有しているが、

日本では明確になっていない。 
そこで、本研究では、 

a. 諸外国の体制を参考に、日本の実情

に合った All-hazards モデルと産業

保健専門職の位置づけを提言するこ

と 
b. 現在存在するマニュアルをすでに

発生した事例をさらに検討すること

によって改訂するとともに、メンタル

ヘルス支援を強化すること。また、感

染症のアウトブレイクを想定したマ

ニュアルを開発すること 
c. 災害発生時に機能する産業保健専

門職の研修を強化して、全国に広げて

いく方法を検討すること 
d. 危機において専門的な支援体制の

有り方について検討し、提言を行うこ

と。その際、労働者健康安全機構など

の既存の組織の活用した派遣の枠組

みを前提とすること 
を目的とする。 
多くの産業保健スタッフが災害事象に

遭遇した経験はなく、体験したとしても

繰り返し聞き対応をすることは極めてま

れであるため、知識の集積と伝承を行う

ことが大変困難であるとされてきた。し

かしながら、本研究は災害対応について

実践された複数のケースを集積し経験者

らの中にある暗黙知を形式知に変えてい

くものであり、疑似的な経験ができるよ

うなコンテンツを多く準備することで産

業保健スタッフが災害に対するイメージ

を持ちやすくなり企業の BCP 策定に対

して貢献することが可能になる。 
さらに、自らが被災しながら地域住民の



サポートをせざるを得ない自治体職員や

医療職職員については特別な配慮が必要

である可能性が高い。また、これらの機

能不全が長引けば必要な手続きが遅れた

り慢性疾患の管理がおろそかになったり

することで結果的に企業の負担が増大す

るため、産業保健ニーズを抽出し支援ス

キームをまとめることは、周辺の企業が

本来業務に復帰することに資する。 
 

B．方法 
 平成 30 年度の分担研究として、以下を行

った。 

1. 自治体職員向けの災害時産業保健マ

ニュアルの開発に向けて 

2. 医療機関の外部支援モデルの策定 

3. 新興感染症に対する企業の意識調査 

4. 産業精神保健における災害時の支援

技法と受援体制に関する文献的検討 

5. 災害産業保健マニュアルの作成～災害

産業保健ニーズの収集～ 

6. 産業保健スタッフに対するコンピテンシ

ー調査 

7. 災害産業保健における教育講習会の検

討  

 
C．結果 
実施された分担研究ごとの要約を以下

に記す。 

1. 自治体職員向けの災害時産業保健マ

ニュアルの開発に向けて 

災害時の産業保健の発展経緯と現在の

関連知見の充足状況を確認し、自治体向け

マニュアル開発に向けての指針を得ることを

目的として関係文献や災害時の産業保健

活動の経験を有する専門家等へのインタビ

ュー調査を実施した。調査の結果、我が国

において災害時の産業保健支援活動は、

東日本大震災に併発した福島第一原子力

発電所事故対応を契機として主流化された

経緯から、企業を対象とした活動知見が相

当に蓄積されていることが明らかとなった。

また、自治体職員を対象とした産業保健活

動を検討する際には、平時からの健康管理

体制の充足状況を十分に踏まえて検討する

ことが重要と考えられた。調査の結果、今後、

整備を進めようとする自治体向け災害産業

保健マニュアルの開発指針を以下として得

た。 

1. 企業と対象として蓄積された先進知見

を自治体向けに横展開して効率的にか

つ迅速な開発を図る 

2. 実務対応を優先する主旨から 

3. 産業医向けというよりは、自治体内の人

事労務担当者を主たる対象として簡易

なマニュアル（ＳＯＰ）を開発 

4. 外来支援者の組織化と事前計画への

組み込む視点を持つ 

5. 被災組織の既存体制（産業医/健康管

理医等）との調和に十分に留意する。 

 

6. 医療機関の外部支援モデルの策定 

我が国は，世界有数の自然災害大国で

ある．しかし近年，十分な準備ができていな

い地域が被災し，多大な被害となる事案が

続いている．被災地の保健医療面での復興

は，被災地内の保険医療機関が中心となっ

て支援や受援体制を整えることが期待され

ているが，自らも被災しているにもかかわら

ず，平時以上の活動を余儀なくされる自治

体職員や病院職員には，特異な産業保健

ニーズが発生すると予想される。今回は，こ

の産業保健ニーズを検討し，よりよい支援体

制案を検討する研究を計画した．今年度

は，過去の被災地内の病院や保健所で，イ

ンタビュー調査を実施し，施設の被災状況，



職員の勤務に影響を及ぼした要素等につ

いて 3 か所の保健医療施設をヒアリングの上

明らかにした．被災地の保険医療施設に生

じた事象と各機関での意見としては以下の

ものが挙げられた。 

「被災地では，通勤手段確保が問題とな

る」 

「外部支援の要請は，遅れがちになる．し

かし，水，電気，酸素，食料の確保，勤労

者確保は，早期から必要」 

「物品の送付は必要であるが，被災地の

負担を増やさないためにも，送付した物品

を整理する人員をあわせて送るべきであ

る」 

「委託職員では，被災時の就労免除事項

等をあらかじめ検討しておく必要がある」 

被災地の保健医療施設では，職員は直

接的あるいは間接的に被災者になりうる．し

かし，支援を要請することを躊躇する傾向が

あることも明らかとなった．被災地の保健医

療機関を支援することは，その施設のインフ

ラに問題がなくても必要であるが，被災地に

負担をかけない支援の仕方を選ぶ必要があ

り，その方策や支援モデルについて今後の

検討が必要である． 

 

7. 新興感染症に対する企業の意識調査 

  2018 年度の本調査では、企業における

新興感染症に対する意識を明らかにする 

今回新興感染症の危機対応を行う事が想

定される医療機関に赴き、新興感染症など

の危機対応に従事する労働者の体制につ

いて聴取を行った。 

２つの医療機関において調査を行った。医

療機関において、新型インフルエンザ等特

別措置法によって業務継続計画が作成され

ているものの、新興感染症が発生した場合

の対応については、新興感染症、再興感染

症として発生する感染症の種類が多岐にわ

たるため、個別の感染症に対して具体的な

体制整備が行われていないのが現状であっ

た。 

新興感染症が発生した場合に、感染症対応

に対する不安、感染患者への対応業務に対

する拒否感、疑似症への対応での疲弊など、

医療機関という事業所が直面する問題が明

らかになった。 

 医療機関における新興感染症対応の業務

継続計画の作成状況とスタッフが実際に新

興感染症に対応する状況になった場合の現

実に直面した場合の不安を聴取に基づい

て、 

1. 新興感染症は未知の感染症としての対

応が必要になる 

2. 新興感染症の場合、感染様式や致死

率など不明であることが多い、このため、

十分な感染症対策が必要になる 

3. 新興感染症に対する業務継続計画は、

新型インフルエンザ等特別措置法に基

づく業務継続計画のみであり、多くの場

合、個別の新興感染症対策の策定は困

難な状況である。 

 新興感染症発生時に、心理的負担や不安

を軽減させるために、リスクコミュニケーショ

ンに関係する項目、未知の感染症が発生し

た際の対応トレーニングが必要と考えられ

る。 

 

4. 産業精神保健における災害時の支援

技法と受援体制に関する文献的検討 

 本研究では，主として既に確立された技法

の文献的検討を通じて，災害時等における 

心理的支援について検討した。被災者は，

重大な心的外傷体験を経ており，一時的な

不眠や不安等の急性ストレス反応が示され

る。急性ストレス反応の多くは正常かつ適応



的であることが知られ，これらの反応に過度

に焦点化した支援は，むしろ，その後の心

的外傷後ストレス障害等への発展を助長す

る危険が指摘され，一律かつ画一的な心理

的支援は望ましくない。災害等における心

理的支援として，Psychological First Aid

（PFA）が 国際的に推奨されているが，被

災者でもある産業保健スタッフが，PFA の全

般を担うことは現実的ではなく，労働者（被

支援者）との関わりやアセスメント技法等，一

部の応用にとどまると考えられる。一方で，

災害時等においても，リスク要因を同定，除

去するハイリスクアプローチにとどまらず，個

人と組織の対処資源・レジリエンスに着目し

た BASIC Ph 多重ストレスコーピングモデル

に基づく支援も有用と考えられる。ただし，

いずれの技法においても，個々の労働者，

集団に応じた対応が求められており，混乱

の渦中にある緊急時にマニュアルを参照す

るだけで，支援を展開することは困難である

と考えられる。平時からの計画的な心理教

育を通じて，対処資源の整理，検討を行い，

資源に応じた緊急時の支援等を計画化して

おくことが望ましい。 

 

5. 災害産業保健マニュアルの作成～災害

産業保健ニーズの収集～ 

 先行研究により作成された「産業保健スタ

ッフ向け危機対応マニュアル（以下マニュア

ル）」は、危機時に生じうる産業保健ニーズ

を網羅的が掲載されており、種類にかかわ

らず多くの危機事象に応用可能と考えられ

る。しかし，職場における産業保健スタッフ

の職種や人数，その役割はさまざまであり，

危機事象の種類や規模によって生じるニー

ズも異なるため，本危機対応マニュアルに

記載されていない産業保健ニーズが発生す

る可能性がある。 

新たな危機事態対応事例で発生した産業

保健ニーズを調査して、マニュアルの改訂

を行った。対象となった事例は、対象となっ

た事例は、熊本地震において製造設備が壊

滅的な影響を受け、操業再開に向けて大き

な困難が生じた事例であり、企業施設内で

の人的損害は発生していない。調査事例で

は、全フェーズを通して 58 個のニーズが挙

がり、そのうち新たな産業保健ニーズは７つ

であった。その結果をもとに、ニーズを追加

するなどの改訂を行った。 

今後発生しうる危機事象にマニュアルが活

用されるために、マニュアルの周知が重要

であるとともに、マニュアルの配布方法の工

夫の検討やマニュアルの継続的な改訂を行

っていく必要であると考えらえた。 

 

6. 産業保健スタッフに対するコンピテンシ

ー調査 

 本研究の全体目的は、災害発生時に緊急

作業や復旧・復興作業に従事する労働者の

安全健康確保を図るための産業保健専門

職に必要なコンピテンシーを明らかにするこ

とである。1 年目の本年度は、文献レビュー

による既存の知見の整理と熊本地震で被災

した事業場に所属する産業保健専門職へ

のインタビュー調査を実施した。文献レビュ

ーは、国内で実施された災害支援活動（健

康危機管理を含む）に関する文献から、専

門職のコンピテンシーを明らかにし、災害時

における産業保健専門職に必要なコンピテ

ンシーを検討するための基礎資料を整理す

ることを目的とした。インタビュー調査は、産

業保健専門職が自身の経験に基づき、その

経験を通じてとらえた災害時における産業

保健専門職に必要なコンピテンシーを明ら

かにすることを研究目的とした。 

国内では災害時の産業保健専門職のコン



ピテンシーについて述べている文献はなか

ったため、災害対応を行う医療保健専門職

のコンピテンシーについて 10 文献を抽出し

て分析した。災害時に災害対応を行う保健

専門職のコンピテンシーとして、 

 対象集団・組織の安全・健康課題を適

切にアセスメントする 

 状況に合わせて必要な支援を柔軟に提

供する 

 専門職としての信念や価値観に基づい

た役割を遂行する 

 必要な情報を的確に収集し、発信する 

 チームとして連携しながら体制を整備す

る 

 回復・復興を支援する 

 支援者支援に携わる 

の 7 つがあげられた。 

熊本地震での経験を通じた産業保健専門

職のインタビュー調査では、7 名の対象者に

インタビューガイドを用いた半構造化面接を

実施した。7名の産業保健専門職から、災害

発生時から復旧・復興に至るフェーズに応じ

た産業保健の実践について語りを得た。災

害時には時間の経過とともに変化する事業

場の産業保健課題やニーズがあることが明

らかになった。これらの課題やニーズに対し

て、法令順守を基盤に日頃からの産業保健

活動で構築された信頼関係や産業保健部

門の位置づけに応じて、柔軟な対応が実践

されていた。これらの行動の背景には、産業

保健専門職としてのスタンスや価値観が影

響していることが示唆された。引き続き、災

害時に必要な産業保健専門職のコンピテン

シーを明らかにしていく必要がある。 

 

7. 災害産業保健における教育講習会の検

討  

 様々な災害において、特定の企業、自

治体職員あるいは医療機関が危機対応す

るが、それぞれが危機対応に従事する労

働者の災害対応マニュアルや教育訓練は

ない。今回は、各団体の状況を把握し、

どのような教育訓練を行うのが既存の研

究を含めて検討した。 

 MAT、DHEAT, JMAT 及び DPAT 等の災害支

援団体は被災民に対応等に追われる。そ

れぞれの団体は、災害対応の訓練はする

が、受援機関で労働する労働者の健康確

保策に関する研修プログラムは存在せず、

また、派遣される支援スタッフも労働者

でありながら、緊急対応時のそれぞれの

自らの産業保健や健康確保策に関して教

育をされていなかった。災害産業保健の

在り方として、既存の組織との共通言語

を持ち同じ目線で労働者保護を行うこと

の必要性が示唆された。 

 
D. 考察 
災害産業保健チームが機能するために

は、以下の４点について事前に準備して

おくことの重要性が示唆された。 
I. 事前協定の必要性 

地方自治体は産業保健専門職が不在で

あるため産業保健専門職でなくても対応

可能な簡易なマニュアルの策定が必要と

考えられる。 
また、外部から災害時に産業保健チー

ムが入り機能するためには、地方公務員

の検討であった通り、事前の協定が必要

である。これらは、今回の検討のみなら

ず、産業医科大学の福島第一原子力発電

所の支援や、2018年の北海道地震や 2019
年の熊本地震でも被災地にアプローチを

かけたが応援要請が得られることはなか

った（ただし、既存の資料については期

待が高く提供を求められた）。災害時には



様々な健康障害ニーズが発生するが、災

害が起こってしまうと災害対応すること

で手いっぱいになってしまい、そこで働

く労働者の健康問題は置き去りになりが

ちである。事前に健康障害が発生する可

能性について理解を得るような教育を行

うとともに、事前に産業保健チームの役

割を得ておくことが必要である。 
また、企業単体で起こった規模の災害

については都道府県単位での機能、自然

災害などの広域な災害に対しては、都道

府県を超えた災害派遣機能の有用性が考

えられる。具体的には、前者は産業保健

総合支援センターや医師会であるし、後

者は専門の災害産業保健に精通したもの

の派遣や遠隔支援が必要であると考えら

れる。また、受援側のメリットをもう一

歩踏み込んで提案できるようなことを検

討することが求められている。 
II. BCP（Business Continuity Plan）に災害

産業保健ニーズを盛り込むための提案 

 災害における産業保健ニーズは災害に

よる出来事に応じて発生する。災害時に

発生する出来事は多様であるし、それに

応じた労働者の健康障害リスクは予測す

ることは簡単ではないが、既存の危機対

応のヒアリングの結果、比較的似たこと

が怒っていることが分かっており、それ

をもとに産業保健マニュアルを作成し、

2018 年度の成果物として企業での対応を

踏まえたうえで改訂を行った。今後さら

なる改訂を行い、網羅的に健康障害リス

クを収集するのみならず、災害シミュレ

ーションにも利用できるように工夫をし

ていくことが必要である。 

 また、医療機関でのヒアリングによる

と、現地のニーズは労働者の健康管理よ

りも医療職の増員による負担の軽減の必

要性が示唆されている。しかしながら、

被災地の医療職は自らも被災しながら就

労を継続するため、災害時を何とか乗り

越えたとしても、事後にバーンアウトを

起こし不調となったり退職したりという

ことが散見されている。また、地方自治

体職員においても、いわゆる英雄期を乗

り越えた後の体調不良が散見されている。

また、管理職は弱音を吐けない、自分が

しっかりしないと、という意識に問わら

れやすく、英雄期が長い反面、1年程度し

てから不調者が散見されていることが先

行研究から判明している。このように、

災害産業保健では災害をただ単に乗り越

えるためだけでない、長期的な職場離脱

を予防することが必要で、そのためには、

業務を手伝い作業を減らす 1 次予防のみ

ならず、早期発見、早期セルフケア、早

期治療を行うための 2 次予防、万が一、

災害による不調になったとしても職場の

中で再戦力化を目指すための 3 次予防と

すべてそろって対応することが求められ

る。 

ほとんどの BCP が少ない人員でも組織

体が中核機能を残し本来業務に近い業務

を継続することを視点として策定されて

いる。この視点でのみ BCP が策定されれ

ば、業務継続の方にのみ視点が定まりが

ちで、一部または全部の労働者に負担が

集中し結果的に将来的な不調者を多く作

り出してしまうことが想定される。身体

負担がなく、不要な健康障害ハザードの

曝露を受けることがないような BCP を策

定することが求められる。 

産業医科大学病院においては、以下の

３つの健康障害要因について大規模災害

時の BCP に盛り込むことができている。 

 災害対応による過重労働防止のため



のガイドライン 

 過重労働者に対してスクリーニング

実施計画 

 化学物質や生物学的健康ハザードの

漏洩に対して確認チームの存在 

 これらは、病院内の危機管理組織と議

論しながら作成したが、特に連続作業時

間については、目の前の災害対応の方に

どうしても議論が行きがちになり、災害

対応をする労働者（医療従事者）の健康

には意識が向かいにくいことが判明して

いる。このようなガイドラインは内部で

検討するよりもむしろ外部の権威ある期

間が提案するほうが受け入れられやすい

可能性がある。本件については次年度以

降も継続的に検討していく必要がある。 

 また、災害時にはスクリーニングどこ

ろではなくなる可能性もあることから、

急性ストレス障害に対するコーピング技

法も BCP に掲載しておくか、またはいつ

でも取り出せるとことに置いておきいざ

というときに利用できる状況を作ってお

くことも必要であると考えられる。 

 

III. 専門家研修に必要な要素を抽出するた

めの検討 

 特に広域災害においては外部から支援

することができる専門家の有用性が示唆

されている。専門家が備えるよう県とし

てコンピテンシーの調査を行っている。

適切なアセスメントと柔軟な対応が挙げ

られている。また、専門職の価値観を持

ちつつ対応することの必要性が示唆され

ていることから、『災害時に産業保健職に

求められること』についてグループワー

クをすることが重要であると考えられる。

これは、ケースをもとに自由な議論を行

い、対応能力を高めるケースメソッドの

手法と親和性が高い。 

 既存の災害派遣チームに同様の研修プ

ログラムがあるか調査したが存在してい

ないことが判明している。従って、災害

産業保健用にモディファイされた研修プ

ログラムの開発が必要であると考えられ

た。 

 また、感染症のアウトブレイク対策に

ついては医療機関においてはすでに既存

の感染対策が存在している。既存の感染

対策の延長線上に新興感染症の対策もあ

ることから、具体的な事業場むけ感染症

対策マニュアルの検討の必要性もあるた

め、次年度以降の継続的な検討事項とな

っている。新型インフルエンザの特定接

種の対象となっている企業（電力会社・

マスコミなど）については、インフルエ

ンザ用の BCP を策定している可能性があ

るので BCP 収集することが可能であれば

マニュアルに落とし込むことができるの

でこちらも検討課題としておく。 

研修プログラム案 

1. 災害産業保健総論（1 時間・座学） 

2. 災害対応のための産業保健スタッフの

コンピテンシー（産業保健スタッフの災

害時の在りかた）（30 分） 

3. 災害時の産業保健ニーズ（1 時間・座

学） 

4. 災害時における感染症対策（30 分・座

学） 

5. 職種別（工場・医療機関・地方公共団体

など）の災害時の産業保健ニーズの特

徴（30 分・座学） 

6. 災害時のメンタルヘルス対策・カウンセ

リング手法（1 時間・座学およびロール

プレー） 
7. 災害産業保健ケースメソッド（シミュレー

ション）（3 時間・実地） 



8. BCP に産業保健ニーズ対応を盛りこむ

手法の検討（1 時間・実地） 

 

IV. 派遣・支援スキームに関する検討 

 派遣については事前協定がなければ早

期の介入は難しいことが判明している。

従って、モデルケースとしてひとつの自

治体と協定を結び、派遣や外部からの支

援シミュレーションを行うことの必要性

が考えられた。また、研修会を実施し参

加者の派遣者登録の仕組みを構築するこ

とも必要である。災害派遣できなくとも、

面談などは遠隔地から支援を行うことも

可能であることから、遠隔で対応するこ

との手法についても検討することが必要

である。また、2018 年度は熊本県産業保

健総合支援センターのホームページに災

害対応のリンクを張ることができたが、

協力いただける産業保健総合支援センタ

ーの数を増やし、ニーズを収集するとと

もに、小規模の災害の時のキーとなり対

応できるよう、こちらについてもモデル

ケースを策定しておくことの重要性が示

唆されている。 
 
E. 結論 
 災害時には想定外の事態が発生するが、

事前に想定しておくことは必ずしも当たらな

いが、対応レベルを上げることにつながるの

で、既存のマニュアルの改訂を続けることが

必要である。対応レベルには個別の対応の

レベルと高めるマニュアルの改訂の重要性

と、産業保健職としての在り方について議論

を深めておくことの重要性が示唆されている。

また、災害時に機能する災害産業保健支援

チームの構築のため、研修会の開催と支援

スキームを定めておくことの必要性とモデル

事業が必要であると考えられる。 
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 分担研究報告書 

 

自治体職員向けの災害時産業保健マニュアルの開発に向けて 

 

研究分担者 久保達彦 産業医科大学産業生態科学研究所環境疫学 准教授 

研究協力者 杉原由紀   高知県庁総務部職員厚生課 職員健康推進監(産業医) 

研究協力者 小早川義貴 国立病院機構災害医療センター福島復興支援室 室長補佐 

 

研究要旨： 災害時の産業保健の発展経緯と現在の関連知見の充足状況を確認し、自治

体向けマニュアル開発に向けての指針を得ることを目的として関係文献や災害時の産業

保健活動の経験を有する専門家等へのインタビュー調査を実施した。調査の結果、我が国

において災害時の産業保健支援活動は、東日本大震災に併発した福島第一原子力発電

所事故対応を契機として主流化された経緯から、企業を対象とした活動知見が相当に蓄積

されていることが明らかとなった。また、自治体職員を対象とした産業保健活動を検討する

際には、平時からの健康管理体制の充足状況を十分に踏まえて検討することが重要と考え

られた。調査の結果、今後、整備を進めようとする自治体向け災害産業保健マニュアルの

開発指針を以下として得た。１.企業と対象として蓄積された先進知見を自治体向けに横展

開して効率的にかつ迅速な開発を図る、２.実務対応を優先する主旨から、３.産業医向けと

いうよりは、自治体内の人事労務担当者を主たる対象として簡易なマニュアル（ＳＯＰ）を開

発、４.外来支援者の組織化と事前計画への組み込む視点を持つ、５.被災組織の既存体

制（産業医/健康管理医等）との調和に十分に留意する。 

Ａ．研究目的 

災害時の産業保健の発展経緯と現在の

関連知見の充足状況を確認すること。その

全体像のなかで、自治体職員を対象とした

災害産業保健の課題特性を記述すること。

また、上記知見をもとにして、自治体向け

災害産業保健マニュアルの開発方向性に

関する指針を得ること。 

 

Ｂ．研究方法 

関係文献調査と関係学術集会での情報

収集および災害産業保健専門家へのイン

タビュー調査を実施した。災害産業保健専

門家へのインタビューについては、東日本

大震災に併発した福島第一原子力発電所

事故の産業保健支援にあたった労働衛生

専門家や、熊本地震で自治体職員向けの

産業保健体制確立に関与した災害医療専

門家、並びに自治体職員の健康管理実務

に従事している専門家を対象として実施し

た。 

 

（倫理面への配慮） 

専門家へのインタビューは同意が得られ



た方に対してのみ行った。心的外傷にふ

れる質問はしていない。 

 

Ｃ．研究結果 

調査により、以下の知見が得られた。 

〇災害時産業保健の発展経緯と関連知見

の充足状況について 

日本の災害医療の出発点（課題認識の

高まり）は、1995年の阪神大震災における

クラッシュシンドローム等の防ぎえた死

（preventable death）への直面であったと言

われているのに類似して、災害時の産業保

健の出発点は2011年の東日本大震災にお

ける福島第一原子力発電所事故における

復旧作業者を対象とした健康管理支援活

動であったと理解された。福島第一原子力

発電所事故現場では、傷病者への医療救

護というよりも、働ける程度に健常な作業者

への組織的かつ予防的な健康管理支援活

動が求められた。さらに、その対応は緊急

対応期のみならず復旧復興期に渡り地域

の復興事業と調和をもって継続的に実施さ

れる必要があった。 

この健康管理活動の労働案銭衛生法に

基づく実施責任を負ったのは各事業者で

あったが、未曽有の事故に対応するための

サージキャパシティは主に２つの人的リソ

ースの連携によって充足されていた。それ

は①元請け各社産業医（福島原発事業に

かかわる企業の健康管理活動に予てより

従事している産業医）と、②産業医科大学

から現地に派遣された産業医（当該危機対

応のために外部から支援に訪れた産業医）

であった。 

当時、復旧作業現場労働衛生の構造的

な課題は、①各社対応の標準化と②産業

医を中心とした人的キャパシティの絶対的

な不足にあった。この課題に対処するため、

産業医科大学の産業医と東京電力を含む

元請け各社産業医は定例会議を都内で持

ち、厚生労働省等関係行政機関とも密な

連携をとることで各社対応の標準化を推進

した。また、人的キャパシティの不足に対処

するために、産業医科大学が卒業生産業

医を組織化し、復旧作業現場に産業医を

派遣した。これらの活動は、事故発生初年

度の極限環境のなかでも熱中症による死

者がでなかったことや、翌年度以降、熱中

症患者の発生数が年々、減少していったこ

となど、大きな成果を収めていた。 

重要なこととして、福島第一原子力発電

所事故復旧作業従事者を対象とした産業

保健支援活動は、事故から8年が経過した

今日もなお継続されており、この間に蓄積

されてきた知見は災害産業保健として学術

体系化されてきている。そして、それは以

下の書籍及び実務家向けマニュアルに取

りまとめられ、発刊されるに至っており、特

に東日本大震災を契機に開発されたマニ

ュアルについては熊本地震において実用

され、その実用性が確かめられるとともに、

熊本地震の教訓を取り込む形での改訂が

進められていた。 

 【書籍】災害産業保健入門 (森晃爾

編）, ISBN-10: 4863195729 労働調

査会出版局，東京，2016年 

 【マニュアル】 危機事象発生時の

産業保健ニーズ～産業保健スタッ

フ向け危機対応マニュアル P125- 

災害産業保健入門 (森晃爾編）, 

ISBN-10: 4863195729 労働調査会

出版局，東京，2016年 



 

〇自治体職員を対象とした災害産業保健

の課題 

 東日本大震災において、福島第一原子

力発電所事故対応と比較すると、自治体

職員の健康管理の重要性がハイライトされ

ることは少なかった。一方、その重要性を

端的 に 指摘 にし たエ ビデ ンスとし て 、

Yokogawaらは、福島第１原発３０キロ圏内

及び計画的避難区域に含まれる県市町村

１２機関と、国土交通省、農林水産省、警

察庁、厚生労働省、防衛省等12機関の職

員を比較した、結果、放射線管理区域立ち

入り業務に従事した場合の健康管理体制

を比較し、後者（国レベルからの派遣）に比

べて前者（地方自治体レベルからの派遣）

の健康管理水準が有意に低かったことを

報 告 し て い る 。 (Yokogawa, 69(6):453-4. 

Occup Environ Med. 2012) 

 

すなわち、民間企業における中小企業の

健康管理体制の脆弱性の課題認識は、危

機管理に対応する行政職においても同様

に存在することが明らかにされた。このよう

な報告や、更には熊本地震での関係課題

が繰り返されたこと、自治体職員が不幸に

も自死にいたった事例の報道等もあり、民

間企業と対象とした産業保健に遅れる形で、

自治体職員を対象とした災害時の産業保

健の必要性が労働衛生専門家の間でも主

流化すべき重要課題として認知されるよう

になっている。このような発展経緯のなかで、

自治体職員を対象とした災害時の産業保

健ニーズの特性としては以下が指摘されて

いた。 

 

自治体職員の災害時職務・産業保健特性 

 住民優先 

 法令・事前計画遵守 

 災害対応・復興の前線に立つと同時

に、自らも被災している 

 常に正しい情報を出し続けなければ

ならない 

 相手によって都度対応の際のトーンを

変える必要性があり、負担となる 

 地域により復旧状況に差があるなか、

常に一番被害が大きい地域への優先

対応を迫られる 

 住民のやり場のない怒りの矛先が自

治体職員に向けられる 

 弱音を吐けない 

 平時の産業保健体制整備が企業と比

較して不足（健康管理医の選任率等） 

 平時には問題となっていなかった健康

上の課題が、災害をきっかけに急に顕

在化することがあるがスクリーニング体

制がなく、上司等に気づかれぬまま勤

務することもある 

 上記に関連して、災害時の体制強化のた

めに特に重要なのは平時の健康化に体制

体制と考えられるが、自治体職員の健康管

理体制については地方公務員安全衛生推

進協会による調査結果等として以下、デー

タが存在していた。 

 

 雇入時健康診断として安衛則第43条

で定められている検査項目（法定項目）



をすべて実施している団体の割合 

団体区分 ％ 

都道府県・政令指定都市 62.7％ 

特別区 47.8％ 

政令指定都市を除く県庁所在

市および人口30万人以上の市 

68.8％ 

人口5万人以上10万人未満の

市 

40.4％ 

人口1万人以上2万人未満の町

村 

25.5％ 

 

 過重労働者の健康障害防止を目的と

した面接指導等医師による面接指導

＋保健師等による面接指導に準ずる

措置の実施率 

団体区分 ％ 

都道府県・政令指定都市 98.5％ 

特別区 95.7％ 

政令指定都市を除く県庁所在

市および人口30万人以上の市 

98.4％ 

人口5万人以上10万人未満の

市 

56.4％ 

人口1万人以上2万人未満の町

村 

17.0％ 

 

D.考察 

 

調査の結果、自治体職員向け災害産業

保健は民間企業と比べると、教訓の体系

化と体制整備への反映は遅れている状況

が認められた。今後、自治体職員向けの

災害時産業保健を迅速に発展させていくう

えでは、企業対応において蓄積された知

見を自治体向けに横展開していくことが、

効率的と考えられた。体制強化に向けて特

に参考にすべき企業側の先行知見は、そ

の実践性が高く評価されている「危機発生

時の産業保健ニーズ～産業保健スタッフ

向け危機対応マニュアル」であると認めら

れ、次年度以降、同マニュアルの枠組みを

踏襲しつつ、コンテンツを自治体職員向け

にチューニングして対応マニュアルを作成

することが適当と考えられた。企業向けと

自治体向けで枠組みを共有しておくことは、

開発効率性のみならず、開発後に両分野

の知見が効率的に共有される体系を構築

していくうえでもよい方策と思われた。 

一方、自治体向けと企業向けのマニュア

ルと比較した場合の決定的な違いは、想

定読者にあると考えられた。企業において

は、産業医を主たる想定読者としてマニュ

アルが開発されているが、自治体における

健康管理医等の選任率は特に災害対応

の最前線に立つ市町村において低いと想

定されることから、産業医向けというよりは、

自治体内の人事労務担当者を主たる対象

として簡易なマニュアル（ＳＯＰ）を開発する

ことが効果的と考えられた。 

また、災害時に行政職の産業保健支援

の内容及び人材（チーム）について、まず

内容については以下２つが存在すると考

えらた。 

サービスのタイプ 

 （質を優先）平時から産業保健業務

に従事する専属産業医等の専門職

が実施する専門性の高いプロ型支

援（産業医資格必須） 

 （量を優先）災害時保健医療支援

活動に従事している保健医療職が、

汎用化された技術を用いて支援す

る制プロ型支援（産業医資格を必

須としない） 



国レベルで整備が進む既存の保健医療

支援チームとしては、ＤＭＡＴ、ＤＰＡＴ，Ｄ

ＨＥＡＴ等が存在するが、それぞれの構成

医師は主には、救急医、精神科医、行政

官であり、産業保健を専門にするキャパシ

ティは組織化されていない。行政向けの支

援体制の検討において、支援の質と量を

担保するためには、質を優先するプロ型支

援のみならず、ＤＭＡＴ/DPAT/ＤＨＥＡＴ

またＪＭＡＴ（地域医療を担う医師会）等とも

連携して支援の量を確保する仕掛を整備

しておくことが重要と思われる。なお、行政

官によって構成されているＤHEAT は、支

援対象となる自治体職場の文化・文脈に

そった支援を行ううえで重要な連携先と思

われる。 

そもそも災害とは「地域の対応能力を超

え、外部支援を必要とする状況」のことであ

り、そこには外部から駆けつける支援と、そ

の支援を被災地サイドで受け入れる、支

援・受援の関係性が存在する。災害支援

体制のあり方は、この基本構成を踏まえて

検討される必要があり、福島第一原発事故

対応においては、企業会社産業医と支援

産業医の連携によって効果的な活動が実

現された。自治体職員向けの体制検討に

おいても、①外来支援者の組織化と事前

計画への組み込み（被災地での支援活動

を迅速かつ効果的に提供するためには、

外来支援者はあらかじめ組織化され、受

援する可能性がある地域ないし組織の防

災計画に組み込まれていることが重要）と、

②被災組織既存体制との調和（災害時の

支援活動は既存サービスの補完・強化に

よってなされるべきである。すなわち、支援

対象となる自治体に産業医ないし健康管

理医等の産業保健専門職が選任されてい

るのであれば、同専門職を支える形で支

援活動は展開すべき）という原則を堅持し

つつ検討整備を進めることが適当である。 

以上の結果と考察を踏まえ、自治体向

け災害産業保健マニュアルの開発指針と

して、以下、結論に示す事項に留意するこ

とが重要と考えられた。 

 

E. 結論 

自治体向け災害産業保健マニュアルの

開発指針 

1. 企業と対象として蓄積された先進知見

を自治体向けに横展開して効率的に

かつ迅速な開発を図る 

2. 東日本大震災を契機にして企業向け

に開発され熊本地震において実用性

が確認されている「危機発生時の産

業保健ニーズ～産業保健スタッフ向

け危機対応マニュアル」を自治体向け

に改訂する。 

3. 主たる対象読者は産業医等ではなく、

自治体内の人事労務担当者とする。 

4. 外来支援者の組織化と事前計画への

組み込みの重要性に留意する。 

5. 被災組織の既存体制（産業医/健康

管理医等）を支える枠組みとすること

に十分に留意する。 

 

F．本研究に関連した学術発表 

1. 〇 Mori K, Tateishi S, Kubo T, 
Kobayashi Y,Hiraoka K, Kawashita 
F,Hayashi T, Kiyomoto1 Y, 
Kobashi M, Fukai K, Tahara H, 
Okazaki R, Ogami A,Igari11 K, 
Suzuki K, Kikuchi H, Sakai K: 
Continuous Improvement of 



Fitness for Duty Management 
Programs for Workers Engaging in 
Stabilizing and Decommissioning 
Work at the Fukushima Daiichi 
Nuclear Power Plant, Journal of 
Occupational Health, 60(2), 196-
201, 2018 

 



厚生労働科学研究費  分担研究報告書 

 

 

 

 

 

医療機関の外部支援モデルの策定 
 

研究分担者 中森 知毅  労働者健康安全機構 横浜労災病院 救命救急センター 
    救急災害医療部 部長 

研究分担者 三田 直人  労働者健康安全機構 横浜労災病院 救命救急センター 
    救急災害医療部 副部長 

研究代表者 立石清一郎   産業医科大保健センター 准教授 
  



厚生労働科学研究費  分担研究報告書 
災害時等の産業保健体制の構築のための研究 
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研究要旨 

我が国は，世界有数の自然災害大国である．しかし近年，十分な準備ができてい
ない地域が被災し，多大な被害を被る事案が続いている．被災地の保健医療面での
復興は，被災地内の保険医療機関が中心となって支援や受援体制を整えることが期
待されているが，自らも被災しているにもかかわらず，平時以上の活動を余儀なく
される自治体職員や病院職員には，特異な産業保健ニーズが発生すると予想され
る。今回は，この産業保健ニーズを検討し，よりよい支援体制案を検討する研究を
計画した．今年度は，過去の被災地内の病院や保健所で，インタビュー調査を実
施し，施設の被災状況，職員の勤務に影響を及ぼした要素等について明らかにし
た． 

 
調査した施設と災害． 

1． 福島労災病院（福島県いわき市，2011 年東日本大震災時について）． 
2． 中国労災病院（広島県呉市，2018 年平成 30 年 7 月豪雨災害） 
3． 倉敷市保健所（岡山県倉敷市，2018 年平成 30 年 7 月豪雨災害） 

 
被災地の保険医療機関に生じた事象と各機関での意見． 
・被災地では，通勤手段確保が問題となる． 
・外部支援の要請は，遅れがちになる．しかし，水，電気，酸素，食料の確保，勤 

労者確保は，早期から必要． 
・物品の送付は必要であるが，被災地の負担を増やさないためにも，送付した物品

を整理する人員をあわせて送るべきである． 
・委託職員では，被災時の就労免除事項等をあらかじめ検討しておく必要がある． 
 
まとめ． 
被災地の保健医療施設では，職員は直接的あるいは間接的に被災者になりうる．し
かし，支援を要請することを躊躇する傾向があることも明らかとなった．被災地の
保健医療機関を支援することは，その施設のインフラに問題がなくても必要である



が，被災地に負担をかけない支援の仕方を選ぶ必要があり，その方策や支援モデル
について今後の検討が必要である． 

Ａ．研究目的 
1995年の阪神淡路大震災以降，全国に

災害拠点病院が設置され，2016年の熊本
地震以降，被災地では保健所が中心とな
って保健医療調整本部を運営し，被災地
の保健医療面での復興は，被災地内の保
険医療機関が中心となって支援や受援
体制を整えることになった．しかし，自
らも被災しているにもかかわらず，平時
以上の活動を余儀なくされる自治体職
員や病院職員には，特異な産業保健ニー
ズが発生することが予想される。今回は，
過去の災害事案から，被災時の産業保健
ニーズを検討し，よりよい支援体制案を
検討するために，保健医療機関における，
施設の被災状況や職員の勤務に影響を
及ぼした内容等について調査する． 

 
Ｂ．研究方法 
2018 年度の本調査では、2011 年度の
東日本大震災時の状況について，福島
労災病院（福島県いわき市，地域医療
支援病院，二次救急医療機関，初期被
曝医療機関，406 床），2018 年度の平
成 30 年 7 月豪雨災害時の状況につい
て，中国労災病院（広島県呉市，災害
拠点病院，二次救急医療機関，410
床）と倉敷市保健所（岡山園倉敷市，
中核市，保健所政令市）を対象とし
た． 
これらの対象施設に対し，①施設の被
災状況とその期間（地域の被災状況とそ
の期間），②施設機能の制限の有無と期
間，③職員の出勤状況（職員確保の可
否），④職員の負担の有無，程度，内容，
施設の対応について，⑤施設の業務量
（増加，不変，減少，縮小），⑥他組織へ

の支援要請の有無，⑦最も負担を感じた
内容，について，インタビュー調査を行
った． 
インタビュー対象者は，福島労災病院で
は，当時，医局長として災害対応指揮
を行った副院長と事務局担当係長，中
国労災病院では，DMAT 活動拠点本部
長，地域災害医療コーディネーターを
担当した副院長兼救急部長，事務局次
長，倉敷市保健所では，副参事兼保健
課課長，保健課係長とした． 

 
Ｃ．結果 
【福島労災病院】 
① 施設の被災状況とその期間（地域の

被災状況とその期間）． 
いわき市は震度 6 弱，市内死亡者数
は約 300 人，住宅被害は 90，000 棟
に及んだ．福島労災病院は，福島原
発からは約 45km 南に位置するが，
14 日間の断水があったほかは，診療
機能に影響するほどの建物被害はな
かった．しかし，福島原子力発電所
の放射線災害からの病院避難を考慮
せざるをえない状況であった． 

② 施設機能の制限の有無と期間． 
水不足によって，検査，透析，手術
機能の制限が生じた．物資流通が障
害され，病院職員の食糧確保が困難
となった．放射線災害による病院避
難を考慮せざるを得なくなり，入院
患者役 350 人の内，250 人を転院さ
せたが，100 人は転院先が見つから
なかった． 

③ 職員の出勤状況（職員確保の可否）． 
発災 10 日後の時点で，全職員の
13.2％が欠勤．職種別では，看護師



が 16.4%、事務職が 25.5%，医師，
看護師，放射線技師は欠勤者はいな
かった．欠勤者のほとんどは被曝を
危惧し他都市への避難によるもので
あったが，通信手段がないため確認
がとれなかった．委託職員には，災
害時の出勤についての協定がされて
いなかったため欠勤者がでやすいよ
うであった（正規職員 347 人中 39
名が欠勤，委託職員 54 人中 14 人
が欠勤）． 

④ 職員の負担の有無，程度，内容，施
設の対応について． 
職員の 92％が自動車通勤であるが，
ガソリンが入手困難のため通勤が困
難となり，病院に泊まり込んだり，
お互いに自動車に相乗りして出勤し
た．通信環境が悪化し，食料等の物
資支援を要請できなかった．被曝を
心配する職員の出現や，これらを恐
れて欠勤した職員と出勤し続けた職
員の間で軋轢が生じた．その結果，
欠勤者はほとんどが退職した． 

⑤ 施設の業務量（増加，不変，減少，
縮小）．約 10 日間，一般外来業務を
閉鎖，検査業務などの医療業務も縮
小したが，患者転院業務が負担とな
った． 

⑥ 他組織への支援要請の有無． 
通信手段の途絶の影響もあり，特に
支援を求めなかったが，10 日後に労
働者健康安全機構の他病院から食糧
支援，看護師派遣の支援があった．
しかし放射線被曝に対する危惧から
年配管理職の支援者が多く，一般業
務委託は困難であった． 

⑦ 最も負担を感じた内容． 
放射線災害による病院閉鎖への危惧，
食料やガソリンの枯渇，通信障害に
よって外部への情報発信が約 1 週間
とだえたこと．  

 
【中国労災病院】 
① 施設の被災状況とその期間（地域の

被災状況とその期間）. 
呉市は水害と土砂災害によって，道
路が多数寸断され，陸の孤島と化し
た．また水道管損壊によって 6 日間
の断水が生じた． 

② 施設機能の制限の有無と期間． 
水不足による検査，透析，手術の制
限が生じ，6 日間の二次及び三次救
急業務を停止した．しかし 1 日約
1000 人の一班外来業務は継続し
た． 

③ 職員の出勤状況（職員確保の可
否）．欠勤者は全職員の 3.6％． 

 道路渋滞による通勤困難が原因で
あった． 

④ 職員の負担の有無，程度，内容， 
施設の対応について． 
病院では食料の確保が困難であった 
が，自宅では食料が手に入った． 

⑤ 施設の業務量（増加，不変，減 
少，縮小）． 
水不足から検査などの医療行為を縮
小．また，水不足によって空調が使
えず労働環境は悪化した．呉市の
DMAT 活動拠点本部となり，その
本部機能が負担となった．さらに亜
急性期には近隣の避難所支援が必要
となり約 35 日間支援も行った． 

⑥ 他組織への支援要請の有無． 
特に自らは支援要請をしなかった
が，労働者健康安全機構の他病院
から食料と飲料水の送付があり，
その輸送等は，平素出入りの業者
が手配してくれた． 

⑦ 最も負担を感じた内容． 
水不足，特に生活用水の不足のた
め入院患者の食事の手配が困難に



なったこと．空調が使えず労働環
境が悪化したこと 

⑧ その他． 
機能の制限を図っても，1 日約

100 
トンの水の使用が必要であった． 
支援者はほしいが，その対応をす
る余裕はなかった．もし，対応の
仕方を指南してくれるような支援
者で，受援者に負担をかけないよ
うな支援者であれば来て欲しい
が，そうでなければ苦労はあって
も自分達で対応したほうがよい． 

 
【倉敷市保健所】 
① 施設の被災状況とその期間（地域 

の被災状況とその期間）． 
高梁川に注ぐ小田川が決壊，真備
町を中心に冠水．市内で 51 名が死
亡した．倉敷市保健所は，1 日だ
け駐車場のみ冠水（約 50cm）し
たが，その他のインフラの障害は
なかった． 

② 施設機能の制限の有無と期間． 
  施設機能の妨げはなし 
③ 職員の出勤状況（職員確保の可

否）． 
 初日は市外からの通勤者が出勤で

きず欠勤者は 13.1％となったが，
翌日からは出勤． 

④ 職員の負担の有無，程度，内容， 
施設の対応について． 
被災地を抱え，41 カ所の避難所も
あったことから，問い合わせ等の電
話が鳴り続け，その対応が増加した
ため，3 日目から通常勤務体制から
あらかじめ決めてあった災害対応体
制に変更し 52 日間継続した． 

⑤ 施設の業務量（増加，不変，減 
少，縮小）． 
前述のように，被災地対応，避難所 

対応のほか，保健医療調整本部が同
保健所に設置されたことから，その
対応が増えた．その結果，保健所職
員 1 人あたりの残業時間が，前年
度 7 月の 4.4 時間から 51.0 時間に
増加．一ヶ月あたり 80 時間の時間
外勤務者は前年度 0 人であった
が，15 人に及んだ． 

⑥ 他組織への支援要請の有無． 
岡山県からの依頼で，他自治体か
ら保健師チームが，その他地元ケ
アマネージャー協会などからボラ
ンティアがはいった．自らは支援
要請はしなかった．本来業務と考
えて対応するつもりであった． 

⑦ 最も負担を感じた内容． 
市型保健所は，本来業務が多い
が，さらに災害業務の負担が重な
ったこと，さらに全戸調査要請が
あり，その負担がつらかった．（7
月 27 日から 8 月 14 日で実施） 

⑧ その他 
保健医療調整本部が県庁の要請に
より移転したことが不安となっ
た． 

 
 

D. 結果のまとめ 
・被災地では，通勤手段確保が問題と 

なる． 
・外部への支援要請は，躊躇される傾 

向がある．しかし，水，電気，酸 
素，食料の確保，勤労者確保は，早 
期から必要． 

・外部からの支援として，物品の送付 
は必要であるが，被災地の負担を増 
やさないためにも，送付した物品を 
整理する人員をあわせて送るべきで 
ある． 

・委託職員では，被災時の就労免除事 
項等をあらかじめ検討しておく必要 



がある． 
 
E. 考察 
被災地の保健医療施設は，その施設の
インフラの障害が少なくても，職員が
直接あるいは間接的に被災者となりう
る．通勤手段の制限，通勤時間の延長
の他，勤務中は，空調の停止などの勤
労環境の悪化，業務の増大，未知の業
務をすることに対する精神的な負担な
ど，勤労者は心身共に多大な負荷がか
かる．しかし一方で，外部に支援を要
請することには，遠慮，支援者への対
応を負担と感じる気持ちなどによっ
て，支援要請を躊躇する気持ちが生じ
ることも明らかとなった． 
これらのことから，被災地の保健医療
機関を支援することが必要であるが，
被災地への負担をかけない支援の仕方
を十分に考える必要があることも明ら
かとなった．その方策，モデルについ
て，今後検討していく． 
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研究要旨 

 2018年度の本調査では、企業における新興感染症に対する意識を明らかにする 

今回新興感染症の危機対応を行う事が想定される医療機関に赴き、新興感染症などの

危機対応に従事する労働者の体制について聴取を行った。 

２つの医療機関において調査を行った。医療機関において、新型インフルエンザ等特別

措置法によって業務継続計画が作成されているものの、新興感染症が発生した場合の対

応については、新興感染症、再興感染症として発生する感染症の種類が多岐にわたるた

め、個別の感染症に対して具体的な体制整備が行われていないのが現状であった。 

新興感染症が発生した場合に、感染症対応に対する不安、感染患者への対応業務に対

する拒否感、疑似症への対応での疲弊など、医療機関という事業所が直面する問題が明

らかになった。 

 医療機関における新興感染症対応の業務継続計画の作成状況とスタッフが実際に新興

感染症に対応する状況になった場合の現実に直面した場合の不安を聴取に基づいて、 

1. 新興感染症は未知の感染症としての対応が必要になる 

2. 新興感染症の場合、感染様式や致死率など不明であることが多い、このため、十分な

感染症対策が必要になる 

3. 新興感染症に対する業務継続計画は、新型インフルエンザ等特別措置法に基づく業

務継続計画のみであり、多くの場合、個別の新興感染症対策の策定は困難な状況で

ある。 

 新興感染症発生時に、心理的負担や不安を軽減させるために、リスクコミュニケーション

に関係する項目、未知の感染症が発生した際の対応トレーニングが必要と考えられる。 

  



Ａ．研究目的 

新興感染症、再興感染症などの危機対応

に従事する労働者の健康を確保するため

の枠組みの確立が急務であるため、実際の

医療現場という事業所の新興感染症など

の危機対応に従事する労働者の体制につ

いて現状調査を行う。 

 

Ｂ．研究方法 

2018年度の本調査では、企業における

新興感染症に対する意識を明らかにする 

今回新興感染症の危機対応を行う事が

想定される医療機関に赴き、新興感染症

などの危機対応に従事する労働者の体制

について聴取を行った。 

（倫理面への配慮） 

インタビューは同意が得られた方に対し

てのみ行った。合わせてインタビュー内容

は労働者から聴取した内容はその場でまと

めて録音等をせず、個人情報は対応表の

ない連結不可能匿名化とし、専門家の意

見はインタビューメモを作成しその中から

新興感染症対応に関連する重要なメッセ

ージを抽出した。 

 

Ｃ．研究結果および D.考察 

産業医科大学病院、北九州市立八幡病

院においてインタビューを行った。産業医

科大学病院は、６７８床の北九州地域で唯

一の大学病院であり、災害拠点病院でもあ

る。北九州市立八幡病院は、４３９床の中

規模病院であるが、感染症対策に非常に

尽力している医療機関である。また、大規

模災害発災時には、災害派遣チームを有

しており、災害派遣に対応している。このた

め、医療機関という事業所における新興感

染症発災時の体制や各々の労働者の災

害発災時の不安などについての聴取を行

った。 

【結果】 

医療機関においては、新型インフルエ

ンザ等特別措置法によって業務継続計画

が作成されており、総理大臣により新型イ

ンフルエンザ発生が宣言された際には、産

業医科大学病院においても、八幡病院に

おいても、業務継続計画に基づいて速や

かに業務継続を遂行するための準備がな

されている。 

新興感染症が発生した場合の対応につ

いては、基本的には、新型インフルエンザ

等特別措置法に基づいた業務継続計画

に準じた体制で対応することになるが、新

興感染症、再興感染症として発生する感

染症の種類が多岐にわたるため、個別の

感染症に対して具体的な体制整備が行わ

れていないのが現状であると言うことを産

業医科大学病院、市立八幡病院ともに聴

取した。ここ数年の間に、エボラウイルス感

染症が発生した際、MERS が発生した際な

どの個別の感染症の対応については具体

的な感染症が発生した時点で、院内対応

マニュアルなどを作成して対応策を考慮す

ると言うことであった。 

 感染対策チームのメンバーからの聴取し

た情報は以下の通り 

・ 「新興感染症が発生した場合、対応す

る必要があれば対応する準備はできて

いる」 

・ 「具体的にどんな感染症がやってくる

のか分からないので、不安がある」 

・ 「実際に、エボラウイルス感染症のよう

な致死性の高い感染症の患者が来院



したり、院内で流行するようなことがあ

れば、できれば対応したくない」 

・ 「致死性の高い感染症であれば、ケア

している最中に感染してしまう危険性

があり、家族にもうつしてしまう危険性

があり不安だ」 

・ 「感染して死んでしまったらどうしたらよ

いのか」 

・ 「以前の SARS の際には、対応した事

案の多くが疑似症であったため疲弊し

た」 

【考察】 

 産業医科大学病院、市立八幡病院、両

医療機関とも、新興感染症発生による被災

経験はないものの、さまざまな災害事例に

対応経験を持つ医療機関である。 

 これら、経験豊富な事業所においても、

新興感染症発生時の対応マニュアルは、

新型インフルエンザ等特別措置法に基づ

いた業務継続計画のみであり、個別の新

興感染症に対する対応策は想定していな

いというのが現実である。 

 また、感染対策チームのメンバーからの

聴取で、実際に新興感染症が発生した場

合に、感染症対応に対する不安、感染患

者への対応業務に対する拒否感、疑似症

への対応での疲弊などが、医療機関という

事業所が直面する問題が明らかになった。 

 医療機関以外の事業所においても、新

型インフルエンザ等特別措置法に基づく

業務継続計画を作成しているものと想定さ

れるが、個別の感染症に対する対応策に

ついての策定されていないことが想定され

る。 

 医療機関における新興感染症対応の業

務継続計画の作成状況とスタッフが実際

に新興感染症に対応する状況になった場

合の現実に直面した場合の不安を聴取に

基づいて、医療機関以外の事業所におけ

る新興感染症対応についての調査、すな

わち、個別の新興感染症に対する準備が

なされているのか（業務継続計画策定状

況）、新興感染症対応しなければならない

労働者の不安や不満をどのように吸い上

げるのか、吸い上げた不安や不満をどのよ

うに解消させるのかについて、さらなる調

査、検討が必要である。 

 新興感染症が発生するような現場に赴き、

実地調査を行うこと、実地対応を行う労働

者に現地に赴き、インタビューを行い、業

務継続計画の策定について、業務継続計

画モデルが提示できるようにニーズを調査

して、不安・不満解消できる様な仕組みに

ついて調査を行う必要がある。 

 

E. 結論 

 医療機関での新興感染症対応の概要は

以下の通り 

4. 新興感染症は未知の感染症としての

対応が必要になる 

5. 新興感染症の場合、感染様式や致死

率など不明であることが多い、このた

め、十分な感染症対策が必要になる 

6. 新興感染症に対する業務継続計画は、

新型インフルエンザ等特別措置法に

基づく業務継続計画のみであり、多く

の場合、個別の新興感染症対策の策

定は困難な状況である。 

 新興感染症発生時に、心理的負担や不

安を軽減させるために、リスクコミュニケー

ションに関係する項目、未知の感染症が発



生した際の対応トレーニングが必要と考え

られる。 

 

 

F．本研究に関連した学術発表 

なし 

 



  

 

分担研究報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

産業精神保健における災害時の支援技法と 

受援体制に関する文献的検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究分担者 真船浩介 産業医科大学 産業生態科学研究所 精神保健学研究室 助教 

 

  



厚生労働科学研究補助金  分担研究報告書 

 

産業精神保健における災害時の支援技法と受援体制に関する文献的検討 

 

研究分担者 真船浩介 産業医科大学 産業生態科学研究所 精神保健学研究室 助教 

 

 

研究要旨 

 本研究では，主として既に確立された技法の文献的検討を通じて，災害時等

における 心理的支援について検討した。被災者は，重大な心的外傷体験を経

ており，一時的な不眠や不安等の急性ストレス反応が示される。急性ストレス

反応の多くは正常かつ適応的であることが知られ，これらの反応に過度に焦

点化した支援は，むしろ，その後の心的外傷後ストレス障害等への発展を助長

する危険が指摘され，一律かつ画一的な心理的支援は望ましくない。災害等に

おける心理的支援として，Psychological First Aid（PFA）が 国際的に推奨

されているが，被災者でもある産業保健スタッフが，PFA の全般を担うことは

現実的ではなく，労働者（被支援者）との関わりやアセスメント技法等，一部

の応用にとどまると考えられる。一方で，災害時等においても，リスク要因を

同定，除去するハイリスクアプローチにとどまらず，個人と組織の対処資源・

レジリエンスに着目した BASIC Ph 多重ストレスコーピングモデルに基づく支

援も有用と考えられる。ただし，いずれの技法においても，個々の労働者，集

団に応じた対応が求められており，混乱の渦中にある緊急時にマニュアルを

参照するだけで，支援を展開することは困難であると考えられる。平時からの

計画的な心理教育を通じて，対処資源の整理，検討を行い，資源に応じた緊急

時の支援等を計画化しておくことが望ましい。 

 

 

Ａ．研究目的 

 大規模自然災害に限らず，事故，事

件，暴力等の心的外傷体験に対する緊

急支援は，その心理的影響が広く知ら

れていながらも，近年に至るまで，科

学的に一貫した知見が得られず，有効

な介入技法の確立が喫緊の 

課題とされていた。2001 年に発生した

米国同時多発テロ事件以降，心的外傷

体験等における精神保健上の危機介

入技法は，急速に見直しと体系化が進

んでいる。 

 心的外傷体験に対する心理的支援

として，心理的ディブリーフィング

（Psychological Debriefing）(1)が

広く知られ，実践されてきた。心理的

ディブリーフィングでは，心的外傷体

験の直後に，当事者間で互いの体験を



共有し，急性ストレス反応や対処方略

に関する心理教育が行われる。消防士

を対象とした心的外傷体験後早期の

集団介入技法として開発され，災害被

災者等への応用が進み，日本では 1995

年の阪神・淡路大震災において着目さ

れた。 

 心理的ディブリーフィングが着目

される一方で，その効果について，一

貫した知見が得られず，危機介入の確

立が望まれた。心的外傷後ストレス障

害（Posttraumatic Stress Disorder; 

PTSD）の予防には，有効ではないとす

る知見が示され(2)，PTSD の発症を促

進する有害性すらも指摘されている

(3-5)。発災から数週間以内の心理療

法は，慎重に選択されることが強調さ

れ，被災者に一律に適用するのは望ま

しくないと結論づけられている(3)。

発災後，安全な環境が確保されないま

まに，心理療法，特に，心的外傷体験

を想起，言語化する等の二次的な暴露

を伴う心理的ディブリーフィング等

が行われると，過度な覚醒を助長する

危険性が懸念される。心理的ディブリ

ーフィングに代わって，共感，傾聴を

通じた配慮，安全確保，援助希求行動

の支援，無危害原則等を強調した

Psychological First Aid が提案され，

大規模災害時の標準的な対応として

確立されつつある(6)。 

 本研究では，既に確立されている緊

急時の支援技法に関する文献等を精

査し，産業保健における予防，準備，

体制整備等の平時の対応から緊急時

の対応への応用について考察するこ

とを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

 損害を最小化するための事業継続

計画（Business continuity planning; 

BCP）が適用される甚大事象は，大規模

自然災害のみならず，事故，事件，品

質や会計等の不正に加えて，戦争やテ

ロリズム等，多岐にわたると想定され

るが，いずれの場合も，同様に何らか

の心理的影響が懸念される。本研究で

は，甚大事象の内容，すなわち曝露条

件は，具体的に指定せず，甚大事象に

よる心理的な影響と対応・対処に焦点

を当てたが，主として，災害等におけ

る対応が抽出された。検索対象とした

期間は 2000 年以降とした。検索キー

ワードには，「心的外傷／trauma」，「心

的外傷体験／traumatic events／

traumatic experiences／ potential 

traumatic event ／ potential 

traumatic experiences」，「喪失体験

／loss／loss experience」，「心的外

傷後ストレス障害／posttraumatic 

stress disorder」，「急性ストレス障

害／acute stress disorder」，「心的

外傷後成長／posttraumatic growth」，

「レジリエンス／回復／resilience

／ recovery 」，「 産 業 保 健 ／

occupational health」，「災害医学／

disaster medicine」，「災害精神医学

／disaster psychiatry」を用いた。医

中誌 Web，Scopus，Google Scholar の

３つのデータベースから文献を検索

し，確立された知見を集約したレビュ

ー論文，原著論文または書籍を検討の



対象とした。なお，産業保健スタッフ

を対象とした災害産業保健における

精神的健康に関する支援をマニュア

ル化して，紹介する上で，特に，平時

において，詳細を確認できる日本語の

文献や訳書があることも重要と考え

られるため，翻訳版がある場合には，

訳書の内容も確認した。 

 

Ｃ．研究結果 

１）災害時の心理的問題 

 災害等では，負傷や生命の危険，近

親者，親しい友人の死傷はもとより，

復旧時には，災害による被害・喪失に

再三直面し，二次的な被災も避けられ

ないことから，心理的な影響は甚大で

ある。これらの心的外傷体験の曝露は，

急性ストレス障害（Acute Stress 

Disorder; ASD），心的外傷後ストレス

障 害 （ Posttraumatic Stress 

Disorder; PTSD）が惹起される危険性

がある。急性ストレス障害では，侵入

症状，陰性気分，解離症状，回避症状，

覚醒症状の５領域を中核症状とされ，

心的外傷体験後，３日間から１ヶ月間，

症状が持続している場合に診断され

る（表 1）(7)。心的外傷後ストレス障

害では，急性ストレス障害と類似の症

状が，１ヶ月以上持続している(7)。 

 急性ストレス障害や心的外傷後ス

トレス障害等の重篤な心理的問題に

とどまらず，災害後には，悲嘆や不安，

不眠，行動変容等の通常生じる適応的

な反応が数日から数週，長期に及ぶと

2 ヶ月程度，持続する可能性が指摘さ

れている(8)。これらの正常な急性ス

トレス反応に対して，過度に焦点化し

た介入は，反応の増悪，遷延を招き，

心的外傷後ストレス障害等の発症を

助長する危険性がある(3-5)。 

２）災害に伴う精神障害のリスク要因 

 心的外傷後ストレス障害では，男性

よりも女性の発症リスクが高く(9)，

また，心的外傷体験の渦中，すなわち，

周トラウマ期（peritraumatic phase）

の解離症状が発症の予測因子とされ

ている(10)。家族の心理的問題や自身

の精神障害の既往歴に加えて，貧困，

低学歴等の社会経済的地位も発症の

予測因子とされている(11)。大うつ病

障害（Major Depressive Episode）も

含めて，災害後の多くの精神障害で，

社会的支援の欠如が危険因子であっ

た(8, 10, 11)。さらに，長期に及ぶ

緊急作業に従事する場合は，上司から

の支援が精神的健康の保持に重要で

ある可能性も指摘されている(12)。 

 また，二次的な被災体験として，周

囲からの差別・中傷も心的外傷後スト

レス障害等の発症の危険因子とされ

ている(13-18)。東日本大震災に伴う

東京電力の福島第一原発事故では，当

該企業の従業員も含めて，社会的に強

く非難され，差別的な扱いを受けたこ

とが報告されている（表 2）(14)。こ

れらの差別や中傷は，精神障害の危険

因子となる一方，社会的支援が保護因

子として機能する可能性も示されて

いる(16)。 

３）緊急時の心理的支援 

 多くの精神障害の発症における保

護因子として社会的支援が挙げられ



ているが(8, 10-12, 16)，世界保健機

関（World Health Organization; WHO）

は，専門家による心理的ディブリーフ

ィ ン グ に 代 わ る 技 法 と し て ，

Psychological First Aid を推奨して

いる(3, 6)。Psychological First Aid

（PFA）は，WHO をはじめとして，複数

の関係機関・学会からガイドラインが

公表されているが，非専門家による緊

急支援も想定したWHO版ガイドライン

(19)に加え，支援の留意点が詳細にま

とめられた専門家向けとも言える米

国国立子どもトラウマティックスト

レスネットワーク（National Child 

Traumatic Stress Network; NCTSN）

と米国国立 PTSD センター（National 

Center for PTSD）による米国版ガイ

ドライン(20)の 2 版が代表的である。 

 PFA は，安心・安全の確立，資源の

活用，急性ストレス反応の軽減，適応

的な対処と自然回復の促進を目的と

している。WHO 版， WHO 版では，5つ

の章により，要点がまとめられ，米国

版では，8つの支援段階（表 3）の詳細

がまとめられている。形式は異なるが，

いずれも，PFA の目的，対象，提供場

所，支援内容と留意点等がまとめられ

ている。 

３）外傷後成長・回復・レジリエンス 

 心的外傷体験は，急性ストレス障害，

心的外傷ストレス障害等を惹起する

危険がある一方で，心的外傷体験を経

ても，健康を保持し続けているだけで

なく，前向きに価値を見出し，行動が

変容する可能性が指摘され(21)，心的

外傷後成長（Posttraumatic Growth: 

PSG）として評価手法も提案されてい

る(22)。特に，具体的な心理的支援の

実践から，既存の諸理論を統合し，体

系化された理論的枠組みとして BASIC 

Ph 多重ストレスコーピングモデルが

提案されている(23)。 

 BASIC Ph は ， Israel Trauma 

Coalition が提供する危機介入プログ

ラムとして体系化されている。BASIC 

Ph は，断続的に紛争が続く過酷な状況

下であるイスラエルで，心的外傷体験

後に逞しい回復と成長が繰り返され

ていることが着目され，整理されてい

る。そのため，困難な状況においても

適応が保持される力，すなわちレジリ

エンスを促進する介入技法として注

目され，東日本大震災後に日本でも導

入，展開されている。リスク因子を同

定・除去するアプローチと一線を画し，

自然回復の過程に支援の要諦を見出

した点は，健康生成論(24)と類似した

アプローチと位置付けられている

(23)。 

 BASIC Ph では，ストレスフルな状況

下に置かれても，6 つの主要なチャネ

ルを用いた対処により，適応，生存し，

成長を遂げると想定する。BASIC Ph で

は，対処チャネルを「信念・価値

（Belief and values）」「感情／情動

（Affect/Emotion）」「社会的（Social）」

「想像／創造（Imagination）」「認知的

（Cognitive）」「生理的・身体的

（Physiologica1）」の 6 つと定義し，

この頭文字をとって，BASIC Ph と呼ば

れている（表 4）。Bチャネル（信念・

価値）による対処では，宗教的または



政治的信念，使命感や達成欲求が含ま

れる。Aチャネル（感情／情動）には，

泣く，笑う等の情動表現に加え，反対

に感情表現を抑制する場合も含まれ

る。S チャネル（社会的対処）には，

援助希求や集団への参画や所属，仕事

や役割の受任が含まれる。I チャネル

（想像／創造）には，夢想や空想，現

実からの回避，誘導イメージを用いた

注意の転換，即興劇，描画，遊び等が

該当する。C チャネル（認知的対処）

では，情報収集や問題解決，優先順位

や予測，内省等，現実的な対処が該当

する。Ph チャネル（生理的・身体的対

処）には，身体を動かす表現・反応，

リラクセーション，運動，摂食，睡眠

等の生理的欲求を満たす活動等が該

当する。 

 BASIC Ph における 6 つのチャネル

は，個人を対処の様式から，分類・類

型化することを目的とするわけでは

なく，生活史を通じ，得意なチャネル

やその組み合わせを獲得し，パターン

を形成していると想定している。特定

のチャネルだけが一貫して使われる

のではなく，状況等に応じて，使い分

け，組み合わせながら，言語を通じて

表出されると想定する心理言語学的

な性質が強調されている。良く用いら

れるチャネルは，「明白な言語」と呼ば

れ，反対に，あえて使われないチャネ

ルを「忘れられた言語」と呼ばれる。

誰もが全てのチャネルを有している

ものの，実際の対処のチャネルを特定

するためには，顕在化している言動，

つまり「明確な言語」だけでは，チャ

ネルの特定が困難な場合も想定され

ている。このような場合は，「隣接言語」

と呼ばれる非言語的な表出にも着目

し。対処の文脈や意図について，言語

的・非言語的に確認することが求めら

れる。例えば，現状を肯定的に受けと

め直そうとする対処は，信念・価値に

対する Bチャネルと解されるが，肯定

的な側面に着目し，対処を試みる問題

解決等の認知的対処Cチャネルとも解

することができる。対処チャネルの

「言語」は，質問紙により，評価する

方法も開発されているが，複数の「言

語」が同時に用いられていることもあ

り，当初から，文章を完成させる「Six–

Part Story Method」と呼ばれる投影

法が用いられている。 

 BASIC Ph では，個人の対処チャネル

だけでなく，集団の対処チャネルも検

討できる。コミュニティのレジリエン

スは，4 つの資源のつながりから整理

されている（図 1）(25)。平時から，

危機状況による寸断に備え，緊急時に

は寸断された資源を繋ぐことが求め

られる。BASIC Ph では，イスラエルに

おける事業場，特に同国企業の 99％以

上を占める中小企業における平時と

非常時の「言語」の表現型の相違を検

討している。例えば，危機状況下にお

いて，事業主に推奨される行動として，

怒りのコントロール（Aチャネル），危

機を好機と捉える創造性（Iチャネル），

現状に応じた対応（C チャネル）が挙

げられ，組織に推奨される行動として，

現在よりも将来の文脈を見据えた思

考（Iチャネル），労働者との関係によ



るポジティブ感情体験（S チャネル）

等が示されている。 

 

Ｄ．考察 

 災害は，深刻な心的外傷体験として，

急性ストレス障害や心的外傷後スト

レス障害をはじめとする精神障害の

発症リスクであり，支援が不可欠であ

るものの，正常な適応的反応と区別す

るため，持続期間に着目する必要があ

り，過度な介入による発症の助長を避

ける上でも，経過を注視しつつ，被災

者に対して支援を押し付けることの

ない適切な距離感も求められる。 

 急性ストレス反応，PTSD 等の予防と

急性ストレス反応のアセスメントと

継続的または専門的支援の要否の判

断には，PFA が有用と考えられる。精

神障害等のリスクを把握が不可欠で

ある一方で，急性ストレス反応に焦点

化し過ぎることにより，状態の増悪を

招く危険も否めない。PFA では，被災

者との適切な距離感により，症状の助

長を防ぐべく留意が強調されている

が，外傷後成長等を見越した資源に着

目した適応への支援も重要と考えら

れる。BASIC Ph モデルは，心的外傷後

成長，自然回復の過程から整理された

モデルであり，支援者として，症状の

増悪リスクを抑えつつ，被災者との関

わりを維持する上で，重要な示唆が得

られると考えられる。 

  災害に伴う過重労働，社会的支援

や作業設備等をはじめ，多様な資源の

枯渇・喪失，スティグマ等のストレス

要因への対処では，労働者個人での対

処はもとより，緊急時に随時対応する

ことも現実的には難しいことが予想

され，予め状況を予測・想定し，外部

との連携も含めて，組織的に対処する

計画を用意できるのが理想と考えら

れる。災害時の受援は不可欠であるも

のの，支援の要請や支援ニーズの伝達，

現状の報告等，外部との連絡調整には，

関係各所への類似情報の重複提供等

がないよう，連携・受援の方法は負担

を最小化する仕組みについて，平時に

検討，構築することが重要と言える。

大規模事故の場合は，被害者，地域，

顧客等への対応から，スティグマに曝

露する可能性が高まることも予想さ

れ，組織的な対応方法と心理教育等も

検討する必要性が考えられる。BASIC 

Ph モデルでは，平時から，労働者のセ

ルフケアへの応用も期待でき，また，

個人と組織のレジリエンスを高める

一案になり得るかもしれない。また，

事業場等においても，平時のレジリエ

ンスを振り返り，災害時等に真価を発

揮する「言語」や喪失する危険のある

「言語」等を確認，強化し，危機に備

えることも有用と考えられる。一方で，

危機介入技法に共通してする限界と

して，科学的根拠の蓄積の機会が限ら

れ，妥当性や効果の担保が難しい可能

性も否めない。 

 平時，災害時，事後の心理教育を整

理し，体系化も喫緊の課題と言える。

BASIC Ph や PFA を含む多くの支援技

法は，緊急時に学び，直ぐに実践する

のは現実的ではない。未熟な技能や理

解不足は，支援による悪影響を助長す



る可能性も否めない。平時の職場のメ

ンタルヘルス対策，または防災・減災

対策として，何をどの程度用いて，啓

発と技能の習得を図るか，計画する必

要が欠かせない。災害時の支援や受援

とは直接，関連しないものの，平時か

らの精神障害の理解と支援の促進す

ることにより，緊急時にも支援や受援

を円滑にする可能性を踏まえ，非専門

家における精神障害の理解と具体的

な支援を啓発・習得する Mental 

Health First Aid (26, 27)も心理教

育の一案になり得るかもしれない（表

5）。また，災害後，すなわち心的外傷

後のハイリスク者には，心的外傷後ス

トレス障害における心的外傷体験か

らの回復に関する心理教育も有用で

ある可能性がある(28)。 

 大規模災害時は，労働者の支援者で

ある産業保健スタッフも被災者であ

り，支援に要する負担の増大への配慮

が不可欠である。事業場外資源の有効

活用が期待される。BASIC Ph において

も，当該コミュニティの安定に，支援

者支援が重要である点が強調されて

いる(19, 20, 23)。BASIC Ph や PFA と

もに，支援者自身が休養をとり，自身

のストレスに対処する機会を確保す

ることの重要性を指摘している(23)。

ただし，本研究では，受援体制の整備

に関する考察が十分ではない。契約に

よる EAP の利用に加え，大規模災害時

に は ， Disaster Psychiatric 

Assistance Team（DPAT）等の公的資源

や学会，民間機関等による専門家また

は非専門家有志の支援活動との連携・

協働に関する課題の整理が求められ

る。 

 

Ｅ．結論 

 危機状況下における心理的支援に

おいて即席で実施可能なマニュアル

類等の準備は現実的には困難と考え

られ，平時から一定の訓練，教育等が

重要であると考えられる。災害等が精

神的健康を脅かす危険がある点は共

通しているが，リスク要因には個人差

もあり，一律の支援の展開よりも，個

別的な配慮，対応が欠かせない。危機

状 況 で の 心 理 的 支 援 と し て ，

Psychological First Aid （PFA）が

国際的に推奨されているものの，原則

として，外部支援者による技法として

想定されており，被災者でもある可能

性の高い産業保健スタッフが，PFA を

担える可能性は限定的である。ただし，

一部，例えば，労働者との関わりやア

セスメント等の技法は参考になり得

る。一方で，リスクの同定，除去等を

主体としたハイリスクアプローチに

とどまらず，資源を活かすポジティブ

なアプローチも重要と考えられる。個

人と組織の対処資源に着目した BASIC 

Ph は，有用な概念と考えられる。BASIC 

Ph も同様に，危機状況での効果が実践

的に示されているものの，即時に応用

できるとも言えず，産業保健スタッフ

が，平時から自身の対処チャネル（「言

語」）に加えて，事業場や職場の対処チ

ャネルについても把握しておけるこ

とが望ましい。いずれも平時の計画的

な心理教育の展開と，事業場や職場，



産業保健スタッフの資源（対処チャネ

ル等）に応じた危機時の対応の計画化

が必要と考えられる。 
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表 1：DSM-V (7) の診断基準に基づく急性

ストレス障害の中核症状 

侵入症状 

・反復的，不随意的，侵入的で，かつ苦痛 

 な心的外傷の記憶 

・心的外傷と関連する反復的で苦痛な夢 

・心的外傷の再体験，フラッシュバック 

・心的外傷の象徴的側面を契機に生じる 

 極度または遷延する心理的・生理的反応 

陰性気分 

・陽性の情動（幸福，満足，愛情）の持続 

 的な体験困難 

解離症状 

・周囲や自身の現実が変容した感覚 

・心的外傷の重要な側面の想起困難 

回避症状 

・心的外傷に関連する苦痛な記憶，思考， 

 感情から回避する努力 

・心的外傷に関連する苦痛な記憶，思考， 

 感情を惹起する可能性のある人，場所， 

 会話，行動，物，状況から回避する努力 

覚醒症状 

・睡眠障害（入眠困難，中途覚醒，浅眠） 

・言語的，身体的な攻撃性を伴う苛立ち， 

 激しい怒り 

・過度の警戒心 

・集中困難 

・過度な驚愕反応 

 

 

 

 

 

表 2：災害時のスティグマ(18) 

悪い扱いを受けた 

怖がられた 

怪しく思われた 

冷たくされた 

馬鹿にされた 

見下された 

差別された 

中傷された 

脅かされた 

嫌がらせを受けた 

身分をかくした 

身分をいつわった 

人付き合いを避けた 

恥ずかしく思った 

自分を責めた 

働く意欲が下がった 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



表 3：Psychological First Aid の 8 段階(19) 

１）被災者への接触・関与 

自己紹介，会話の同意取得，切迫した問題（水・食料・医療）の聴取 

留意点：被災者との距離，身体接触，視線の向け方等に関する文化的配慮 

２）安全・安心の確保 

物理的な危険の除去，災害情報と救助活動等の正確な伝達 

死亡・喪失等に伴う手続き，告知の支援 

留意点：否認，悲嘆，罪悪感等への配慮と尊重 

３）安定化 

激しい情動，不穏，混乱，自失等により，避難等の生命の危険の回避が困難な場合に，身近な

事象に注意を向けるよう介入し，冷静さを取り戻せるよう支援 

留意点：プライバシー・受援意思の尊重（声をかけた後に間を置いて再度接近する） 

４）ニーズの収集 

要望（災害・安否情報，医療の要否）や情報（離別・喪失，既往，自責・恥感情，既往，過去

の外傷体験，社会的支援）の確認 

留意点：網羅的確認は避け，被災者のペースを尊重 

５）実際の援助 

ニーズを明確化し，優先順位を設けて具体的に援助 

留意点：即時対応・解決が難しい要望に対してもスモールステップの対処・支援を提案 

６）社会的支援の促進 

家族・友人，身近な被災者，援助者等との交流を促す 

留意点：孤立した被災者に対しても時機を見極め，社会的支援の重要性を示し，交流を促す 

７）対処方法の情報提供 

ストレス反応，心的外傷・喪失体験の影響に関する情報提供し，適切な対処を強化 

緊張，怒り，不眠，物質依存等への介入 

留意点：一方的な提案は避け，被災者と話し合い，自己決定を促し，自己効力感を尊重 

８）支援事業の紹介 

必要な支援先の紹介と申し送り 

留意点：紹介・引継により，見捨てられたと誤解を招くことのないよう配慮 

 

  



表 4：BASIC Ph 多重ストレスコーピンモデルの対処チャネル(23) 

対処チャネル 内容 

Belief 信念・価値 意義，承認，自己評価，宗教，運命論,楽観性・悲観性 

Affection 感情・情動 感情表出・発散，カタルシス，情動麻痺，受容，愛情 

Socia1 社会的 援助希求行動，交流，孤立，社会的役割，社会的スキル 

Imagination  想像・創造 遊び，空想，芸術，創造性，発散的思考，視点の転換 

Cognitive 認知的 問題解決，論理的思考，情報収拾，優先順位設定，内省 

Physiological 生理・身体的 運動，リラクセーション，摂食，物質使用，身体的刺激 

 

 

表 5：Mental Health First Aid の主要要素「りはあさる／ALGEE」(26, 27) 

要素  概要  

り）リスク評価 Assess Risk of Suicide or Harm 自傷・他害の評価 

は）判断・批判せずに話を聞く Listen Non-judgmentally 判断を加えずに傾聴 

あ）安心と情報の提供 Give Reassurance and 

Information 

安心と情報を提供 

さ）サポートを得るよう勧める Encourage Person to Get 

Appropriate Professional Help 

専門家支援の勧奨 

る）セルフヘルプを勧める Encourage Self-Help Strategies 可能な対処を勧奨 

 

 

 

図 1：コミュニティのレジリエンス 
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研究要旨： 
 先行研究により作成された「産業保健スタッフ向け危機対応マニュアル（以下マニュアル）」

は、危機時に生じうる産業保健ニーズを網羅的が掲載されており、種類にかかわらず多くの

危機事象に応用可能と考えられる。しかし，職場における産業保健スタッフの職種や人数，そ

の役割はさまざまであり，危機事象の種類や規模によって生じるニーズも異なるため，本危機

対応マニュアルに記載されていない産業保健ニーズが発生する可能性がある。 
新たな危機事態対応事例で発生した産業保健ニーズを調査して、マニュアルの改訂を行

った。対象となった事例は、対象となった事例は、熊本地震において製造設備が壊滅的な影

響を受け、操業再開に向けて大きな困難が生じた事例であり、企業施設内での人的損害は

発生していない。調査事例では、全フェーズを通して 58 個のニーズが挙がり、そのうち新たな

産業保健ニーズは７つであった。その結果をもとに、ニーズを追加するなどの改訂を行った。 
今後発生しうる危機事象にマニュアルが活用されるために、マニュアルの周知が重要であ

るとともに、マニュアルの配布方法の工夫の検討やマニュアルの継続的な改訂を行っていく

必要であると考えらえた。 

研究協力者 
五十嵐侑 東北大学大学院医学系研究科産業医学分野 医師 
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A. 研究の背景と目的 
１．目的 
近年、企業において、自然災害や工場

事故などさまざまな危機事象が発生して

いる。そのような危機事情が発生した際，

従業員はさまざまな健康障害リスクに直

面し，またそのリスクは時間経過ととも

に変化していく。産業保健スタッフは、

それらの健康障害リスクから 従業員の

健康を守るために、適切にリスク評価を

行うとともに、優先順位をつけて予防的

介入を行っていく必要がある。これまで

危機事象発生時において適切な対応を行

うためには、危機管理体制の構築やシナ

リオに基づく備品の準備、訓練など、事

前の対策が重要であると考えられていた。

そのような準備の重要性は否定されない

が、想定したシナリオ通りの事象が発生

するとは限らず、適切な準備を行ってい

ても実際に危機事象が発生した際には、

臨機応変な対応が求められることが少な

くない。前述のように、企業内における

危機事象がしばしば 発生しているが、事

業場ごとにみるとその発生頻度は低い。

そのためほとんどの産業保健スタッフに

とって、長年の産業保健活動の中でも大

きな危機事象の経験は少なく、また危機

は多様であるため、危機事象発生時の対

応経験を蓄積して、習熟していくことは

不可能である。そのような場合は本来、

他の事例に学ぶ必要があるが、危機事象

発生後の従業員の健康障害リスクやその

対応については、企業側の公表が許可さ

れないことが多く、これまで危機発生後

の産業保健スタッフの対応に関して体系

的かつ具体的に示した文献はほとんど存

在しないのが現状であり、過去の事例を

基にした学習も容易ではない。  

そのような状況の基で、先行研究にお

いて、実際に発生した複数の危機事象を

調査し、その中であがっていたすべての

産業保健ニーズを時間軸（フェーズ）と 
ニーズの性質（カテゴリー）をマトリッ

クスに集約し、その解説文を加えた「産

業保健スタッフ向け危機対応マニュア

ル」を作成した。本マニュアルは、危機

事象発生時に生じうる産業保健ニーズに

対し高い網羅性があり、種類にかかわら

ず多くの危機事象に応用可能と考えられ

る。実際に熊本地震や工場火災事故が発

生した際、一部の事業場で活用され、そ

の有効性が確認されている。 
しかし、職場における産業保健スタッ

フの職種や人数，その役割はさまざまで

あり、危機事象の種類や規模によって生

じるニーズも異なるため，本危機対応マ

ニュアルに記載されていない産業保健ニ

ーズが発生する可能性がある。したがっ

て、新たな災害事象への対応事例を追加

していく必要がある、 
そこで、本研究では、すでに発生した

事例をさらに検討することによってマニ

ュアルを改訂し、より多くの危機事象に

対応できる内容とすることを目的とした。 
 

B．方法 
今回は、熊本地震の際にマニュアルを

活用して対応が行われた事例をもとに改

訂を行うこととした。 
既存のマニュアルとの比較に関して、

以下の項目をインタビューによって聴取

した。 
 新たな産業保健ニーズ 
 既存の産業保健ニーズに追記する事

項 
 その他改善点 



そのうえで、研究班員による改善点の

抽出およびマニュアル改訂案作成を行い、

研究班会議において研究班員の見解も加

えた上で修正点を整理し、改訂版を完成

させた。 
 
C. 結果 
対象となった事例は、熊本地震におい

て製造設備が壊滅的な影響を受け、操業

再開に向けて大きな困難が生じた事例で

ある。企業施設内での人的損害は発生し

ていない。 
この事例では、全フェーズを通して 58

個のニーズが挙がり、そのうち新たな産

業保健ニーズは７つ、既存ニーズの同じ

ものや参考にできたものが 51 であった。

事例経験により、既存マニュアルの改善

が必要な箇所が複数挙がった。 
その結果をもとに改善を行ったマニュ

アルは、計 107 個のニーズとなった。マ

ニュアルの改訂点は、以下のとおりであ

る。 
(1) 事例に基づき新たに収載したニーズ

（７個） 
 病院の稼働状況の確認（初期対応期） 
 健康支援体制の充実（初期対応期） 
 構内請負会社/設備メーカーに対する

安全衛生教育（復旧計画期） 
 構内請負会社/設備メーカーに対する

安全衛生教育（再稼動準備期） 
 出社していない健康ハイリスク者へ

のケア（復旧計画期） 
 避難所に避難している社員へのケア

（復旧計画期） 
 移動に困難を伴う者への作業場所/避

難経路の確認（再稼動準備期） 
(2) 事例とは別に研究班会議で必要と 
考えられた新たなニーズ（2 個） 

 職場巡視（復旧計画期） 
 職場巡視（再稼動準備期） 
(3) 既存のニーズの名称を変更し 
解説に反映したニーズ(５個) 

 事故調査班の過重労働対策 
→過重労働者へのケア（復旧計画期） 
 事故調査班への過重労働対策 
→過重労働者へのケア（再稼動計画期） 
 過重労働対策 
→過重労働者へのケア（再稼動準備期） 
 社内誌等での健康情報の発信 
→健康情報の発信（再稼動準備期） 
 危機管理マニュアルの改訂 
→BCP や危機管理マニュアルの改訂（再

稼動期） 
(4) 既存のニーズを集約し解説に反映し

たニーズ（1 個） 
 応急対応に必要な医薬品の提供 
医薬品の補充→医薬品の提供･補充（初

期対応期） 
(5) 既存のニーズのカテゴリー変更(2 個) 
 他事業所からの応援要員に対する安

全衛生教育（復旧計画期） 
C：産業保健サービスのインフラ 
→D：現場の安全衛生 

 他事業所からの応援要員に対する安

全衛生教育（再稼動準備期） 
C：産業保健サービスのインフラ 
→D：現場の安全衛生 

(5) 事例に基づき既存のニーズの解説に

反映したニーズ（７個） 
 産業保健スタッフ間の緊急連絡（緊急

対応期） 
 洗面所やトイレの衛生状態の確認（初

期対応期） 
 仮眠スペース及び応援要員の住居の

確保（初期対応期） 
 多方面からの構内状況の情報収集（初



期対応期） 
 診療所の安全確保および修復（初期対

応期） 
 従業員の健康障害について管理職へ

報告（復旧計画期） 
 健康情報の発信（再稼動準備期） 
(6) 事例であがったニーズが既存ニーズ

と同じであったが、以下のマニュアル記

載ルールに則り、解説文を修正した 
（マニュアル記載における表現に関する

ルール） 
3 事業所以上でニーズが挙がったもの 
⇒「～します」 
2 事業所でニーズが挙がったもの 
⇒「～することがあります」 
1 事業所でニーズが挙がったもの 
⇒「～する場合があります」 

(7) 危機事象の際には必ずしも事業所が

復旧し再稼動しない可能性があるため、

「事業所の移転や事業規模の縮小の可能

性」に関するコラムを追加した。 
(8) その他、研究概要や謝辞について修

正するとともに、改訂概要を追加した。 
 

D．考察 
 本マニュアルは、実際の危機事象に対

して活用され、その有効性が確認されて

いるが、本研究による改訂で、さらに有

効性が高まったと考えられる。 
危機事象に対して多くの企業は事前に

作成された事業継続計画（BCP）に基づ

いて事業所の復旧や再稼動を図っていく。

しかし、必ずしもすべての事業所がそう

とは限らない。例えば、元々、移転を計

画していた、事業縮小を予定していた、

経営状態が不良である、被災の程度が大

きく原状復帰より移転の方が効率的であ

るなどの場合は、事業規模の縮小あるい

は事業所の閉鎖という経営判断がなされ

る可能性がある。そうした場合において

は、産業保健スタッフの対応も大きく変

わる。そのため、事業所に所属する産業

保健スタッフは、事業継続マネジメント

（BCM）の中で、危機事象発生後の事業

の先行きを見通すことが求められる。本

マニュアルは、危機事象によって被災し

た事業所が、復旧し再稼動を目指すこと

を前提に作成されているが、そのような

視点を持つことが重要であると考えられ

たため、コラムとして「事業所の移転や

事業規模の縮小の可能性」を追加した。 
 今後の課題としては主に次の 3 つであ

る。 
１．危機事象への対応は前述の通り危機

事象そのものや、事業所側の事情、産業

保健スタッフ側の事情などによって異な

る。危機事象だけでも、発生しうる危機

事象としても、大規模自然災害、局地的

自然災害、テロリズム、工場爆発、犯罪

など、その種類は無数にある。本マニュ

アルをそれらにも対応可能なものとする

ために、新たな災害事象への対応事例を

継続的に追加し、マニュアルを改訂して

いく必要がある。 
２．マニュアルの周知は十分ではなく、

多くの産業保健スタッフに認知されてい

るとは言い難いのが現状である。そのた

め、研修会や専門学会などで周知活動を

行うほか、産業保健総合支援センターの

ホームページなどにリンクを掲載するこ

とで周知を図る必要がある。実際に熊本

震災の際には、熊本産業保健総合支援セ

ンターにリンクが掲載された。また、危

機事象へ対応する産業保健スタッフのト

レーニングも重要であり研修会を定期的

に行っていく必要がある。 



３．危機事象が発生した際に、マニュア

ルが活用されるためには以下の３つのル

ートが考えられる。 
1) 事前に本マニュアルを取得している 
2) 危機事象が発生した事業所の産業保

健スタッフに直接マニュアルを送る 
3) 事業所の産業保健スタッフがホーム

ページからマニュアルをダウンロードす

る。 
しかし、前述の通りマニュアルの認知

度は低いことが予想され、危機事象発生

時点でマニュアル取得している可能性は

低い。また一方で２）、３）についても、

危機事象発生時には電気や通信環境が機

能していない状況も想定され、産業保健

スタッフの手元には届かない可能性があ

る。そのため、産業保健ニーズリストや

初期対応期のみの解説・アクションチェ

ックリストといった簡易版のマニュアル

の必要性も考えられる。 
 
E. 結論  
 危機事象に対応する産業保健スタッフ

向けのマニュアルである「産業保健スタ

ッフ向け危機対応マニュアル」を改訂し

た。今後発生しうる危機事象にマニュア

ルが活用されるために、マニュアルの周

知が重要であるとともに、マニュアルの

配布方法の工夫の検討やマニュアルの継

続的な改訂を行っていく必要である。 
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産業保健スタッフに対するコンピテンシー調査 
 

研究分担者 吉川悦子 日本赤十字看護大学看護学部 准教授 

研究要旨： 

本研究の全体目的は、災害発生時に緊急作業や復旧・復興作業に従事する労働者の安

全健康確保を図るための産業保健専門職に必要なコンピテンシーを明らかにすることであ

る。1 年目の本年度は、文献レビューによる既存の知見の整理と熊本地震で被災した事業場

に所属する産業保健専門職へのインタビュー調査を実施した。文献レビューは、国内で実施

された災害支援活動（健康危機管理を含む）に関する文献から、専門職のコンピテンシーを

明らかにし、災害時における産業保健専門職に必要なコンピテンシーを検討するための基礎

資料を整理することを目的とした。インタビュー調査は、産業保健専門職が自身の経験に基

づき、その経験を通じてとらえた災害時における産業保健専門職に必要なコンピテンシーを

明らかにすることを研究目的とした。 
国内では災害時の産業保健専門職のコンピテンシーについて述べている文献はなかった

ため、災害対応を行う医療保健専門職のコンピテンシーについて 10 文献を抽出して分析し

た。災害時に災害対応を行う保健専門職のコンピテンシーとして、「対象集団・組織の安全・

健康課題を適切にアセスメントする」「状況に合わせて必要な支援を柔軟に提供する」「専門

職としての信念や価値観に基づいた役割を遂行する」「必要な情報を的確に収集し、発信す

る」「チームとして連携しながら体制を整備する」「回復・復興を支援する」「支援者支援に携わ

る」の 7 つがあげられた。 
熊本地震での経験を通じた産業保健専門職のインタビュー調査では、7 名の対象者にイン

タビューガイドを用いた半構造化面接を実施した。7 名の産業保健専門職から、災害発生時

から復旧・復興に至るフェーズに応じた産業保健の実践について語りを得た。災害時には時

間の経過とともに変化する事業場の産業保健課題やニーズがあることが明らかになった。これ

らの課題やニーズに対して、法令順守を基盤に日頃からの産業保健活動で構築された信頼

関係や産業保健部門の位置づけに応じて、柔軟な対応が実践されていた。これらの行動の

背景には、産業保健専門職としてのスタンスや価値観が影響していることが示唆された。引き

続き、災害時に必要な産業保健専門職のコンピテンシーを明らかにしていく必要がある。 
 



A. 研究目的 
産業保健専門職は、事業場・労働者によ

る主体的な産業保健活動を専門的側面か

ら支援する役割が求められている(日本産

業衛生学会生涯教育委員会 & 日本産業

衛生学会, 2005)。災害発生時は時間の経

過ともに変化する多様な産業安全保健に

関するリスクに柔軟に対応することが求

められており、その知見は昨今のさまざ

まな大規模自然災害の経験を通じて蓄積

さ れ て い る (Anan, Mori, Kajiki, & 

Tateishi, 2018; Tateishi et al., 2015)。し

かし、それが機能する前提となる産業保

健専門職が備えるべき知識、スキル、行動

特性などのコンピテンシー(Spencer & 

Spencer, 2008)は明らかになっていない。 

本研究の全体目的は、災害発生時に緊

急作業や復旧・復興作業に従事する労働

者の安全健康確保を図るための産業保健

専門職に必要なコンピテンシーを明らか

にすることである。研究 1 年目の本年度

は、文献レビューによる既存の知見の整

理と熊本地震で被災した事業場に所属す

る産業保健専門職へのインタビュー調査

を実施した。 

文献レビューは、国内で実施された災

害支援活動（健康危機管理を含む）に関す

る文献から、専門職のコンピテンシーを

明らかにし、災害時における産業保健専

門職に必要なコンピテンシーを検討する

ための基礎資料を整理することを目的と

した。インタビュー調査では、産業保健専

門職が自身の経験に基づき、その経験を

通じてとらえた災害時における産業保健

専門職に必要なコンピテンシーを明らか

にすることを研究目的とした。 

 

B. 研究方法 
1. 文献レビュー 

医学中央雑誌 Web 版および CiNii 

Articles を用いて、「災害」「コンピテンシ

ー」「原著論文」または「健康危機管理」

「コンピテンシー」「原著論文」をキーワ

ードとして 2005 年以降に発表された文

献を検索した。文献検索では、産業保健専

門職に関する災害時のコンピテンシーを

記述した論文がなかったため、災害時の

医療保健専門職のコンピテンシーについ

て記述された論文を抽出した。検索の結

果、10 編の論文を分析対象とした。 

分析対象とした文献を精読し、研究対

象となった職種、コンピテンシーの定義、

研究方法を概観した上で、専門職のコン

ピテンシーとして記述された内容を抜き

出して意味内容の類似性や共通性に着目

してカテゴリー化した。 

 

2. インタビュー調査 

1) 研究デザイン 

質的記述的研究とした。    

2) 研究対象者 

熊本地震を体験した事業場に所属

する産業保健専門職（産業医、産業看

護職等）6 名を研究対象者とした。選

定条件としては、被災時に当該事業

場で産業保健活動に従事しており、

その後も継続して同じ事業場で勤務

している者とした。研究対象者の家

族や被災事業場の労働者で災害直接

死や関連死がある者は除外条件とし

た。 

研究者の研究活動を通じたネット



ワーク・サンプリングにより研究対

象者を募集した。研究参加の任意性、

撤回の自由、個人情報の保護と研究

データの保管方法等について文書と

口頭で説明し、研究参加に口頭と文

書にて同意を得られた場合に研究対

象者とした。 

3) 研究期間ならびにデータ収集期間 

   研究期間は、2018 年 12 月から

2020 年 3 月末日まで、データ収集期

間は 2018 年 12 月から 2019 年 3 月

末日とした。 

4) データ収集方法 

  インタビューガイドを用いた半構造

化面接を行った。インタビューは原則 1

名につき 1 回、1 時間程度とした。イン

タビューの日時及び場所については研

究参加者の希望を聞いた上で決定した。

インタビュー内容は研究参加者の合意

を得て IC レコーダーに録音するとと

もに研究者がフィールドノーツにメモ

を取った。 

5) データ分析方法 

  逐語録を精読しながら、災害時にお

ける産業保健専門職のコンピテンシー

に関する内容に着目し、その内容を端

的に表すコードとして抽出した。複数

のコードの同質性、異質性からコード

の共通性を見出す中でサブカテゴリー、

カテゴリーを抽出し、抽象度を上げた。

共同研究者との間で、定期的な検討の

場を持ち、データ内容の真実性や妥当

性を吟味した。最終的なカテゴリーは

研究参加者全員から、「災害時における

産業保健専門職のコンピテンシー」を

あらわしているのか確認し、解釈にお

ける妥当性を検討した。 

6) 倫理的配慮 

 本研究は、日本赤十字看護大学研究倫

理審査委員会の承認を得て実施した

（2018－083）。 

 

C. 結果 
1. 文献レビュー 

10 編の文献において記述されたコンピ

テンシーは、自治体保健師、病院看護師、

災害派遣精神医療チームのメンバー、訪

問看護師、公衆衛生従事者、保健所長など

様々であった。また、災害発生直後から災

害サイクル別の各期、平常時など災害発

生の時間軸に沿ったコンピテンシーに焦

点をあてている文献が殆どであった。コ

ンピテンシーの定義は記述されていない

文献が 4 編あったが、そのほかでは Boam 

& Sparrow(Boam & Sparrow, 1992)

（1992）や Spencer & Spencer（1993）

の定義、WHO のグローバルコンピテンシ

ーモデル（佐甲, 野呂 & 伊藤. 2007）を

参考に定義されていたが、単なる実践能

力としているものから、成果に結びつけ

ることのできる個人の行動や思考特性と

しているものと多岐にわたっていた。 

研究方法は、デルファイ法や既存の文

献や報告書をレビューした研究が多く、

被災当事者にインタビューした調査は 3

編のみであった。 

文献に記載されていたコンピテンシー

の記述を抜き出し、分類・整理した結果、

災害支援活動における専門職のコンピテ

ンシーとして、「対象集団・組織の安全・

健康課題を適切にアセスメントする」「状

況に合わせて必要な支援を柔軟に提供す



る」「専門職としての信念や価値観に基づ

いた役割を遂行する」「必要な情報を的確

に収集し、発信する」「チームとして連携

しながら体制を整備する」「回復・復興を

支援する」「支援者支援に携わる」の 7 つ

が抽出された。 

 

2. インタビュー調査 

インタビュー調査では、3 事業場に所属

する 7 名の産業保健専門職にインタビュ

ーを実施した。インタビューデータの逐

語録作成・分析は 3 月以降を予定してい

るため、コンピテンシーとしての記載は

次年度の研究報告書で掲載予定である。 

本分担報告書では、3 事業場の産業保健

専門職が語った災害時の産業保健活動の

概要について述べる。 

1) 災害対応の中心的役割を担った A 事

業場での産業保健活動の展開 

A 事業場は災害対応において地域

での中心的な役割を担う事業を展開

しており、A 事業場の労働者は災害対

応のため 24 時間体制で復旧・復興作

業に従事していた。その中で災害発

生の 2 週間前に着任した 2 名の産業

保健専門職は、事業場内の産業保健

活動や産業保健体制について把握し

ながら、災害時の産業保健活動に携

わった。 

具体的に実践した産業保健活動は、

災害時の労働者の疲労やストレスに

関する情報提供やアンケート調査、

相談窓口の開設、過重労働状態に陥

っている労働者に対する管理監督者

との業務調整などであった。これら

の災害時の産業保健活動に加え、通

常の産業保健活動（健康診断やスト

レスチェックなど）も実施する必要

があったため、産業保健チーム内で

役割分担をしながら運用した。 

2) 日頃からの産業保健活動を基盤に優

先順位をつけて産業保健を展開した

B 事業場 

 被災時に事業を一時休業した B 事

業場では、事業場からの出勤停止指

示に従い一定期間、自宅での待機と

なった。出勤停止措置が解除される

と、事業場が産業保健部門に求める

ニーズを素早く把握し、健康相談窓

口を開設した。災害時における産業

保健を想定した相談フォーマットを

作成し、必要な情報を短時間で効率

的に収集できるよう工夫した。記録

を残す重要性も認知しており、統計

データとして相談件数や内容を蓄積

していった。 

 日頃から事業場との信頼関係が構

築されている産業保健部門に対して、

災害時だから特別に実施してほしい

活動などの要求が事業場から出され

ることもなかった。情報共有や情報

伝達も日頃の関係性の中で構築され

た方法で支障なく行うことができた。

通常の産業保健活動についても法令

順守を第一に、不要な対応があれば

省力化するなど柔軟に対応すること

で、災害後早期に通常のスケジュー

ルに戻すことができた。 

3) 事業場の要請で24時間体制の産業保

健窓口を開設した C 事業場 

 災害によって一時的に操業停止と

なった C 事業場は被災当初は再建が



困難ではないかと思われていたが、

24 時間体制での事業場の復旧・復興

作業で比較的早期に再操業すること

ができた。また 24 時間体制の復旧作

業中は産業保健部門も24時間での対

応を求められ、シフト制に勤務体制

を変え、人材派遣会社を活用しなが

らこの体制を整えた。 

専属産業医として 2 年目の年に災

害が起こったので、一通りの産業保

健活動について経験はしていたもの

の、災害対応に関しては未知なる経

験の中で対応せざるを得なかった。

外部からの情報提供やツール提供も

あり、実施可能な範囲での産業保健

活動を展開した。災害での経験を通

じて、定期的なコミュニケーション

をとることの重要性や産業保健の位

置づけを考え、事業場で発生したニ

ーズにこたえていくことが、産業保

健専門職として求められていること

であると実感した。 

 

D. 考察 
現在、日本国内で発生する可能性のあ

る災害は、大規模自然災害、局地的自然災

害、テロリズム、工場爆発、犯罪など、そ

の種類は無数にあり、危機対応に従事す

る労働者は、特定企業の労働者に留まる

場合から、自治体職員、医療機関や多くの

企業の労働者を巻き込んだ事態に至る場

合がある（Mori et al.,2014; 五十嵐＆

森,2015）。危機に対応する労働者の健康

を確保するためには、産業保健専門職が

その機能を危機発生時に最大限果たすこ

とができる体制が必要であると考える。

そのためには、危機管理組織に産業保健

機能を位置づけ危機発生時の準備を行う

こと、災害時の産業保健活動に対応でき

る人材の育成が喫緊の課題である。 

 文献レビューの結果、国内では災害時

に産業保健専門職が備えるべき知識、ス

キル、行動特性などのコンピテンシーに

ついて述べられている文献はみあたらな

かった。米国や英国では、危機発生時に国

レベル、地域レベル、企業レベルで産業保

健機能を確保した統一的な基本モデル

（All-hazard モデル）が提唱されている

（豊田，久保，森，2016；高橋，久保&森，

2018）。これらの知見を参照にしながら、

災害時の産業保健専門職が備えるべきコ

ンピテンシーを検討していくことが重要

である。 

 インタビュー調査では、熊本地震での

被災体験からそれぞれの事業場の特性に

応じた産業保健活動が展開されているこ

とが確認された。災害時は、時間の経過と

ともに変化するリスクやニーズに沿って

産業保健活動を柔軟に展開していくこと、

そしてそれらの活動が日頃の産業保健部

門の位置づけや事業場との関係性が基盤

となっていることが明らかになった。産

業保健は法令順守を最優先としながらも、

災害発生時は事業場のニーズや要請に優

先順位を意識しながら、確実にこたえて

いくことの重要性が指摘できる。これら

の産業保健活動の取捨選択や優先順位の

決定に至る思考過程に産業保健専門職と

してのスタンスや価値観が大きく影響を

与えていることが示唆された。 

 引き続きインタビュー調査のデータ分

析を進め、産業保健専門職のコンピテン



シーを明らかにしていくことが必要であ

る。 

 

E. 結論 
災害発生時に緊急作業や復旧・復興作

業に従事する労働者の安全健康確保を図

るための産業保健専門職に必要なコンピ

テンシーを明らかにすることを全体目的

として、文献レビューによる既存の知見

の整理と熊本地震で被災した事業場に所

属する産業保健専門職へのインタビュー

調査を実施した。 

国内では災害時の産業保健専門職のコ

ンピテンシーについて述べている文献は

なかった。しかし、災害時に災害対応を行

う保健専門職のコンピテンシーとして、

「対象集団・組織の安全・健康課題を適切

にアセスメントする」「状況に合わせて必

要な支援を柔軟に提供する」「専門職とし

ての信念や価値観に基づいた役割を遂行

する」「必要な情報を的確に収集し、発信

する」「チームとして連携しながら体制を

整備する」「回復・復興を支援する」「支援

者支援に携わる」の 7 つがあげられた。 

熊本地震での経験を通じた産業保健専

門職のインタビュー調査では、事業場の

課題やニーズに対して、法令順守を基盤

に日頃からの産業保健活動で構築された

信頼関係や産業保健部門の位置づけに応

じて、柔軟な対応が実施されていた。これ

らの行動の背景には、産業保健専門職と

してのスタンスや価値観が影響している

ことが示唆された。引き続き、災害時に必

要な産業保健専門職のコンピテンシーを

明らかにしていく必要がある。 
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研究要旨 
 様々な災害において、特定の企業、自治体職員あるいは医療機関が危機対応
するが、それぞれが危機対応に従事する労働者の災害対応マニュアルや教育訓
練はない。今回は、各団体の状況を把握し、どのような教育訓練を行うのが良
いかを検討した。 
 
 
 

  



Ａ．研究目的 

災害発生時には、企業は生産ラインの復

旧や被災地域対応等、自治体職員は被災民

の対応等、あるいはDMAT、DHEAT, JMAT及び

DPAT等の災害支援団体は被災民に対応等に

追われる。それぞれの団体は、災害対応の訓

練はするが、この業種も労働者でありなが

ら、緊急対応時のそれぞれの自らの産業保

健に関しては不十分であると考えられる。 

企業、自治体職員及び医療機関に対応し

た教育講習会を開催するべく、講義内容及

び項目について検討をすることである。 
 
Ｂ．研究方法 

産業医学で使われる「災害」という語は、

いわゆる大規模災害等で使われる意味が異

なる。つまり、産業現場では１つの小さな事

故でも「災害」という語を使う。救急医が使

う「災害」は、「現有する医療能力に対して、

はるかに膨大な医療の需要が極めて短時間

のうちに発生すること」を示す。 

また、様々な災害活動団体が災害のフェ

ーズを唱えており、統一性がない。災害にお

ける時間的なフェーズは、 

A.超急性期の対応（概ね48時間未満） 

B.急性期の対応（概ね48時間～1週間） 

C.亜急性期の対応（概ね1週間～1か月） 

D.慢性期の対応（1か月以降） 

となると考えられる。時間的対応とフェー

ズ名の統一性を講習会では行わなければな

らない。 

また、A.季節等に依存する対応、B.情報を

収集・発信するための対応、C.後日検証可能

にするための対応、に対してもそれぞれの

団体では何を行い、その上で横の連携がど

のように必要なのかを検討しなければなら

ない。 

救急医が使う災害時の言語として、

CSCATTT（Command & control指揮、Safety安

全、Communication情報、Assessment評価、

Triage ト リ ア ー ジ 、 Treatment 治 療 、

Transport搬送）、 3S（Self自分、Scene現

場 、 Survivor 生 存 者 ） 、 6R （ Right 

Information：適切な情報を基に、Right 

Time： 適切な時に、Right Place： 適切な

場所へ、Right Person： 適切な人が、Right 

Materials： 適切な機材を持って、Right 

Coordination & Cooperation：適切な調整・

協力を受け、救援活動を行う）、METHANE

（Major incident： 大事故災害「待機」ま

たは「宣言」、Exact location： 正確な発

災場所地図の座標、Type of incident： 事

故災害の種類、鉄道事故、化学災害、交通事

故、Hazard： 危険性現状と拡大の可能性、

Access： 到達経路進入方向、Number of 

casualties：負傷者数重症度と外傷の種類、

Emergency services： 緊急サービス機関、

現状と今後必要となるサービス）は産業医

の現場では使われない。 

これらの言語を共通化することを教育プ

ログラムに踏襲していかなければならない。

特に企業や自治体職員に関しては、トリア

ージを行うことが少なく、講習会に盛り込

むことも検討した。災害支援団に関しては、

連続作業における産業保健の確立が必要で

ある。それぞれの事象に合わせた内容を検

討しなければならない。また、企業、自治体

職員及び医療機関それぞれの講習会のみな

らず、合同の講習会を行うことが重要にな

ると考えられた。 

Ｃ．研究結果 

企業、自治体職員及び医療機関と個別
の教育プログラムを検討するとともに、
共通の教育プログラムを行うことが必要
である。そこには、災害にて用いる言語の

統一化あるいは整合性を検討することを

確認した。 

教育プログラムの内容の案として、「災

害現場における指揮管理体制の構築」

（森）、「災害時対応者のメンタルヘルス

ケア」（真船）、「災害対応初期対応のトレ

ーニング」（小早川、中森、岡﨑、鈴木）、



「机上訓練（各フェーズにおける対応）」

（小早川、中森、岡﨑、鈴木）を行うこと

検討した。 

 

Ｄ．考察 

災害産業保健における言語型の災害にお

いて使用される言語と統一化あるいは整合

性を持ち、企業、自治体職員及び医療機関が

合同で行う教育講習会が重要であると考え

られる。共通認識を持ち、災害対応できるよ

うな教育プログラムでを検討することが必

要である。 

 

Ｅ．結論 

災害産業保健における言語の統一化と企

業、自治体職員及び医療機関の合同教育講

習会が必要である。 
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〜プロローグ〜 

 

 日曜日の昼下がり、突然大きな爆発音が鳴った。慌てて外に出てみると、

勤務先の工場の方で煙が上がっているのが見えた。数分後、普段は鳴らない

緊急の携帯電話が鳴った。 

 

「薬品庫で爆発があった。今すぐ来てほしい！」 

 

 応急処置セットを担いで工場に駆けつけると、工場の中は人でごった返し

て右に左への大騒ぎの状態であった。消防隊や救急隊、警察の立ち入りも始

まり、上空にはマスコミのヘリが飛んでいた。いきなり非日常の中に放り込

まれるのを感じた。思い起こせばこんなことを経験するのは初めてだ。この

ような現場で、私は産業医として何をすればいいのだろうか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

         爆発から 7 日がたった。 

 

 この状況の中なんとか自分でもやれている方だと思う。しかし、本当にそ

うだろうか。やり残したことはもうないのだろうか。自分にはまだ他にでき

ることが、やらなければならないことがあるのではないか。 
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はじめに 
 

 事業所が直面する危機には、大地震や津波等の自然災害、火災や爆発などの大規模事故など様々な事象が

あります。多くの危機において、労働者は、時間経過とともに様々な健康リスクに直面します。危機管理に

おいて緊急時の対応をより効果的に行うためには、危機対応マニュアルなどの事前準備や日頃からの訓練

が重要なのは言うまでもありません。一方で、危機管理に完全はなく、マニュアルでは想定し得なかった事

態が発生することも実際の危機では少なくありません。そのため、実際に危機事象が発生した際に、産業保

健スタッフは、生じる健康上の課題を産業保健ニーズとして捉え、適切にリスク評価を行うとともに、優先

順位を付けて予防的介入を行っていかなければなりません。しかし、ほとんどの産業保健スタッフにとって、

危機事象は日常的に経験するわけではなく、長年の産業保健活動の中でも数回経験するに過ぎません。そし

て、危機は多様であるため、危機発生時の適切な対応を個人の経験の蓄積に期待することはできず、試行錯

誤の対応を行っているというのが現状です。 

 本来であれば、他の危機発生時の対応から学ぶことができれば良いのですが、残念ながら危機発生時の産

業保健ニーズに関する対応を体系的に示した文献はほとんど発表されていません。そこで我々は、産業医科

大学の産業医学・産業保健重点研究「企業における危機事態に伴い発生した産業保健ニーズに対応するため

の産業保健専門職向けマニュアルの開発」（研究代表者 森 晃爾）で、危機事象への対応を行った産業保

健スタッフにインタビューを実施し、彼らが直面した複数の事例を時間経過とともに詳細に分析し、危機発

生時に生じる産業保健ニーズを明らかにしました。そして、その知見をもとに、2015 年 3 月に本マニュア

ル version 1.0 を完成させました。 

その際、本マニュアルの性質上、新たに発生した危機事象での経験を取り入れ、ヴァージョンアップして

いくことが重要と考えていました。その後、2016 年 4 月に発生した熊本地震の際に、大きな被害を受けた

いくつかの企業で本マニュアルが利用されました。厚生労働科学研究「災害時等の産業保健体制の構築のた

めの研究」（研究代表者 立石清一郎）の一環で、それらの経験をもとにして、Version 2.0 を作成すること

になりました。 

 本マニュアルが危機事象に直面した、あるいは直面する可能性のある産業保健スタッフにとって、活動の

一助となることを研究者一同切に願っております。 

 

 

2019 年１月 
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危機事象発生時における産業保健専門職の役割 
  

 医療者による災害危機対応ということでイメージされるのは、一般的には重症者に対する救急処置では

ないでしょうか。そのことは大変重要なことではありますが、救急医療対応は企業で災害が発生した場合の

様々な課題のうちの一つにすぎません。 

企業で災害との危機事象が発生した場合、まず関係者の課題認識が集中するのが直接的に傷病を負う労

働者の健康問題です。この課題は顕在化しやすく、挙がってきた課題については一つひとつ誠実に一次予防

として対応することになると思われます。一方、この課題の背後には間接的に影響を受ける多くの労働者が

存在します。実際のところ、最前線で対応を継続するのは傷病者ではなく”健康な”労働者であり、彼・彼女

らに対する二次予防としての健康管理が、災害危機管理対応の命運を分けると言っても過言ではありませ

ん。 

産業保健専門職は、被災直後の緊急対応だけでなく、公衆衛生や産業保健的側面から、危機事象が従業員

や時には地域住民へ及ぼす健康影響に対して、長期的に評価して対応していく必要があります。また、事業

所全体の被害を最小限にして事業を存続させていくために、産業保健専門職として何ができるのかという

ことも考えていかなければなりません。このように、危機管理にあたる産業保健専門職は、健康を守る医学

的視点と経営者の視点、両面をバランスよく考え対応していくことが大切です。 

 事業所内で重大事故などの危機事象が発生して、現場や事業責任者は緊急対応に追われる中で、産業保健

専門職は医学・保健の専門家という立場で事業所全体を俯瞰的に見ながら、経時的に各段階でどのような健

康被害が生じているのか、また今後どの部署にどのような健康障害リスクがあるのかということを科学的

な目で冷静に評価していく必要があります。 
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本書の活用方法 
本書を使用される際にはまず、第 1 章の産業保健ニーズ一覧（P.9-10 参照）をご覧下さい。この一覧は

生じるニーズを危機事象発生後の時間軸（フェーズ）及び、産業保健ニーズの種類（カテゴリー）により

類型化し全体像を示しています。そしてその上で、第 2 章で、実際にどのようなことをしていけば良いの

かについてご覧下さい。第 2 章では、各フェーズにおいて何が起こるのか、どのようなニーズが生じ、何

に注意すれば良いのかについて経時的に解説しています。 

 

本書は、実際に危機事象において対応した経験

のある産業保健スタッフに対する実地インタビュ

ーをもとに作成しています。（詳細は P.55 参照） 

職場における産業保健スタッフの役割は様々で

あり、危機事象の種類や規模によって生じるニー

ズも異なるため、実際の対応にはかなりの濃淡が

あります。したがって、本書では以下の手法で記

載をしております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 また、本書に収載しているニーズは全 107 項目

であり、危機の種類に関わらず共通する産業保健

ニーズが多く存在していることから、網羅性は高

く、多くの危機事象に応用可能となっています。今

後起こりうる危機事象において生じるニーズの多

くも、重要な部分は本書でカバーされている範囲

内と考えられますが、事業所あるいは事例特有の

対応ニーズが生じる場合も少なからずあります。

その際は、本書を参考に産業保健スタッフが事業

所と連携して独自で対応することが望まれます。 

 

 

  

 

 

 ① 3 事業所以上で同様の産業保健ニーズとして挙がったもの  ⇒語尾を「～する必要があります」 

 ② 2 事業所で同様の産業保健ニーズとして挙がったもの    ⇒語尾を「～することがあります」 

 ③ 1 事業所で産業保健ニーズとして挙がったもの       ⇒語尾を「～する場合があります」 

 

 なお、ニーズが生じた企業数を、◆の数で示しています。 

 ◆◆◆：3事業所以上   ◆◆：2事業所    ◆：1事業所    

A社  

B社  

C社  

今後起こりうる危機事象で生じるニーズ  

独自の対応が 
求められる範囲  

本書でカバー 
されている範囲  

A社  

B社  

C社  

3事業所以上で挙がったニーズ  

2事業所で挙がったニーズ  

1事業所で挙がったニーズ  

A社
ニーズ  

B社 
ニーズ  

C社ニーズ  
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フェーズの定義 
 一般的に、災害医療における経過は、超急性期(〜48 時間)、急性期(〜1 週間)、亜急性期(〜1 ヶ月)、慢性

期(1 ヶ月〜)という時間単位で表現されています。しかし、企業での危機事態における産業保健活動は、被

災規模や危機の種類、事業所全体の復旧作業の進捗などに大きく左右されるため、一律に時間で区切ること

は困難です。そこで、本マニュアルでは、時間軸を事業所全体の経過として、[1.緊急対応期]、[2.初期対応

期]、[3.復旧計画期]、[4.再稼働準備期]、[5.再稼働期]の 5 つのフェーズに区分しました。また、時間経過と

は無関係に、インフルエンザや熱中症など季節特有のリスクへの対応も不可欠であるため、5 つのフェーズ

とは別に[季節に関わる問題]として区分しています。 

 なお、被災規模が周辺地域に及ぶ広範囲な場合には、復旧作業が遅れることもあります。このような場合、

フェーズを先に進めることができない、あるいはある特定のニーズが長期間にわたり生じる場合もありま

す。一方で、あるフェーズだけが極端に短くなる、もしくは抜けることもあります。 

 また、事業所の再稼働に向けて従業員が一丸となって前進していく中で、危機事象の責任者など、対応が

長期化する者や、被災のショックから立ち直れずに取り残される者が出てきます。彼らの存在を認識するこ

とで、産業保健スタッフが各フェーズに応じて背中を押しサポートすることができます。 

 したがって、次のような流れで、事業所全体のフェーズの変遷を常に意識しつつ、多様で経時的に変化す

る健康リスクを予想しながら、迅速かつ的確な対応を予防的に行っていくことが望まれます。 

 

 

 
 

( 定 義 ) 
1 緊急対応期 

危機事象が発生した直後は、現場が混乱し、情報が錯綜している時期です。被災者救助に加え、鎮火

など起きた事象を落ち着かせ安全確保を図るフェーズです。 

 

2 初期対応期  

現場の混乱が落ち着き、安全が確保された時点から、このフェーズにうつります。損害・被害状況の

把握や事業所全体として対外的な対応が求められます。 

 

3 復旧計画期   

事故原因の分析と再発防止策を検討するとともに、再稼働に向けた計画を立てていくフェーズです。 

 

4 再稼働準備期  

再稼働への見通しが立ち、実際に再稼働に向けた準備を行っていくフェーズです。 

 

5 再稼働期    

被災した設備が再稼働し、平時の状態に戻っていくフェーズです。 

 

フェーズ 1

緊急対応期

フェーズ 2

初期対応期

フェーズ 3

復旧計画期

フェーズ 4

再稼働準備期

フェーズ 5

再稼働期

季節に関わる問題 
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カテゴリーの定義 
 本書では、フェーズ毎に産業保健ニーズを以下の A〜I の 9 つにカテゴリー化しています。 

 

 

 

【A ライフライン・衣食住】 
危機事象により電気や水道、ガス等のインフラが停止することで、従業員の健康に影響を及ぼす場合があり

ます。このカテゴリーは、健康管理に必要な衣食住に関するカテゴリーです。 

【B 産業保健サービスに必要な情報】 
迅速かつ適切な産業保健活動を行うために、事業所内外からの様々な情報が必要となります。このカテゴリ

ーは、そのような情報収集に加え、今後の危機対策を講じる上で必要な、活動実施内容の記録に関するカテ

ゴリーです。 

【C 産業保健サービスのインフラ】 
生じたニーズ対し効果的に産業保健活動を実施するにあたり、サービスを実施する施設・備品の整備、事業

所内産業保健スタッフの招集に加え、専門家などの外部リソースの活用に関するカテゴリーです。 

 

 

 
【D 現場の安全衛生】 
従業員の有害要因への曝露を予防するために必要な、現場の安全衛生管理に関するカテゴリーです。 

 

 
 

【E 被災した者・危機事象に直面した者】 
危機事象に直接曝露し負傷した者(身体的被災者)、及び被災現

場に居合わせ危機事象を目撃した者(精神的被災者)に関する

カテゴリーです。 

【F 発生する問題への対応者】 
現場で緊急対応を行った者、地域住民や報道など外部の対応を

行った者、及び被災者家族に対応した者など、危機事象に伴い

発生した非定常業務の対応者や部署に関するカテゴリーです。 

【G 災害の原因に関与した者】 
危機事象の原因に関わった者、現場の管理監督者及び事業所長

など、危機事象の責任に関わり、書類送検あるいは事情聴取の

対象となりうる者に関するカテゴリーです。 

【H 影響を受けやすい者】 
被災者家族や被災者と親しい者、メンタルヘルス不調既往者な

ど、危機事象による間接的なストレスを受けやすい者に関する

カテゴリーです。 

【I 全体の従業員】 
事業所全体の従業員に関するカテゴリーです。 

1. インフラに関連したニーズ 

2. 現場の安全衛生に関連したニーズ 

3. 従業員を対象にしたニーズ 
<対象従業員イメージ>
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A-2-1 食料・水の調達
A-2-2 洗面所やトイレの衛生状態の確認
A-2-3 仮眠スペース及び

応援要員の住居の確保
A-2-4 快適職場環境の維持
A-2-5 支援物資の管理

B-1-1 危機事象に関する情報収集 B-2-1 多方面からの構内状況の情報収集 B-3-1 ストレスケアの方法及び
適用範囲について専門家へ相談

B-2-2 従業員の健康障害について
管理職へ報告

B-3-2 従業員の健康障害について
管理職へ報告

B-2-3 健康相談窓口について
従業員への周知

B-2-4 他部署との情報共有システムの構築
B-2-5 病院の稼働状況の確認

C-1-1 産業保健スタッフ間の緊急連絡 C-2-1 医薬品の提供・補充 C-3-1 医薬品の補充
C-1-2 産業保健スタッフ自身の安全確保 C-2-2 祝休日における診療所での診療 C-3-2 カウンセラーの増員
C-1-3 緊急医療対応 C-2-3 診療所の安全確保及び修復 C-3-3 地域住民の健康相談
C-1-4 産業保健スタッフの役割分担 C-2-4 健康支援体制の充実

D
現場の安全衛生

D-1-1 現場で発生した危険物質への
対応方法に関する助言

D-2-1 現場で発生した危険物質への
対応方法に関する助言

D-3-1 他事業所からの応援要員に対する
安全衛生教育

D-2-2 現場作業者の衛生管理サポート D-3-2 構内請負会社/設備メーカーに
対する安全衛生教育

D-2-3 職場の有害物質に関して
消防隊への情報提供

D-3-3 職場巡視

E-1-1 重傷者の有無の確認と救急搬送 E-2-1 被災者の
身体的・精神的訴えへの対応

E-3-1 危機事象に遭遇した者へのケア

E-1-2 搬送先の病院と連携 E-2-2 搬送先病院のリストアップ及び
連携の継続

E-3-2 被災者のメンタルヘルスケア

E-1-3 軽傷者の応急処置及び病院紹介

E-1-4 被災者の死亡確認及び検案書作成
F-2-1 地域住民の苦情等に

対応した者へのケア
F-3-1 地域住民の苦情等に

対応した者へのケア
F-2-2 記者会見をした者へのケア F-3-2 記者会見をした者へのケア
F-2-3 被災者やその家族への対応者へのケア F-3-3 過重労働者へのケア

F-3-4 現場対応をした者へのケア
F-3-5 遺族対応をした者へのケア

G-2-1 危機事象の責任に関わる者へのケア G-3-1 危機事象の責任に関わる者へのケア
G-2-2 事情聴取を受けた者へのケア G-3-2 事情聴取を受けた者へのケア

H-2-1 特別な医療対応が必要な者への対応 H-3-1 被災者と親しい者へのケア

H-2-2 被災者と親しい者へのケア H-3-2 被災者家族へのケア
H-2-3 被災者家族へのケア H-3-3 精神疾患既往がある者へのケア

H-2-4 新入社員へのケア H-3-4 該当事業所から異動した
精神疾患既往者のケア

H-3-5 出社していない
健康ハイリスク者の体調確認

H-2-5 過去に被災を経験した人の
体調不良へのケア

H-3-6 避難所に避難している社員のケア

I-2-1 メンタルヘルス不調の
ハイリスク者の選定

I-3-1 従業員の健康状態確認のための
職場巡回

I-2-2 脳・心血管系疾患の
ハイリスク者の選定

I-3-2 メンタルヘルス不調の
全体スクリーニング

I-2-3 事業所存続への不安に対するケア I-3-3 従業員面談の実施及び
要フォロー者の選定

I-3-4 ラインケアのための管理監督者教育
I-3-5 事業所存続への不安に対するケア

産業保健ニーズ一覧

F
発生する
問題への対応者

H
影響を
受けやすい者

I
全体の従業員

A
ライフライン・
衣食住

B
産業保健サービス
に必要な情報

C
産業保健サービス
のインフラ

E
被災した者・
危機事象に
直面した者

G
災害の原因に
関与した者

危機事象が発生した直後は、現場が
混乱し、情報が錯綜している時期です。

被災者救助に加え、鎮火など起きた事象を
落ち着かせ安全確保を図るフェーズです。

現場の混乱が落ち着き、安全が確保された
時点から、このフェーズに遷ります。
損害状況の把握や事業所全体として

対外的な対応が求められます。

事故原因の分析と再発防止策を
検討するとともに、再稼働に向けた計画を

立てていくフェーズです。

1　緊急対応期 （P.12-16） 2　初期対応期 （P.17-26） 3　復旧計画期 （P.27-34）
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B-4-1 ストレスケアの方法及び
適用範囲について専門家へ相談

B-5-1 事業所内のハザードマップの作成

B-5-2 危機管理体制及び
実施した活動についての評価

B-5-3 BCPや危機管理マニュアルの改訂

C-4-1 メンタルヘルスケア専門職の確保・設置 C-5-1 メンタルヘルスケア専門職の確保・設置
C-4-2 ニーズに沿った健康管理体制の見直し

D-4-1 他事業所からの応援要員に対する
安全衛生教育

D-5-1 定常的な衛生管理活動 D-6-1 熱中症対策

D-4-2 構内請負会社/設備メーカーに
対する安全衛生教育

D-4-3 職場巡視

D-4-4 復旧作業における健康障害予防
E-4-1 危機事象に遭遇した者へのケア E-5-1 職場復帰した被災者のフォロー

E-4-2 被災者のPTSDに対するケア E-5-2 被災者が適切な医療を
受けられるためのサポート

E-4-3 被災者が適切な医療を
受けられるためのサポート

E-5-3 産業医面談の実施

E-5-4 被災者の状況に合わせた就業配慮
F-4-1 地域住民の苦情等に

対応した者へのケア
F-5-1 過重労働者へのケア

F-4-2 過重労働者へのケア
F-4-3 遺族対応をした者へのケア

G-4-1 事情聴取を受けた者へのケア G-5-1 書類送検されうる災害責任者へのケア

H-4-1 過去に被災を経験した人の
体調不良へのケア

H-4-2 被災者家族へのケア
H-4-3 移動に困難を伴う者の

作業場所/避難経路の確保

I-4-1 健康情報の発信 I-5-1 メンタルヘルス不調の
全体スクリーニング

I-6-1 花粉症対策

I-4-2 メンタルヘルスプログラムの計画 I-5-2 一般的な健康講話の実施 I-6-2 インフルエンザ対策

I-4-3 メンタルヘルス不調の
全体スクリーニング

I-6-3 食中毒対策

再稼働への見通しが立ち、実際に再稼働に
向けた準備を行っていくフェーズです。

時間経過とは無関係に求められる
季節特有のリスクへの対応

季節に関わる問題 （P.47-49）
被災した設備が再稼働し、平時の状態に

戻っていくフェーズです。

4　再稼働準備期 （P.35-41) 5　再稼働期 （P.42-46）
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第 2章 

 

各フェーズにおける 

対応マニュアル／ニーズの解説 

 

 
 

  
1. 緊急対応期 

2. 初期対応期 

3. 復旧計画期 

4. 再稼働準備期 

5. 再稼働期 

季節に関わる問題 
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＜行動と考え方＞ 

   

 事業所では、危機事象が発生した直後より危機対策本部が設置され、危機管理体制

へ移行します。被災した重傷者の救急搬送や従業員の安否確認が行われる中で、危機

対策本部では被害状況及び安全区域の確認を行い、事業所の操業停止・続行の決定な

どの意思決定が行われます。 

 危機事象発生時に必ずしも職場に産業保健スタッフがいるとは限らず、現場に駆け

つけられないこともしばしば発生します。限られた機能やマンパワーの中で、対策本

部や現場、救急・消防隊、医療機関との連携など最大限できることを模索していかな

ければなりません。 

 第一優先で求められるのは、産業保健スタッフ自身の安全確保です。産業保健スタ

ッフ内で点呼を行い安全を確認しましょう。続いて必要なのが指揮命令系統の把握と

参加です。危機対策本部があればそこに足を運び、構内の状況を把握し対応を開始し

ましょう。そして、これから行っていくすべての活動の記録を残し、事業所からの求

めの有無に関わらず活動状況をすぐに報告できるよう準備しておきましょう。 

 緊急対応期では情報が錯綜し現場は混乱する可能性が高く、事前の準備が最も重要

なフェーズになります。防災訓練や机上訓練を行い、危機管理マニュアルの作成、連

絡網・連絡方法を整えておくことで、産業保健活動がスムーズに行うことができます。

ツールとして、災害事象事前対策チェックリストを添付していますので、そちらも参

考にして下さい。 

 

● インフラ関連について 

 危機管理の中で産業保健活動を迅速かつ的確に行っていくにあたり、まず必要とな

るのは情報です。発生した危機事象の情報や、人的及び物的被害に関する情報収集を

行います。危機事象の発生直後は混乱しており、産業保健スタッフが事前に危機対策

本部等に所属していない限り、なかなか情報が産業保健スタッフまで届かないことが

多くあります。したがって、積極的に危機対策本部に働きかけて、発生した事象や物

的及び人的被害に関して情報収集する必要があります。なお、本部へ情報を収集しに

行く場合には、事故対応の作業の妨げにならないような配慮が必要です。産業保健部

署を管轄する所属長や安全管理者、衛生管理者などコミュニケーションを取りやすい

担当者から、必要な情報を入手しましょう。特に自然災害により周辺地域も同時に被

災しているような場合には、対策本部であっても正確な被災状況を把握しきれない場

事業所全体の動き 

現場の動き 

対外的な動き 

危機対策本部の設置、被害状況把握、従業員の安否確認・招集 

救出救助活動、安全の確保 

官公庁等への連絡、広報・マスコミ対応の準備 

産業保健の動き 救急処置、医療機関への搬送、トリアージ、死亡者の収容 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
事前準備 

（付録 P. 54-55） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1 緊急対応期 
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合もあり、外部のライフラインや交通機関の状況も含め、テレビやラジオ等で情報を

収集する必要があります。 

 さらに、これから産業保健スタッフの非定常業務は増加していきます。特に被災範

囲が事業所の一部の場合は、定常業務とも並行して行っていく必要があります。本マ

ニュアルを参考に、今後生じうるニーズを予見しながら、誰がどの業務を行っていく

のか産業保健スタッフ間での役割を明確化し、分担・計画をたてていきます。 

 

● 現場の安全衛生について 

 危機事象発生現場からは、粉じんや有毒ガス、放射線等の危険物質が発生する可能

性があります。9.11 同時多発テロの際に世界貿易センタービルが崩壊した現場でも、

多くの労働者が適切な呼吸保護具を装着せずに作業を行い、粉じんに曝露したことで

呼吸器症状などの健康被害に遭いました。危機事象により興奮状態に陥りがちな時こ

そ、産業保健スタッフは冷静な立場で新たに発生した健康障害リスクを特定し、取り

扱い方法や保護具着用基準など、現場対応者の二次被害を予防するための助言を行い

ます。 

 

● 従業員への対応について 

 このフェーズでは、緊急医療対応や、被災者が搬送された医療機関との連携を開始

することが重要となります。何よりもまず、重傷者を速やかに医療機関へ搬送させる

必要がありますが、事業所によっては危機事象発生時には現場から緊急通報を行うよ

うになっているため、産業保健スタッフを介さず直接医療機関へ搬送される場合もあ

ります。産業保健スタッフは、可能な限り早い段階で、搬送先を確認し、被災者の状

況確認のため病院へ連絡あるいは訪問をし、主治医と連携を図ります。同じ医療職と

して格段に早く情報を得ることができます。連携時の注意点は、被災者とのコミュニ

ケーションが可能な場合は、産業保健スタッフが事業所との橋渡しとなることや、主

治医と連携し必要に応じて事業所に情報提供すること等について事前に同意を得るこ

とです。本人への確認がかなわない場合には、家族に了承を得ることもあります。 

 また、診療所や事業所内で対応可能な軽傷者に対しては応急処置を行い、更なる精

査加療を要する者に対しては医療機関を紹介します。 

 

 

           コラム① 〜死亡者が発生した場合〜 
 危機事象により死亡者が発生すると事態は格段に深刻になります。遺体を
収容し、検視が行われ、死体検案書が作成された事例がありました。被災者
の遺族への説明や補償対応が必要になりトラブルになるケースもあり、担当
者への影響が長期化しました。ときには遺族の気持ちを聞き、寄り添う必要
も生じます。死亡現場の目撃や遺体を運ぶなどといった悲惨な場面に立ち会
った者にも強いストレスがかかり、長期のフォローが必要になります。周辺
住民やマスメディアなどの地域社会からもより強く批判されます。警察や労
働基準監督署からの事情聴取もレベルが変わり、刑事責任として送検につな
がる事例もあります。このように、死亡者の発生は対応する従業員のストレ
スを大きくし、産業保健スタッフに求められる役割もまた大きくなります。 

 

 

 
 
 
 
▶コラム② 
 人的リソースの 
 把 握 に つ い て
（P.17） 
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 解 説  
B-1-1 

危機事象の発生直後は混乱しており、情報が産業保健スタッフまで届かないため、積

極的に危機対策本部に働きかけて、発生した事象や物的及び人的被害に関して情報収

集する必要があります。特に自然災害により周辺地域も同時に被災しているような場

合には、対策本部であっても正確な被災状況を把握しきれない場合もあり、外部のラ

イフラインや交通機関の状況も含め、テレビやラジオ等で情報を収集する必要があり

ます。なお、情報収集については事故対応の作業の妨げにないような配慮が必要です。 

 解 説  

被害の程度にもよりますが、まずは産業保健スタッフ自身の安全を確保してください。

自身の安全を守れないものは職場の安全を守ることはできません。 

C-1-1 

大規模災害時には多くの場合、通常のラインの中で安否の確認が行われます。産業保

健スタッフも同様です。スタッフに関する安否確認や現地集合の指揮権が産業保健ス

タッフにある場合、スタッフ同士の安否確認を確実に実施し、人員確保のため産業保

健スタッフを招集する必要があります。連絡手段としては、電話やメール以外にも災

害用の掲示板やＳＮＳ、チャットアプリなどがあります。 

 

C-1-2 

被害が診療所や健康管理室にまで及ぶこともあります。産業保健スタッフ自身の安全

確保のために一時的に避難を要するのみならず緊急診療機能を果たすためガラス片・

がれきの撤去など診療機能中の二次災害を防ぐための対応行うことがあります。 

 

C-1-3 

診療所機能を有する事業所では、安全に救急処置が行えるように処置スペースを確保

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1. インフラに関連したニーズ 

【A ライフライン・衣食住】 

今回の調査では聴取されていない 

【B 産業保健サービスに必要な情報】 

B-1-1 危機事象に関する情報収集（◆◆◆） 

【C 産業保健サービスのインフラ】 

C-1-1 産業保健スタッフ間の緊急連絡（◆◆◆） 

C-1-2 産業保健スタッフ自身の安全確保（◆◆） 

C-1-3 緊急医療対応（◆◆） 

C-1-4 産業保健スタッフの役割分担（◆） 
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し、処置用具の準備をすることがあります。また、必要に応じてトリアージポストを

設置することがあります。 

 

C-1-4 

被災後に産業保健スタッフの非定常業務が増加することで、産業保健スタッフの各々

の役割が不明確となり業務が円滑に進まない状況に陥る可能性があるため、産業保健

スタッフ各々の役割を明確化した上で、業務の分担を行う場合があります。 

 

 

 

 

 解 説  

D-1-1 

現場から有毒ガスや放射線等の危険物質が発生する可能性があるため、危険物質の同

定や取り扱い方法、保護具着用基準など、現場対応者の二次被害を予防するための助

言を行う必要があります。特に普段は発生しない建材の中に含まれる化学物質（アス

ベストなど）や隣接する施設で使用されている化学物質の反応生成物への曝露なども

災害時に特有のリスクであり注意が必要です。 

 

 
 
 

 解 説  

E-1-1 

傷病者を速やかに医療機関へ搬送させなければならないことがあります。産業医がト

リアージにこだわるあまり、医療機関への搬送が遅れることはあってはなりません。

産業医は、医師として傷病者への処置をしにいこうと考えがちですが、事業所の中で

は傷病者個人への対応に加え、全体を俯瞰的に見て起こりうる様々な健康障害に対応

していかなければなりません。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【D 現場の安全・衛生】 

D-1-1 現場で発生した危険物質への対応方法に関する助言（◆◆◆） 

2. 現場の安全衛生に関連したニーズ 

3. 従業員を対象にしたニーズ 

【E 被災者、健康障害要因への曝露者】 

E-1-1 傷病者の有無の確認と救急搬送（◆◆） 

E-1-2 搬送先の病院と連携（◆◆◆） 

E-1-3 軽傷者の応急処置及び病院紹介（◆◆◆） 

E-1-4 被災者の死亡確認及び死体検案書作成（◆） 
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E-1-2 

被災者の搬送先医療機関からの健診結果や服薬状況に関する情報提供依頼に対して情

報提供を行うとともに、医療機関から被災者の病態や治療状況などの情報を可能な限

り入手するなど、医療機関との連携を行う必要があります。被災者が適切な医療を受

けるために尽力することは事業所として重要であるのみならず、多くの場合、企業に

とってこのフェーズでの最優先の事項でもあるとともに、事後のフェーズでの家族対

応や行政対応などにも影響を及ぼすことになります。 

 

E-1-3 

事業所内の診療所で対応可能な軽傷者に対して応急処置を行い、更なる精査加療を要

する者に対して、医療機関を紹介する必要があります。 

 

E-1-4 

死亡者が発生した際には、産業医が死亡確認を行い、死体検案書を作成する場合があ

りますが、多くの場合は、診療所などで死亡者を収容し警察に検視を依頼することに

なります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【G 災害の原因に関与した者】 

今回の調査では聴取されていない 

【H 影響を受けやすい者】 

今回の調査では聴取されていない 

【F 発生する問題への対応者】 

今回の調査では聴取されていない 

【I 全体の従業員】 

今回の調査では聴取されていない 
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＜行動と考え方＞ 

 

 重傷者の救急搬送等の緊急対応が終了し、火災の鎮火など現場の混乱が落ち着き、

構内の安全が確保された時点でこのフェーズにうつります。この時期には、現場及び

事業所全体の被害状況の把握を行うと共に、事故処理対応や官公庁、マスコミ、周辺

地域など様々な方面への対応が始まり、危機事象特有の業務的なストレスがかかり始

めます。危機管理対応の中では、特にインフラ関係の産業保健ニーズが多く生じる時

期となります。 

 

 

コラム② 〜人的リソースの把握について〜 

 
危機事象の対応に必要な人的リソースの把握は、初期に行う重要

なプロセスです。産業保健スタッフのマンパワーは事業所毎に大き
く異なります。それが危機事象に対して十分なのか、事業所内部の
他のリソースを利用すれば対応可能なのか、あるいは外部リソース
を活用するべきなのかを判断する必要があります。また、どのタイ
ミングでどのリソースを活用するかを判断することも重要です。ま
ずは内部の人的リソースの役割を明確化
した後に、産業保健体制の見直しを行い
ます。そして事業所で生じているニーズ
と産業保健スタッフのマンパワーのバラ
ンスを見極め、必要に応じて外部リソー
スを活用します。例えば、ある事業所で
は危機事象がある程度落ち着き、メンタ
ルヘルス対策が本格化した段階で外部の
専門職を確保し、利用していました。初
期の段階で適切に内部リソースと外部で
活用できるリソースを把握することが、
危機事象への適確な対応に繋がります。 

 

● インフラ関連について 

 このフェーズでも引き続き、現場の人的及び物的被害についての情報収集が重要と

なります。発生した事業による従業員への健康障害リスクを随時適確に評価するため

には、常に新しい情報を入手し状況把握に努めます。対策本部を訪問したり、担当者

と密にコミュニケーションを取り、時には構内無線を傍受するなど、積極的に情報を

収集します。被災者だけでなく、事業所全体や各部署の状況や不調者の状況などの様々

事業所全体の動き 

現場の動き 

対外的な動き 

事故調査班の立ち上げ、被害状況把握 

事故処理対応、警察や労働基準監督署等による現場検証及び事情聴取 

官公庁対応、広報・マスコミ対応、地域住民への対応、遺族対応 

産業保健の動き 被災者への対応、ハイリスク者の選定及び対応 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2 初期対応期 
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な情報を把握し、二次的に発生する健康障害を最小限にするように対応しましょう。

また、円滑に活動を行っていくにあたり、可能な限り、産業保健スタッフ同士や、総

務部門など産業保健と関連する部署が、互いに収集した情報を記録し、共有する必要

があります。産業保健部署を管轄する部署などから、産業保健活動の進捗状況（対応

した人数や内容等）の報告を求められた際には、資料を作成し提出します。その時の

ためには、活動内容や進捗状況を記録しておくことが重要です。また、記録すること

により、後日の検証を可能にし、危機管理マニュアルや産業保健体制を見直す際の参

考にもなります。記録方法としては、本マニュアルのニーズ一覧に記載されている項

目に沿って時系列で記録していくことをお勧めします。また、不調者や負傷者の様々

な健康相談が産業保健スタッフに寄せられてくる時期でもあります。健康相談・情報

提供窓口（電話窓口やメール相談など）を設置し、その利用方法について従業員に対

して周知しましょう。 

 次に、事故処理対応により非定常作業が増加する中で、従業員の栄養管理や休憩確

保は必須です。現場対応者や、他事業所から派遣された応援要員、帰宅困難な従業員、

待機が命じられ帰れない従業員などのために、食料や水、仮眠スペースなどを確保す

る必要があります。そして、危機事象発生時には本部や現場は混乱しやすいため、食

料品や物資などの配給がうまくいかず、ある部署では過剰となり、ある部署では不足

しているというケースも見られます。部署ごとに食事の受領サインをもらうなど工夫

しましょう。産業保健スタッフが冷静に全体的な配備状況を把握し、必要な場所に必

要な物品を配布できるように、対策本部と連携して物資の適正配備について助言を行

います。 

 また、被災によりライフラインが破壊された場合には、事業所内の衛生状態が悪化

します。手洗い場やトイレ、シャワー、洗眼器等の衛生状態を確認し、感染症予防の

ため適切な方法で消毒し汚染を除去します。また、停電などにより空調が機能しなく

なった場合や、危機事象により新たな業務が発生した場合には、現場の作業者が暑熱

または寒冷環境に曝される可能性があるため、産業保健スタッフが適切な対応策を講

じます。例えば、暑熱環境に対しては、飲料水や冷却剤の配布、現場の WBGT 測定、

をはじめとする熱中症対策、寒冷環境に対しては防寒着やポケットカイロの配布など

を行います。 

 

● 現場の安全衛生について 

 緊急対応期に引き続き、現場から有毒ガスや放射線等の危険・有害要因が発生する

可能性があるため、危険物質の同定や取り扱い方法、保護具着用など、現場対応者の

二次被害を予防するための助言を行います。 

 

● 従業員への対応について 

 緊急対応期に救急搬送された傷病者の収容先を訪問し、主治医や家族とコミュニ 

ケーションを取り、連携します。本人や家族の気持ちに寄り添い、治療から退院、職

場復帰へと一緒に進んでいく姿勢が大切です。また、被災を契機に頭痛や腰痛等の身

体的症状、あるいは不眠や不安等の精神的症状が出現している従業員に対しては、産

業保健スタッフによる面談を行います。診療所機能を有する事業所では必要に応じ投

薬を行います。症状により就業配慮や配置転換等が必要であった場合は、人事室と連

 
 
 
 
 
 
 
 
 
ニーズ一覧表 

（P. 9-10） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
▶季節に関わる問題
（P. 47-49） 
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携して対応する必要があります。 

 地域住民からの苦情対応や警察等からの事情聴取、記者会見等の対外的な対応も始

まるため、対応する担当者のストレスが急速に増す時期です。また、被災者やその家

族に対応する従業員にも大きなストレスがかかります。メンタルヘルス不調も含め、

現時点で生じている個別の健康障害だけでなく、事業所の従業員全体に今後新たに生

じうる健康障害のリスクに対し、早期から予防的に対策を講じることが求められます。

可能な限り対象者全員に対し、産業保健スタッフより面談を行い現時点での体調確認

やストレスチェックを行います。確認やスクリーニングとして職業性ストレス簡易調

査票や K6、CES-D などの質問調査票を用います。 

 その他、透析やインスリン治療を行っている方のように治療継続と業務とのバラン

スを配慮する必要のある従業員や、業務量増加により影響を受けやすい脳心血管リス

クの高い従業員、メンタルヘルス不調の既往があり危機事象が発生したことにより影

響を受けやすい従業員などのハイリスク者を選定し、面談による健康状態の把握をす

る必要があります。健康診断の問診や検査結果をもとに、リストアップして対応しま

しょう。 

 

 

コラム③〜危機事象の原因が事業所の過失の場合〜 

 

 

 

 

 

 

 
 危機事象の原因が事業所の過失による場合は、産業保健ニーズが拡大す
ることがあります。例えば、爆発事故を引き起こした事業所での事例が挙
げられます。事故の発生に関与した者やその職場の者は、事故に対する
様々な想いから強いストレスに曝されます。 
 また、危機事象に直面した者や被災者の救助・搬送に対応した者はPTSD
が発症する可能性があります。加えて被災者の家族への対応を行う者も必
要となり、その者も大きなストレスに曝されます。また、事故後の対処と
して原因究明や予防対策がなされるまで、事業所は稼働停止を余儀なくさ
れます。官公庁の立ち入り調査や事情聴取を受け、関係者が送検されるこ
ともあります。記者会見を開いて社会への説明責任も生じます。さらに、
事業所の周辺住民への影響も考慮する必要があります。住民の精神的・身
体的な不調の訴えへの対応に迫られ、対応者へのストレスに対するケア
や、ときに医学的なサポートが必要となることがあります。 
 
 
  

 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
�質問調査票 
 K6、CES-D 
（付録 P. 56） 
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 解 説  

A-2-1  

事故処理対応者や、帰宅指示が出ず自宅に帰れない者、応援要員への食料や水を確保

する必要があります。なお、火災発生時等で指揮権を消防隊へ委譲した場合には、消

防隊や救急隊にこれらの物品を供与することもあるので連携を取ります。 

 

A-2-2  

被災によりライフラインが破壊された場合、事業所内の水や手洗い場、洗眼器、トイ

レ等の衛生状態を確認し、感染症予防のため、適切な方法で消毒し汚染を除去したり、

消毒薬やウェットティッシュ、生理用品、食品用ラップなどの衛生用品を設置する必

要があります。 

 

A-2-3  

他事業所から派遣された応援要員や、帰宅困難な従業員、待機が命じられ帰れない従

業員のために、宿泊先や住居、仮眠スペースを確保する必要があります。 

 

A-2-4  

被災の影響で事業所の空調が故障した場合は、事業所内で従業員が暑熱・寒冷環境に

曝されるため、暑熱環境に対しては扇風機の設置や、飲料水や冷却剤の配付を、寒冷

環境に対しては防寒着やカイロを配布する等の環境に応じた対策が必要となります。 

 

A-2-5  

支援物資の適正配備について助言することがあります。危機事象発生時には指揮命令

系統が混乱し、食料品などの支援物資の配給がうまくいかず、ある部署では過剰とな

り、ある部署では不足しているという事象が発生しえます。対策本部と連携し、適正

量が供給されるよう対応してください。また、追加で必要なものを本社へ要請するこ

ともあります。 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1. インフラに関連したニーズ 

【A ライフライン・衣食住】 

A-2-1 食料・水の調達（◆◆◆） 

A-2-2 洗面所やトイレの衛生状態の確認（◆◆◆） 

A-2-3 仮眠スペース及び応援要員の住居の確保（◆◆◆） 

A-2-4 快適職場環境の維持（◆◆◆） 

A-2-5 支援物資の管理（◆◆） 
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 解 説  
B-2-1  

現場の被災状況だけでなく、傷病者の情報でさえも、産業保健スタッフまで自動的に

届かない場合が多いため、対策本部を訪問したり構内無線を傍受したりするなど、産

業保健スタッフ自ら、積極的な情報収集をする必要があります。災害対策本部に出席

したり、本部のメンバーである者の中から、産業保健部署の管理責任のある担当者や

産業保健に関わりの深い担当者を特定し、情報を求めましょう。 

 

B-2-2  

産業保健を管轄する部署や事故対応に関連した部署の管理職へ、産業保健活動の内容

や進捗状況を報告する必要があります。 

 

B-2-3  

健康相談・情報提供窓口（電話窓口やメール相談など）を設置し、その利用方法につ

いて周知する必要があります。体調不良者や負傷者の様々な健康相談が産業保健スタ

ッフに寄せられてくるなど、従業員向けの情報提供のニーズが高まった場合には検討

してください。 

 

B-2-4  

事業所全体や各部署の状況、不調者の状況などの様々な情報を把握し、適切かつ迅速

に産業保健活動を展開していくためには、可能な限り早期から、産業保健スタッフ同

士や、総務部門など産業保健と関連する部署が、互いに収集した情報を記録し、共有

する必要があります。 

 

B-2-5 

自然災害の場合は、広域に被災するため近隣の病院も被災し平時どおりの診療を行え

ない状態になる場合があります。従業員の慢性疾患管理や復旧作業時の外傷などの診

療が可能かどうか、行政から発信されている情報や、病院のホームページ等で病院の

稼働状況の確認が必要になる場合があります。災害時には病院もほかの傷病者対応で

忙しい状況であることを念頭に、直接の問い合わせは緊急度が高い場合に限った方が

望ましいでしょう。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【B 産業保健サービスに必要な情報】 

B-2-1 多方面からの構内状況の情報収集（◆◆◆） 

B-2-2 従業員の健康障害について管理職へ報告（◆◆◆） 

B-2-3 健康相談窓口について従業員への周知（◆◆◆） 

B-2-4 他部署との情報共有システムの構築（◆◆◆） 

B-2-5 病院の稼働状況の確認（◆） 
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解 説  

C-2-1  

事故処理対応中に体調不良を起こした従業員に対して、症状に応じた医薬品の提供が

必要となることがあります（診療所機能や医薬品管理方法によって異なる）。また、こ

のフェーズでは、鎮痛剤や総合感冒薬等の対症療法に用いる医薬品の需要が高くなり、

不足しやすい傾向にあるため、他所から確保する必要があります。 

 

C-2-2  

夜間・祝休日など近隣の医療機関が診療時間外の時間にも診療所を開け、祝休日中の

傷病者への応急対応を行うことがあります。 

 

C-2-3  

診療所自体が被災し、まず安全に診療機能が果たせるように清掃や補修を行わなけれ

ばならないことがあります。余震への備えのためヘルメットの準備が必要なことがあ

ります。 

 

C-2-4 

経営層や事業所等からの要望で事業場に医師がいるという従業員の安心につなげたい

という気持ちから 24 時間の医療支援体制の構築を求められる場合があります。傷病

者の状態に応じて場合分けをして、有効に医療職につなげるように緊急連絡図自体を

書き換えたり、人員を新たに配置したりすることがあります。 

 

 

 

 解 説  

D-2-1  

緊急対応期に引き続き、現場から薬品や有毒ガスの漏れ、漏電、放射線等の危険・有

害要因が発生する可能性があるため、危険物質の同定や取り扱い方法、保護具着用な

ど、現場対応者の二次被害を予防するための助言を行う必要があります。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【C 産業保健サービスのインフラ】 

C-2-1 医薬品の提供・補充（◆◆◆） 

C-2-2 祝休日における診療所での診療（◆◆） 

C-2-3 診療所の安全確保及び修復（◆◆） 

C-2-4 健康支援体制の充実（◆） 

【D 現場の安全・衛生】 

D-2-1 現場で発生した危険物質への対応方法に関する助言（◆◆◆） 

D-2-2 現場作業者の衛生管理サポート（◆◆） 

D-2-3  職場の有害物質に関して消防隊への情報提供（◆◆） 

2. 現場の安全衛生に関連したニーズ 
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D-2-2  

被災により作業現場の空調設備が故障し、扇風機やスポットクーラー、ヒーターの設

置や、防寒具や毛布の配布といった衛生管理サポートを行うことがあります。 

 

D-2-3  

事業所内で火災が発生した際には、指揮権を消防隊へ委譲するため、消防隊に対して

SDS や現場の装置等についての情報提供が必要となることがあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 解 説  

E-2-1  

被災を契機に頭痛や腰痛等の身体的症状、あるいは不眠や不安等の精神的症状が出現

している従業員に対し、産業保健スタッフが面談を行い、適宜治療の要否を判断する

必要があります。また、産業保健スタッフの人数は限られているため、必要に応じて

管理職をはじめとした現場の従業員にも協力を促し、互いに体調チェックを行うよう

指導する必要があります。症状により就業配慮や配置転換等を要する場合には、人事

と連携して個別に対応する必要があります。 

 

E-2-2  

被災者が搬送された病院をリストアップするとともに、病院と事業所の仲介役として

産業医が主治医と連携をとる必要があります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

3. 従業員を対象にしたニーズ 

【E 被災者、健康障害要因への曝露者】 

E-2-1 被災者の身体的・精神的訴えへの対応（◆◆◆） 

E-2-2 搬送先病院のリストアップおよび連携の継続（◆◆◆） 
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 解 説  
F-2-1   

地域住民から苦情が寄せられた場合には、それらに対応する従業員には強いストレス

がかかるため、面談による健康状態の確認や問診票によるストレスチェックを行うこ

とがあります。また、地域住民からの健康影響に関する問い合わせがあった際には、

医学的な助言・サポートが必要になることがあります。 

 

F-2-2  

事業所が広報・記者会見を行う場合には、その担当従業員には強いストレスがかかる

ため、面談による健康状態の確認や問診票によるストレスチェックを行うことがあり

ます。時に、会見時の医学的な説明に関するアドバイスやサポートが必要になること

があります。 

 

F-2-3  

被災者やその家族(もしくは遺族)の対応をする従業員には強いストレスがかかるた

め、面談による健康状態の確認や問診票によるストレスチェックを行うことがありま

す。時に、治療方針の相談や病院との仲介のサポートが必要になることがあります。 

 解 説  

G-2-1  

事業所長は最高責任者であり、事業所の存続及び復旧、再稼働に向けて数々の判断を

求められます。その中で、災害責任者として後日送検される可能性もあり、事業所長

自身の進退に関する不安も抱えています。また、報道など様々な世論にも曝され強い

ストレスが長期的にかかります。そして、事故の発生した職場の管理職も、繰り返さ

れる事情聴取や、被災した部下の安否に関する不安など、やはり強いストレスがかか

ります。早い段階から彼らに対する声掛けや、産業医面談による健康状態の確認や問

診票によるストレスチェック等を行う必要があります。 

 

G-2-2  

警察や消防署、労働基準監督署等による事情聴取を受ける従業員に対し、面談による

健康状態の確認や問診票によるストレスチェックなどのサポートを行う必要がありま

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【F 発生する問題への対応者】 

F-2-1 地域住民の苦情等に対応した者へのケア（◆◆） 

F-2-2 記者会見をした者へのケア（◆◆） 

F-2-3 被災者やその家族への対応者へのケア（◆◆） 

【G 災害の原因に関与した者】 

G-2-1 危機事象の責任に関わる者へのケア（◆◆◆） 

G-2-2 事情聴取を受けた者へのケア（◆◆◆） 



                      http://ohtc.med.uoeh-u.ac.jp/ 25

す。事情聴取は頻回にわたり同じことを繰り返し聞かれることがあり、自分の発言が

同僚にとって不利になるのではないかといった不安など、強いトレスを受けることが

あります。 

 解 説  
H-2-1 

透析治療や免疫抑制剤等、頻回に定期的な通院が必要な従業員のために、かかりつけ

医や近隣病院に問い合わせて、適切な医療を受けられるような支援を要する必要があ

ります。 

 

H-2-2  

被災した当該部署の従業員や、被災者と親しい従業員は、被災者の容態により精神的

な影響を受けやすい立場にあります。また、被災の影響で仕事が滞る他部署でも、焦

燥感や不安を感じる方もいます。このような従業員に対し、面談による健康状態の確

認や問診票によるストレスチェックを行う必要があります。また、被災者の状態を心

配する従業員に対し状況説明を行う際には、予め本人の同意を得る必要があります。 

H-2-3 

産業医が被災者家族(もしくは遺族)を訪問し、直接家族と面談することにより家族の

不安へのケアを行う必要があります。また状況に応じて、被災者本人の病態や今後の

見通し等について追加説明をする必要があります。 

 

H-2-4 

自分たちが将来働く職場への不安を感じる新入社員に対し、健康状態の確認やメンタ

ルヘルスケアを行うことがあります。 

 

H-2-5  

過去に類似の危機事象を経験した人は、今回の危機事象発生を機に体調不良や不安を

訴えやすいため、不安や恐怖感等の訴えを傾聴するなど、メンタルヘルスケアを要す

る場合があります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【H 影響を受けやすい者】 

H-2-1 特別な医療対応が必要な者への対応（◆◆◆） 

H-2-2 被災者と親しい者へのケア（◆◆◆） 

H-2-3 被災者家族へのケア（◆◆◆） 

H-2-4 新入社員へのケア（◆◆） 

H-2-5 過去に被災を経験した人の体調不良へのケア（◆） 

【I 全体の従業員】 

I-2-1 メンタルヘルス不調のハイリスク者の選定（◆◆◆） 

I-2-2 脳・心血管系疾患のハイリスク者の選定（◆◆） 

I-2-3 事業所存続への不安に対するケア（◆） 



                      http://ohtc.med.uoeh-u.ac.jp/ 26

 

 解 説  

I-2-1  

【E】〜【H】に該当する者以外にも、メンタルヘルス不調既往者等、メンタルヘルス

不調を起こすリスクが高い者を選定し、優先的に産業保健スタッフとの面談によりフ

ォローアップする必要があります。 

 

I-2-2  

被災により過重労働が予想される場合には、高血圧や糖尿病などの慢性疾患のコント

ロールが悪く脳卒中や心筋梗塞を起こすリスクが高い者や、インスリン使用者等で生

活の変化が病状に影響を及ぼしやすい者を選定し、服薬管理や労務管理のサポートが

必要となることがあります。 

 

I-2-3  

元々の経営状況が良くないために、被災を契機に事業所が閉鎖されるのではないかと

いう不安を抱く従業員の気持ちを傾聴し、状況に応じて経営層にフィードバックを行

う場合があります。 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

コラム④ 事業所の移転や事業規模の縮小の可能性 
 
 事業所が被災した場合、必ずしもその事業所は、原状復帰を目指すとは限りま
せん。元々、移転を計画していた、事業縮小を予定していた、経営状態が不良で
ある、被災の程度が大きく原状復帰より移転の方が効率的であるなどの場合、
事業規模の縮小あるいは事業所の閉鎖という経営判断がなされる可能性があり
ます。また、従業員は、事業所の移転、閉鎖、解雇に対する不安に加えて、被災
に伴う非定常作業や長時間労働を行わざるを得ない状況になり、心身への負荷
が高くなることが予想されます。高ストレス下にある労働者は、体調不良によ
る休業、事故、労働災害などが発生しやすくなります。そのため、産業保健職
は、事業所の状況を適切に把握し、従業員の不安や体調の変化に気づき、全員面
談やストレスチェックなどの質問紙調査を実施するなどの予防的な措置を講じ
ることが検討されます。 
もし実際に、従業員が解雇や事業規模縮小に伴う異動となる場合には、その

対象者の中で健康面において就業上配慮が必要な方に対し、異動後も健康に配
慮された状況で働けるように、産業保健職が支援することが大切です。例えば、
異動の場合、製造部門から技術や営業部門などに異動するなど、他の職種に従
事せざるを得なくなり、職務適性の問題が生じ新しい環境に適応できないこと
も多くあります。また、規模縮小により生産拠点が海外や他の事業所へ移った
場合にはこれまでの治療が中断したり、出張頻度が増加したりする可能性があ
るため、そういった従業員の健康状態をフォローアップすることが望まれます。 
また災害を機会に、転職する従業員に対しては、転職先の産業医や保健師に

相談をするように助言し、本人の求めを聴取の上、これまでの経過や就業制限
または配慮している内容に関する情報提供書を転職先の産業医宛に作成して本
人へ渡します。または、主治医から転職先の産業医宛の診療情報提供書を作成
してもらうように、本人に指導することを検討します。この際には、情報提供書
が意図しない解釈（過剰な解釈による雇用上の悪影響など）をされないために
も、提出先は転職先の産業保健職に限るよう伝えることが重要です。 
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＜行動と考え方＞ 

 

 現場の状況把握が完了した後、再稼働へ向けた復旧計画の立案及び、計画に基づく

復旧作業が開始されます。倒壊した施設の修復作業や事故原因の究明による長時間労

働への対応が必要になると共に、様々な方面への対応者のストレスも引き続きかかっ

てきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● インフラ関連について 

 ニーズが高まるメンタルヘルスケアを適切に実施していくにあたり、精神科医やカ

ウンセラーなどの専門家が事業所内にいないため対応に困る場合や、産業保健スタッ

フの人員が足りない場合があります。既存の対応指針を参考にすることに加え、近隣

の精神科医や産業医などの専門家へ相談したり、産業保健総合支援センターや地域産

事業所全体の動き 

現場の動き 

対外的な動き 

事故調査、中間報告の作成、再稼働に向けた復旧計画立案 

事故処理対応、警察や労働基準監督署等による現場検証及び事情聴取 

官公庁対応、広報・マスコミ対応、地域住民への対応、遺族対応 

産業保健の動き 実際の不調者への治療・介入、メンタルヘルス不調の全体スクリーニング 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
▶「職場における 
  災害時の心の 
  ケアマニュアル」 
 （付録 P. 53） 

3 復旧計画期 
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業保健センターへ専門的な対応について相談をすることも可能です。そして、必要な

場合には産業カウンセラーなどの産業保健スタッフの増員を検討します。 

 また、慢性疾患をもつ従業員が、多忙のためにかかりつけ医への受診が困難となり、

適切な治療継続ができていない場合もあります。通院時間の確保など職場に働きかけ

調整することに加え、診療所機能を持つ事業所では、内部で代わりに処方しなければ

ならないことがあります。 

 そして、業務量増加に伴い、他事業所から応援要員が派遣されてくることがありま

す。事業所内での入構時教育が必要となった場合には安全衛生教育を行います。 

 さらに、周辺地域へも被害が拡大した場合、この時期にも地域住民から健康不安に

関する問い合わせがあることがあります。一般従業員では対応困難なこともあるため、

医学の専門家として代わりに対応したり、助言しサポートすることが求められます。 

 ここでも、初期対応期に引き続き、事業所からの要望に応じて活動内容や進捗状況

などについて報告をします。 

 

● 従業員への対応について 

 官公庁や広報、地域住民などへの対応は、この時期も継続しているため、引き続き

これらの対応者へのケアを行っていきます。 

 そして、被災した者や危機事象に直面し直接的に大きなストレス要因に曝露した者

は、急性ストレス障害（ASD）や心的外傷後ストレス障害（PTSD）のリスクが高い

ため、面談によるメンタルヘルスケアを定期的に行います。危機事象発生に関わった

ことや防げなかったこと、同僚を助けられなかったことへの罪悪感や無力感、恐怖心、

また今後も同じ職場で作業していくことへの不安、体調変化の有無などについて聴取

します。PTSD のスクリーニングには IES-R を用います。同時に、気分・不安障害や

うつ病スクリーニングの観点からは、それぞれ K6 や CES-D を用いて確認します。

心理的健康度を確認する、GHQ-12 も有用です。 

 一方で、初期対応期に選定したハイリスク者に該当しなかった者であっても、メン

タルヘルス不調を訴える従業員が生じる可能性は十分にあります。危機管理における

メンタルヘルス対策は、可能な限り早期から全従業員を対象としたスクリーニングを

行うことにより、潜在的なリスクにも注意を払い、予防的な介入を行っていく必要が

あります。スクリーニング方法の選定については、産業保健スタッフのマンパワーが

十分な場合は対象者を全員面談することや、項目の多い質問調査票を用いたスクリー

ニングを実施することも可能ですが、事故発生直後で産業保健スタッフ資源に余裕の

ない場合は、より簡便なものを用いて効率的に評価することが望ましいと考えられま

す。K6 や CES-D などによる質問紙調査や Brief Structured Interview for Depression 

(BSID)による構造化面接が利用されることもあります。従業員への質問調査票などに

よるスクリーニングは、復旧作業により多忙な時期には従業員への負担になったり、

回収率の低下につながります。健康診断を利用したり、ときには人事部と連携して実

施する必要があります。 

 このように、復旧計画期では従業員を対象にしたニーズが多く挙がることが特徴で

す。面談や職場巡回、健康診断の機会を利用し従業員と顔を合わせる機会を多く持つ

ことが望まれます。 

 

▶サイコロジカル 
 ファーストエイド 
（付録 P. 53） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
質問調査票 

  K6, CES-D, 
  GHQ-12 
（付録 P. 56-57） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

BSID 
（付録 P. 52） 
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 解 説  

B-3-1  

適切なストレスケアの方法や、その実施範囲の判断について、精神科医や産業医専門

医などの専門家へ相談することがあります。 

 

B-3-2  

初期対応期に引き続き、活動内容及び進捗状況を記録し、管理職からの要望に応じて

災害対策本部へ報告するための資料を提出する必要があります。 

解 説  

C-3-1  

慢性疾患をもつ従業員が、多忙のためにかかりつけ医への受診が困難な状況にある場

合には、診療所機能を持つ事業所では、内部で代わりに処方しなければならないこと

があります。この時期は、これらの薬剤も不足しやすい傾向にあるため、残薬状況を

考慮しつつ、適宜他所から医薬品を確保しなければならないことがあります。 

 

C-3-2  

メンタルヘルス対策のニーズが高まる中で、事業所内の産業保健スタッフだけでは十

分に対応できず、産業カウンセラーなどの産業保健スタッフの増員を要することがあ

ります。 

 

C-3-3  

一般従業員は、地域住民からの健康不安に関する問い合わせに対応することは困難で

あるため、産業保健スタッフが代わりに対応する場合があります。スタッフに余裕が

なければ、従業員向けの健康相談窓口の利用対象を地域住民にも拡大するよう代替案

を提示する場合もあります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【A ライフライン・衣食住】  

今回の調査では聴取されていない 

【B 産業保健サービスに必要な情報】 

B-3-1 ストレスケアの方法及び適用範囲について専門家へ相談（◆◆） 

B-3-2 従業員の健康障害について管理職へ報告（◆◆◆） 

【C 産業保健サービスのインフラ】 

C-3-1 医薬品の補充（◆◆） 

C-3-2 カウンセラーの増員（◆◆） 

C-3-3 地域住民の健康相談（◆） 

1. インフラに関連したニーズ 
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解 説  

D-3-1  

他事業所からの応援要員に対し、事業所内のルールや有害業務についての入構時教育

を行う必要があります。 

 

D-3-2 

復旧作業時には、構内請負会社や材料・設備メーカー等と連携して対応しますので発

注者としてリーダーシップをとることが求められることがあります。構内請負会社/材

料・設備メーカーに対する緊急の安全衛生教育や緊急連絡方法の周知を行う場合があ

ります。 

 

D-3-3 

損害を受けた現場の安全衛生の確認のため、職場巡視を行う場合があります。十分に 

安全が確保されていない段階では、かえって作業の妨げとなる可能性があるため、現

場側の要請に基づくことを前提に、入念な調整を図り、十分に注意しながら巡視する

ことが必要です。 

 

 

 

 解 説  

E-3-1  

ストレス反応を緩和するために面談を行い、対象者の気持ちを理解し受け止めること

を求める必要があります。危機事象に遭遇し惨状を目の当たりにした従業員は、あの

時こうすれば良かった、同僚を助けられなかった等、自責の念や無力感を抱くことが

あるためです。ストレス反応の程度は周囲からの支援にも大きく左右されるため、可

能な限り手厚く支援できるようにストレス反応への対処方法や面談案内等のリーフレ

ットを配布し、セルフケアに関する情報提供を行う必要があります。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【D 現場の安全・衛生】 

D-3-1 他事業所からの応援要員に対する安全衛生教育（◆◆◆） 

D-3-2 構内請負会社/設備メーカーに対する安全衛生教育（◆） 

D-3-3 職場巡視（◆） 

【E 被災した者、危機事象に直面した者】 

E-3-1 危機事象に遭遇した者へのケア（◆◆◆） 

E-3-2 被災者のメンタルヘルスケア（◆◆◆） 

2. 現場の安全衛生に関連したニーズ 

3. 従業員を対象にしたニーズ 
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E-3-2  

被災し生命を脅かすような危機を経験した者は PTSD を発症する可能性があるので、

発生しうる PTSD 症状に適切に対応し、メンタルヘルスケアを行い、適宜精神科医や

カウンセラーに紹介する必要があります。事情聴取や裁判で被災状況を陳述する際に、

その衝撃的な出来事を思い出すことでフラッシュバック等の PTSD 症状が出現する者

もみられます。 

 

 解 説  

F-3-1   

地域住民からの苦情対応が継続している場合には、対応する部署の従業員に対し、引

き続き面談による健康状態の確認やメンタルヘルスケアが必要となることがありま

す。 

 

F-3-2  

広報・記者会見等への対応が継続している場合には、対応する部署の従業員に対し、

引き続き面談による健康状態の確認やメンタルヘルスケアが必要となることがありま

す。 

 

F-3-3  

労働時間に応じて問診票によるストレスチェックや面談による健康状態の確認を行う

必要があります。災害対策本部メンバーや事故調査班メンバー、復旧作業者などは時

間外労働が増加する傾向にあるため、労働時間管理が適切にできず、時間外労働の状

況を正確に把握することが難しい場合もあるため、職場巡視の際にも従業員の体調に

注意を払わなければならないことがあります。面談では基礎疾患の治療状況や体調の

確認、血圧測定を行います。 

 

F-3-4 

被災直後の現場で作業を行う従業員や、被災者の救出・搬送などの対応を行う従業員

に対し、面談により体調変化や不安の有無について確認を要する場合があります。現

場対応において惨状を目の当たりにする機会や危険作業に携わるなど、強いストレス

要因に曝されている可能性があります。 

 

F-3-5 

遺族対応者に対し、面談により健康状態の確認などのケアが必要となる場合がありま

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【F 発生する問題への対応者】 

F-3-1 地域住民の苦情等に対応した者へのケア（◆◆） 

F-3-2 記者会見をした者へのケア（◆◆） 

F-3-3 過重労働者へのケア（◆◆◆） 

F-3-4 現場対応をした者へのケア（◆◆） 

F-3-5 遺族対応した者へのケア（◆◆） 
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す。被災により死亡者が生じた場合、補償に関して遺族と示談交渉が行われます。交

渉中のトラブルにより対応が長期化したり、訴訟に発展する事例もあり、結論に至る

までの間、遺族対応の担当者には強いストレスがかかります。 

 

 解 説  

G-3-1  

事業所長や、事故が発生した職場の管理職に対する面談を継続し、健康状態の確認や

メンタルヘルスケアを行う必要があります。 

 

G-3-2 

事情聴取を受ける担当者に対し、面談により健康状態の確認やメンタルヘルスケアを

継続して行う必要があります。  

 

 解 説  

H-3-1  

被災した当該部署の従業員や、被災者と親しい従業員、被災の影響で仕事が滞る他部

署の従業員への健康状態の確認やメンタルヘルスケアを継続して行う必要がありま

す。 

 

H-3-2 

被災者家族は身内が被災したことを受容できず、怒りや悲しみ、将来への不安等の様々

な感情を抱きます。家族の精神的サポートだけでなく、治療内容や治療方針、職場復

帰の見通しなどについても情報共有しコミュニケーションをとる必要があります。 

 

H-3-3  

過去にメンタルヘルス不調の既往がある者のうち、危機事象の影響により再発する、

あるいは不調を訴える者に対し、面談による健康状態の確認を要する場合があります。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【G 災害の原因に関与した者】 

G-3-1 危機事象の責任に関わる者へのケア（◆◆◆） 

G-3-2 事情聴取を受けた者へのケア（◆◆◆） 

【H 影響を受けやすい者】 

H-3-1 被災者と親しい者へのケア（◆◆◆） 

H-3-2 被災者家族への対応（◆◆◆） 

H-3-3 精神疾患既往がある者へのケア（◆） 

H-3-4 該当事業所から異動した精神疾患既往者へのケア（◆） 

H-3-5 出社していない健康ハイリスク者の体調確認（◆） 

H-3-6 避難所に避難している社員のケア（◆） 
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H-3-4 

危機発生後に他の職場に異動した従業員の、異動先での体調不良の訴えに対応しなけ

ればならない場合があります。 

 

H-3-5 

この時期には自宅待機となっている従業員がいる場合がありますので、初期対応期で

抽出した健康ハイリスク者のうち、出社していない従業員に対しては、電話やメール

等での体調確認や治療状況確認を行います。 

 

H-3-6 

この時期には、避難所で従業員が生活している場合がありますので、避難所を訪問す

るなどして、従業員のケアを行います。 

 

 解 説  

I-3-1  

産業保健スタッフが従業員の休憩室や集合場所等を巡回し、直接従業員に声かけをし

て健康状態を確認することがあります。復旧に向けて多忙となることで、健康状態よ

りも業務を優先している従業員に対し、病態などに応じて受診勧奨や服薬指導を行う

ことがあります。 

 

I-3-2  

ハイリスク者に選定されなかった者であっても、潜在的にメンタルヘルス不調を抱え

る従業員が生じている可能性があるため、全従業員を対象にスクリーニング評価を行

う必要があります。スクリーニング評価での質問紙は、記入時間や分析に時間を要す

るものは望ましくありません。簡便なものとして、PTSD（時期によっては ASD）の

スクリーニングとして IES-R、心理的健康度を確認する GHQ-12、うつ病をチェック

する CES-D、気分・不安障害をチェックする K6 等があります。 

 

I-3-3  

可能な限り、全従業員に対して一度は面談を実施し、要フォロー者を選定する必要が

あります。この時期に健診が予定されている場合には、健診時の問診を利用すること

も可能です。短い問診時間の中で効率的に行えるスクリーニング方法として、BSID

（Brief Structured Interview for Depression）等の構造化面接があります。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
�質問調査票 
  K6, CES-D, 
  GHQ-12, IES-R 
（付録 P. 56-57） 
 
 
 
 
�BSID 
（付録 P. 52） 
 
 
 
 
 

【I 全体の従業員】 

I-3-1 従業員の健康状態確認のための職場巡回（◆◆） 

I-3-2 メンタルヘルス不調の全体スクリーニング（◆◆◆） 

I-3-3 従業員面談の実施及び要フォロー者の選定（◆◆◆） 

I-3-4 ラインケアのための管理監督者教育の実施（◆） 

I-3-5 事業所存続への不安に対するケア（◆） 
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I-3-4 

現場で不調者が生じた際に速やかに現場での気付きや配慮、または産業保健スタッフ

へつなぐことができるように、現場の管理職に対し、ラインケアについてのメンタル

ヘルス研修を行う場合があります。 

 

I-3-5 

元々の経営状況が良くないために、被災を契機に事業所が閉鎖されるのではないかと

いう不安を抱く従業員の気持ちを傾聴し、状況に応じて経営層にフィードバックを行

う場合があります。 
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＜対応マニュアル＞ 

 

 危機事象の原因究明や再発防止対策などが進み、再稼働への道筋が見えたときにこ

のフェーズにうつります。再稼働に向けて復旧作業が本格化し、それに伴う過重労働

や有害業務が生じると同時に、危機事象からある程度時間が経過し、持続的にストレ

スがかかり続けている従業員や、PTSD 症状を訴える従業員に対するメンタルヘルス

ケア関連のニーズの割合が大きくなります。 

 

● インフラ関連について 

 復旧計画期から継続して、メンタルヘルスケアの専門職の確保や専門家への相談を

行います。また、このフェーズでは危機事象への対応も収束しかけていき、本来の産

業保健活動と並行していく必要があります。そのために産業保健活動を一度振り返り、

専属産業医や嘱託産業医、保健師、カウンセラー、他事業所からの応援者などの人数

構成や業務分担、出務回数などを、事業所のニーズに沿った対応ができる産業保健体

制への変更を検討します。 

 

● 現場の安全衛生について 

 復旧作業時の事故の多くは、非定常作業において発生します。なぜなら、非定常作

業では十分なリスクアセスメントが行われなかったり、きちんと手順化やルール化が

されていないことがあるためです。有害物質や危険作業に対し、特別な作業基準やル

ールの策定など、安全衛生上のサポートを積極的に行います。 

 

● 従業員への対応について 

 被災した者や危機事象を目の当たりにした者に対し、PTSD 予防のために、引き続

き産業保健スタッフが面談を行います。もし既にフラッシュバックなどの PTSD 症状

を呈している場合には、速やかに専門の医療機関を紹介し受診をさせます。また、精

神面だけでなく、被災による外傷で通院継続や再入院による手術が必要となった場合

には、職場へ就業時間の配慮を促し、適切な医療を受けられるようサポートしていき

ます。被災者の治療がこの時期まで長引いている場合には、被災者家族のストレスや

不安も大きなものとなります。家族の精神的サポートに加えて、治療や職場復帰の見

事業所全体の動き 

現場の動き 

対外的な動き 

対策本部の維持、再発防止対策 

設備の回復 

操業再開の許可、労働基準監督署の立ち入り調査対応、提出書類作成 

産業保健の動き 従業員へのケアの継続、メンタルヘルス不調者のスクリーニング 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4 再稼働準備期 
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通しについても主治医を交えて情報共有し、丁寧にコミュニケーションを取る必要が

あります。 

 地域住民への対応や、被災者家族対応、事情聴取を受けている者が、この時期まで

対応が長期化している場合には、引き続き面談や質問調査票による健康状態の確認を

行います。その際にも、K6 や CES-D、GHQ-12 などの質問調査票や BSID による構

造化面接は有用です。これまでに使用していたものを継続して用いて、経時的な変化

を追っていくことも重要です。また、部署ごとの質問調査票の点数をまとめて客観的

なデータを用意することで、事業所への産業保健活動報告の際に用いることができま

す。 

 さらに、全従業員を対象としたメンタルヘルス不調のスクリーニングも定期的に継

続します。晩発性の PTSD をはじめ、被災後ある程度時間が経過してから症状が出現

する場合もあり、長期間にわたりメンタルヘルスのスクリーニング評価を行う必要が

あります。健診の機会も利用し、数ヶ月〜半年に一度を目安に全従業員へ質問調査票

によるストレスチェックや構造化面接を行います。併せて管理職を対象にしたライン

ケアの教育や、社内報などを通して危機事象に伴い生じる健康障害に関する情報やセ

ルフケアの情報を提供し、健康障害予防・早期発見に関して事業所全体の意識を高め

ていくことも検討します。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

�質問調査票 
  K6, CES-D, 
  GHQ-12 
（付録 P. 56-57） 
 
�BSID 
（付録 P. 52） 
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解 説  

B-4-1 

適切なストレスケアの方法や、その実施範囲の判断について、精神科医や産業医専門

医などの専門家へ相談することがあります。 

 

 解 説  

C-4-1 

引き続き、他事業所など外部からの応援要員に対して、事業所内のルールや有害な業

務についての安全衛生教育が必要となることがあります。 

 

C-4-2 

産業保健スタッフが、事業所内で行うべき対応の範囲であっても、危機事象に特有の

PTSD などメンタルヘルス不調者に対応する経験や知識が不十分な場合は、専門的な

対応が可能な精神科医やカウンセラーを外部から招き、対応を依頼する必要がありま

す。 

 

C-4-3 

危機事象発生後から行ってきた産業保健活動を通して、従来の産業保健体制では危機

時に十分な対応が難しいと感じた場合には、各産業保健スタッフの業務内容や分担を

見直し、事業所のニーズに沿った対応ができる体制への変更を行う必要があります。 

【A ライフライン・衣食住】 

今回の調査では聴取されていない 

【B 産業保健サービスに必要な情報】 

B-4-1 ストレスケアの方法及び適用範囲について専門家へ相談（◆◆） 

1. インフラに関連したニーズ 

【C 産業保健サービスのインフラ】 

C-4-1 他事業所からの応援要員への安全衛生教育（◆◆） 

C-4-2 メンタルヘルスケア専門職の確保・設置（◆◆◆） 

C-4-3 ニーズに沿った健康管理体制の見直し（◆◆◆） 
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解 説  

D-4-1  

他事業所からの応援要員に対し、事業所内のルールや有害業務についての入構時教育

を行う必要があります。 

 

D-4-2 

復旧作業時には、構内請負会社や材料・設備メーカー等と連携して対応しますので、

構内請負会社/材料・設備メーカーに対する緊急の安全衛生教育や緊急連絡方法の周知

を行う場合があります。 

 

D-4-3 

復旧作業現場の安全衛生の確認のため、職場巡視を行う場合があります。十分に 

安全が確保されていない可能性もありますので十分注意しながら巡視することが必要

です。 

 

D-4-4 

復旧作業は非定常作業であるため、特別に作業基準などのルール策定が必要となるこ

とがあります。また、保護具着用基準や感染症対策など安全衛生上のサポートが必要

となる場合があります。 

 

 解 説  

E-4-1   

危機事象に遭遇し惨状を目の当たりにした従業員に対し、PTSD 予防のために、引き

2. 現場の安全衛生に関連したニーズ 

【D 現場の安全衛生】 

D-4-1 他事業所からの応援要員に対する安全衛生教育（◆） 

D-4-2  構内請負会社/設備メーカーに対する安全衛生教育（◆） 

D-4-3 職場巡視（◆） 

D-4-4 復旧作業における健康障害予防（◆◆） 

3. 従業員を対象にしたニーズ 

【E 被災した者、危機事象に直面した者】 

E-4-1 危機事象に遭遇した者へのケア（◆◆◆） 

E-4-2 被災者の PTSD に対するケア（◆◆◆） 

E-4-3 被災者が適切な医療を受けられるためのサポート（◆◆◆） 
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続き産業保健スタッフが面談を行う必要があります。 

 

E-4-2 

被災し生命を脅かすような危機を経験した者は PTSD が生じる可能性があり、起こり

うる PTSD 症状を緩和するためメンタルヘルスケアを行い、適宜精神科医やカウンセ

ラーに紹介する必要があります。 

 

E-4-3 

被災者がフラッシュバック症状を伴う PTSD などの危機事象特有なストレス障害の症

状を呈した場合には、専門の医療機関を紹介して受診させる必要があります。また、

被災による外傷により通院継続あるいは再入院による手術等が必要となった場合に

は、就業時間にも配慮し、治療をサポートする必要があります。 

 解 説  

F-4-1 

地域住民からの苦情対応が長期化している場合には、担当部署の従業員の健康状態の

確認やメンタルヘルスケアの継続が必要となることがあります。 

 

F-4-2 

災害対策本部メンバーや事故調査班メンバー、復旧作業者などの過重労働が続いてい

る場合には、面談により健康状態の確認が必要となることがあります。 

 

F-4-3 

補償問題が結論に至らない場合には、引き続き遺族対応の担当者との定期的な面談に

より担当者の健康確認とストレスケアが必要となることがあります。 

 

 解 説  

G-4-1 

警察や消防署、労働基準監督署等による事情聴取の対象者に対し、面談により健康状

態の確認やメンタルヘルスケアを継続する必要があります。  

【G 災害の原因に関与した者】 

G-4-1 事情聴取を受けた者へのケア（◆◆◆） 

【F 発生する問題への対応者】 

F-4-1 地域住民の苦情等に対応した者へのケア（◆◆） 

F-4-2 過重労働者へのケア（◆◆） 

F-4-3 遺族対応した者へのケア（◆◆） 
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 解 説  

H-4-1 

過去に類似の被災を経験した人は、今回直接的に被災していなかったとしても体調不

良や不安を訴える場合があります。生じた症状に対応するとともに、不安や恐怖感等

の訴えを傾聴するなど、メンタルヘルスケアが必要となる場合があります。 

 

H-4-2 

引き続き、被災者家族の精神的サポートに加えて、治療や職場復帰の見通し等につい

て情報共有しコミュニケーションをとる必要があります。 

 

H-4-3 

被災した職場では、建屋の補修作業が行われたり、それを期に職場内の配置を変更し

たりする場合があります。その際、身体障害を持つなどの移動・緊急時の脱出に困難

を伴う従業員については、特別な対応が必要になる場合があります。ある事例では、

建屋の補修作業時に、通行禁止箇所、階段の使用可能箇所、エレベーターの稼働状況

を勘案し、余震時の避難経路確保や低層階に作業場所を設けるよう助言しました。 

 解 説  

I-4-1 

危機事象に伴い生じる健康障害に関する情報を、事業所内の情報誌やメールなどで発

信することがあります。発信対象は、フェーズや内容に応じて全社員や階層別などと

異なります。 

 

I-4-2 

産業保健部署の管理職から、メンタルヘルス不調者を出さないためのプログラムの立

案・計画を依頼される場合があります。 

 

I-4-3 

PTSD をはじめ、被災後ある程度時間が経過してから症状が出現する場合もあり、長

期間にわたりメンタルヘルスのスクリーニング評価を行う必要があります。健診の機

会も利用し、全従業員へ質問紙によるストレスチェックや構造化面接を行う必要があ

ります。 

【H 影響を受けやすい者】 

H-4-1 過去に被災を経験した者の体調不良へのケア（◆） 

H-4-2 被災者家族へのケア（◆◆◆） 

H-4-3 移動に困難を伴う者の作業場所/避難経路の確保（◆） 

【I 全体の従業員】 

I-4-1 健康情報の発信（◆◆） 

I-4-2 メンタルヘルスプログラムの計画（◆） 

I-4-3 メンタルヘルス不調の全体スクリーニング（◆◆◆） 
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 コラム ④〜メンタルヘルス不調者のスクリーニング〜  

 
 危機管理におけるメンタルヘルス対策は、可能な限り早期から全従業員もし
くは関連部署を対象としたスクリーニング評価を行うことにより、早期発見や
早期対応に繋げる必要があります。スクリーニング方法の選定については、事業
所規模やスクリーニング対象従業員数、産業保健スタッフ資源に合わせたスク
リーニング方法を選択する必要があります。例えば、直近に健康診断の時期が控
えていた場合等では、健康診断の問診も利用して質問項目の多い質問調査票を
用いた調査や、全員面接を実施することも可能です。一方で、産業保健スタッフ
資源に余裕がない場合は、より簡便なものを用いて効率的に評価することが望
ましいと考えられます。また、危機事象によるメンタルヘルスへの影響として、
発生から時間の経過に応じて呈する症状や疾患が変化する可能性があり、スク
リーニング実施のタイミングと、スクリーニングしたい対象疾患についても検
討が必要になります。「労働者の疲労蓄積度自己診断チェックリスト」やいくつ
かの質問調査票を組み合わせてカスタマイズして実施している事業所もありま
した。 

 ●ある企業の例(従業員：約 200 名 嘱託産業医 1名、嘱託保健師 1名、心理士 1名) 
 事故発生 2週間後の時点で、全従業員を対象として、K6及び IES-R の質問調査票を
用いて、うつ病や急性ストレス障害の評価を行いました。また、その後半年までの    
間に実施された健康診断の問診時に、BSID による構造化面接も合わせて全従業員に  
対して実施し、スクリーニング漏れがないか再評価も行いました。 
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＜対応マニュアル＞ 

 

 危機事象により操業を停止していた設備が再稼働した時点でこのフェーズにうつ

ります。危機対策本部は解散し、今回発生した危機事象を踏まえた予防対策(ハザー

ドマップの作成や危機管理体制の見直しなど)に取りかかります。設備の初期トラブ

ルに伴う過重労働は発生するものの、従業員の多くは定常作業に戻り現場の安全衛生

管理も従来通りとなっていきます。 

 

● インフラ関連について 

 主に今回の危機事象の振り返りと今後に向けての改善を検討していきます。危機事

象による被災経験をふまえ危機管理マニュアルを見直し、想定外に起こったことや、

円滑にできなかったこと、新たに生じたニーズに関して事業所の危機管理マニュアル

に追記・修正し、より精度の高いマニュアルへと改訂していきます。そして、事業所

内で取り扱っている危険物質や発生しうる危機事象を想定し、事業所内のハザードマ

ップを作成していきます。また、産業保健スタッフ同士の連絡網や役割分担、必要な

備品、避難経路などについても併せて再考します。 

 そして、今回の経験を今後に活かせるように自社の他事業所の産業保健スタッフに

活動を報告し、情報を共有します。 

 

● 現場の安全衛生について 

 設備が再稼働した後は作業内容や作業環境は徐々に平時の状態に戻るため、従来通

りの現場の安全衛生管理が必要となります。一方で、瓦礫などの残骸が依然として作

業場周辺に残っていた際には、それらを撤去する際の保護具着用などの衛生管理を行

います。また、再稼働後も引き続き行われている非定常作業があれば、その作業につ

いてもリスク管理を行い、事故の防止に努めます。 

 

● 従業員への対応について 

 休職していた被災者が復職してきますので、復職する職場の選択や就業時の配慮、

復職するタイミングの考慮、体力測定などといった復職支援を行う必要があります。

被災者が軽症の場合には復職の時期は早まります。また、復職後も一定期間はフォロ

ーの面談を行い、体調確認や職場で困っていることはないか確認していきます。 

 大規模災害により家族や自宅も被災した従業員は、被災以前のように勤務すること

が困難となることがあるので、各従業員の状況に応じた就業配慮が必要になる場合が

事業所全体の動き 

現場の動き 

対外的な動き 

対策本部の撤去、通常体制への移行、再発予防対策 

設備の再稼働 

官公庁対応、稼働状況の近隣への周知 

産業保健の動き 症状が遷延している者へのケア 

 

5 再稼働期 
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あります。そして、引き続き被災者が通院継続及び専門治療など適切な医療を受けら

れるためのサポートを行う必要があります。また、PTSD 症状を呈した際には、速や

かに専門医療機関を紹介します。一方で、再稼働後にも新たにメンタルヘルス不調を

訴え始める者がいるため、健診などの機会を利用し、全従業員に対して定期的に構造

化面接や質問調査票を用いたスクリーニング評価を定期的に行っていきます。 

 再稼働の初期立ち上げの時期は、安定して軌道に乗るまで設備トラブルが多く発生

します。それに伴う時間外労働が増加するため、長時間労働者に対しては適宜過重労

働面談を実施します。 

 また、事業所長などの過失を問われ書類送検される可能性のある責任者は、書類送

検されるか否かの判断は、多くの場合、危機事象発生から１年以上経過した後となる

ため再稼働後もストレスに曝され続けることがあります。また、本社対応やマスコミ

対応などの対外的な責任のある業務に対応が求められ、孤独な状況に陥ることもあり

ますので、特別なケアが必要になります。したがって、現場が再稼働していても、長

期にわたりストレスに曝させる可能性のある者がいるということを認識する必要が

あります。 

  
 

コラム⑤ 〜取り残される者たち〜 

  
 危機事象により一旦停止した経営活動は、被
災のショックや悲しみからの心の回復経過と
は関係なく、一刻も早く再開しなければなりま
せん。再稼働への道筋が決まれば、事業所のト
ップをはじめとして事業所内のほとんどの従
業員は一斉に再稼働という方向に向いて動い
ていきます。その一方で、外傷や PTSD が治癒
せず職場復帰できない者などの、危機事象によ
る影響から立ち直れない従業員が出てきます。
従業員だけではなく、責任を追求された事業所
長が、現場から外されて頻回にわたる事情聴取
の末に、書類送検にまで至った事例もありま
す。経営活動を継続させるために前進し続けな
ければならない事業所と、自分自身の進退や体
調の回復状況とのズレが生じることにより、彼
らは取り残されてしまい、精神的にも孤立して
しまいます。そして、そのような取り残される
者達へのケアは遅れがちになる場合がありま
す。産業保健スタッフは、そのような事業所全体の流れに取り残されている
者の存在を認識し、事業所全体のフェーズに合わせてケアを実施しなければ
なりません。彼らをサポートし、背中を押してあげることにより、彼らの心
の再稼働を支援することができます。 
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 解 説  

B-5-1 

危機事象による被災経験をふまえ、事業所内で取り扱っている危険物質や発生しうる

危機事象を想定して今後に備えるため、産業保健スタッフが事業所内のハザードマッ

プを作成する場合があります。 

 

B-5-2 

危機事象発生以降の活動内容を振り返り、今後に活かせるように全社の産業医会議で

会社の経営陣と他の産業保健スタッフに活動を報告し、情報共有することがありま

す。 

 

B-5-3 

危機事象による被災経験をふまえ、ＢＣＰや危機管理マニュアルを見直し、想定外に

起こったことや、円滑にできなかったこと、新たに生じたニーズに関して修正・追記

し、より精度の高い事業継続計画やマニュアルへと改訂を要することがあります。ま

た、産業保健スタッフ同士の連絡網や役割分担、必要な備品、避難経路などについて

も再考を要することがあります。 

 

 解 説  

C-5-1 

事業所内の産業保健スタッフが、PTSD への対応など危機事象に特有のメンタルヘル

ス不調者に対応する経験や知識が不十分な場合は、専門的な対応が可能な精神科医や

カウンセラーを設置する必要があります。 

 

 

 

 

1. インフラに関連したニーズ 

【A ライフライン・衣食住】 

今回の調査では聴取されていない 

【B 産業保健サービスに必要な情報】 

B-5-1 事業所内のハザードマップの作成（◆） 

B-5-2 危機管理体制及び実施した活動についての評価（◆◆） 

B-5-3 BCP や危機管理マニュアルの改訂（◆◆） 

【C 産業保健サービスのインフラ】 

C-5-1 メンタルヘルスケア専門職の確保・設置（◆◆◆） 



                      http://ohtc.med.uoeh-u.ac.jp/ 45

 

 

 解 説  

D-5-1 

設備が再稼働した後は作業内容や作業環境は徐々に平時の状態に戻るため、従来通り

の現場の安全衛生管理が必要となることがあります。一方で、瓦礫などの残骸が依然

として作業場周辺に残っていた際には、それらを撤去する際の保護具着用などの衛生

管理を行うことがあります。 

 

 

 

 解 説  

E-5-1   

休職していた被災者が復職する際には、復職する職場の選択や就業時の配慮、復職す

るタイミングの考慮、体力測定などといった復職支援を行う必要があります。また、

復職後も一定期間は面談によるフォローアップを継続する必要があります。なお、被

災者が軽症の場合には復職の時期は早まります。 

 

E-5-2 

引き続き、被災者が通院継続及び専門治療など適切な医療を受けられるためのサポー

トを行う必要があります。また、被災者が PTSD 症状を呈した際には、速やかに専門

医療機関を紹介する必要があります。 

 

E-5-3 

再稼働し一段落した段階で、被災者及び危機事象に直面した者を対象に再度産業医面

談を行い、PTSD 様の症状を呈していないかなど健康状態の確認を行うことがありま

す。 

 

E-5-4 

大規模災害により家族や自宅も被災した従業員は、被災以前のように勤務することが

困難となります。各従業員の状況に応じた就業配慮が必要になります。 

2. 現場の安全衛生に関連したニーズ 

【D 現場の安全衛生】 

D-5-1 定常的な衛生管理活動（◆◆） 

3. 従業員を対象にしたニーズ 

【E 被災した者、危機事象に直面した者】 

E-5-1 職場復帰した被災者のフォロー（◆◆◆） 

E-5-2 被災者が適切な医療を受けられるためのサポート（◆◆◆） 

E-5-3 産業医面談の実施（◆◆） 

E-5-4 被災者の状況に合わせた就業配慮（◆◆◆） 
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 解 説  

F-5-1 

再稼働の初期立ち上げの時期に設備トラブルが多く発生し、それに伴う時間外労働が

増加するため、長時間労働者に対して過重労働面談を実施する場合があります。 

 

 解 説  

G-5-1 

事業所長など、過失を問われ書類送検される可能性のある責任者等に対し、定期的な

面談により健康状態の確認を要する場合があります。書類送検されるか否かの判断

は、多くの場合、危機事象発生から１年以上経過した後となります。対象者には再稼

働後も長期にわたり強いストレスに曝され続けることになります。 

 

 

 解 説  

I-5-1 

再稼働後にも、新たにメンタルヘルス不調を訴え始める者がいるため、健診等の機会

を利用し、全従業員に対して定期的に構造化面接や質問調査票を用いたスクリーニン

グ評価を行う必要があります。当初予定していたタイミングと合ったため、ストレス

チェックで代用した企業もあります。 

 

I-5-2 

危機事象が落ち着き平時の状態に戻ったことを意識づけ、自己健康管理を再度確認す

るために、一般的な健康教育を実施するよう事業所側から求められることがありま

す。 

【F 発生する問題への対応者】 

F-5-1 過重労働者へのケア（◆） 

【G 災害の原因に関与した者】 

G-5-1 書類送検される災害責任者へのケア（◆） 

【H 影響を受けやすい者】 

今回の調査では聴取されていない 

【I 全体の従業員】 

I-5-1 メンタルヘルス不調の全体スクリーニング（◆◆◆） 

I-5-2 一般的な健康教育の実施（◆◆） 
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 季節特有の問題として、食中毒やインフルエンザなどの感染症、熱中症対策、花粉

症への対策がニーズとして挙がっていました。これらは平時でも生じる問題であり、

危機管理に特異的なものではありません。しかし、被災により作業内容や作業環境、

住環境が変わった状況下では、平時とは異なった対策が必要となります。平時には空

調が整っていたり、熱中症対策として水分補給のタイミングが決まっていますが、被

災に伴う非定常作業が増加すると、多忙のあまり熱中症対策に注意が払われにくかっ

たり、慣れない業務による身体への負荷も相対的に増すことになります。改めて、産

業保健スタッフが対策を強化し、予防意識を高める必要があります。 

 

● 食中毒対策 

 被災により事業所内で食料や水の配給が行われる場合には、その保存方法が適切で

あるか注意を払います。また、配布者が感染の媒介者となる可能性もあります。ライ

フラインの破綻により水道が使用不能となり、手洗いがおろそかになったり、トイレ

や洗い場の衛生状態が保てなくなることがあります。2005 年のアメリカで発生した

ハリケーンカトリーナの際には、避難施設でノロウィルスによる急性胃腸炎が流行し

たという事例もあります。 

● インフルエンザ対策 

 作業員の休憩所や従業員の待機場所には人が多く集まり、感染者が出た場合には急

速に感染が拡大する危険があります。インフルエンザ対策として、消毒用アルコール

やマスクの配布、咳エチケット及び手洗いの徹底の周知などの感染対策を徹底すると

ともに、インフルエンザ予防接種の勧奨を行う場合があります。 

● 熱中症対策 

 夏季の特に熱中症が発生しやすい時期以外にも、復旧作業の現場では、空調設備が

壊れた場合や、保護具や防護衣などの影響により熱中症が発生しやすくなります。特

に保護具や防護衣は着脱が面倒となることから、水分補給を行わず作業を続けている

従業員がいることもあります。該当職場で従事する従業員に対し衛生講話を行い、適

切な対処方法を教育するとともに、WBGT 測定及び熱中症リスクに関する情報の周

知を行い、注意喚起をしましょう。また、必要に応じて現場への扇風機やスポットク

ーラー等の設置、塩飴やスポーツドリンクの配布を行います。福島第一原子力発電所

の事故の復旧にあたった作業員は、気密性の高い作業服や防護服を着用する必要があ

ったため熱中症のリスクに曝されました。(東京電力より資料がインターネット上に

公表されています) 

● 花粉症対策 

 花粉症は主に個人の問題ですが、復旧作業で労働力が必要な状況においては、花粉

症症状による労働生産性の低下も望ましいことではありません。一般的に、職場にお

ける労働生産性低下の原因として、花粉症によるアレルギー症状は多くの割合を占め

ています。可能な限り従業員一人一人の労働生産性を保つため、復旧作業時は特に、

従業員個人の症状にも配慮します。 

 

季節に関する問題 
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 解 説  

D-6-1 

夏季の特に熱中症が発生しやすい時期以外にも、復旧作業の現場では、保護具などの

影響で熱中症が発生しやすくなります。該当職場で従事する従業員に対し衛生講話を

行い、適切な対処方法を教育するとともに、WBGT 測定及び熱中症リスクに関する情

報の周知を行い、注意喚起を要する必要があります。また、必要に応じて現場への扇

風機やスポットクーラー等の設置、塩飴やスポーツドリンクの配布を行う必要があり

ます。 

 
 

 

 

1. インフラに関連したニーズ 

【A ライフライン・衣食住】 

今回の調査では聴取されていない 

【B 産業保健サービスに必要な情報】 

今回の調査では聴取されていない 

【C 産業保健サービスのインフラ】 

今回の調査では聴取されていない 

【D 現場の安全・衛生】 

D-6-1 熱中症対策（◆◆◆）  

2. 現場の安全衛生に関連したニーズ 

3. 従業員を対象にしたニーズ 

【E 被災者、健康障害要因への曝露者】 

今回の調査では聴取されていない 

【F 発生する問題への対応者】 

今回の調査では聴取されていない 

【G 災害の原因に関与した者】 

今回の調査では聴取されていない 



                      http://ohtc.med.uoeh-u.ac.jp/ 49

 解 説  

I-6-1  

従業員の花粉症症状による作業効率低下対策のため、マスクや抗ヒスタミン薬の配布

が必要となる場合があります。 

 

I-6-2  

インフルエンザ対策として、消毒用アルコールの配布、マスク装着による咳エチケッ

ト及び手洗いの徹底の周知など感染対策を徹底するとともに、インフルエンザ予防接

種の勧奨を行う場合があります。 

 

I-6-3  

食中毒対策として手洗いやアルコールによる手指消毒、トイレや洗面所の衛生管理な

ど、予防方法に関する指導方法の助言を求められることがあります。被災直後でイン

フラに被害が生じた場合には、水が使えず衛生状態を保つことが難しく、食中毒が発

生しやすい状況となります。また、支援物資の管理や配布時の衛生管理も徹底しなけ

ればなりません。感染症の集団発生は労働力の低下に繋がるため、被災に伴う衛生状

態の悪化時や、復旧作業に伴う作業量増加の時期は、事業所側は特に慎重になります。 
 

【H 影響を受けやすい者】 

今回の調査では聴取されていない 

【I 全体の従業員】 

I-6-1 花粉症対策（◆） 

I-6-2 インフルエンザ対策（◆） 

I-6-3 食中毒対策（◆◆） 
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付 録 

 

 

危機対応マニュアル 

ツール・資料集 

 

 

 
 

  
・ 参考資料 

・ 危機事象危機管理事前チェックリスト 

・ 質問調査票 

・ 「企業における危機事態に伴い発生した産業保健ニーズに対応 

するための産業保健専門職向けマニュアルの開発」研究概要 
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概 要 

 参考資料（P.52〜P.53） 

 危機事象が発生した際に従業員へのケア・面談を行うことあります。しかし、普段行っている面談とは違

い、危機事象特有の精神障害をきたしている可能性があり、面談を行う産業保健スタッフ側にも戸惑いが生

じます。その際の参考資料として実際の危機事象の際に用いられていた「BSID」、「サイコロジカル・ファ

ーストエイド」、「職場における災害時のこころのケアマニュアル」をご紹介します。 

 危機事象危機管理事前準備チェックリスト（P.54〜P.55） 

 本マニュアルは危機事象が起こった後に使うことを想定しています。危機事象時(特に緊急対応期)のスム

ーズな対応を可能にするためには、事前の準備が非常に重要です。それぞれの企業で産業保健スタッフだけ

ではなく、衛生管理者や総務部、人事部などの関係部署などを巻き込んで、危機事象について話し合うため

のツールの一つとして事前チェックリストをご紹介します。 

 なお、本チェックリストは、産業医学振興財団産業医学調査研究助成金「企業の危機管理計画の立案に

おいて労働者の健康リスクを適切に対応するための事項を盛り込むためのガイドの開発」の調査研究に基

づいて作成されました「産業保健スタッフ用：災害に備えるための事前対策アクションチェックリスト」

(産業医実務研修センターHP 参照)を本マニュアルに沿って改変したものになります。 

 質問調査票（P.56〜P.57） 

 コラム④〜メンタルヘルス不調者のスクリーニング〜にもある通り、危機管理において質問調査票を用

いたスクリーニングは非常に重要になります。ここでは、調査で挙がった IES-R、CES-D、GHQ、K6 をご

紹介します。 

< 質問調査票比較表 > 

 

 研究概要・改訂概要（P.58～P59） 
 本マニュアルの背景である「企業における危機事態に伴い発生した産業保健ニーズに対応するための産

業保健専門職向けマニュアルの開発」の研究概要および、本マニュアルの改訂についてご紹介します。 

 

 なお、それぞれのツールの資料や URL は、産業医実務研修センターのホームページにリンクや PDF を

載せていますので、そちらをご参照ください。 

質問調査票 目的疾患 項目数 カットオフ値 感度（％） 特異度（％） 使用料 スクリーニング 

される期間 

CES−D   うつ病 20 16 点 90 以上 70 以上 有償 過去１週間 

GHQ GHQ-12 神経症者 12 4-5 点 73-82 60-90 無償 過去数週間 

GHQ-28 28 6−7 点 85.1−90.0 85.5−86.0 有償 過去数週間 

GHQ-30 30 6/7〜9/10 点 − − 有償 過去数週間 

GHQ-60 60 16/17 点 − − 有償 過去数週間 

K６   抑うつ性障害及び不安障害 6 15 点 75 以上 70 以上 無償 過去 12 ヶ月間 

IES−R   心的外傷性ストレス症状 22 25 点 75 以上 71 以上 無償 − 
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参考資料 

 BSID 

 大うつ病エピソードに関する M.I.N.I.の質問は 9 問(抑うつ気分、興味・喜びの減退、 著しい体重の

変化、不眠、精神運動抑制あるいは焦燥、易疲労感・気力の喪失、無価値感・ 罪責感、思考力・集中力の

減退・決断困難、希死念慮・自殺企図)であるが、これをより簡便に実施できるよう 5 問に短縮したの

が、BSID(Brief Structured Interview for depression)である。 

 本法では、2 週間以上持続する「抑うつ気分」と「興味・喜びの減退」についてまず質問し,そのどちらか

一つ以上が認められた場合に,追加して「不眠」、「無価値感や自責感」、「集中や決断の困難」の 3 項目の質

問をする。判定は、これら 5 問のうち、「抑うつ気分」か「興味・喜びの減退」のどちらかを含む計 3 問以

上に「はい」(肯定)があった場合、大うつ病エピソードであると判断することになる。  

 

 

 

 

 

 

   

B1、または B2 のどちらかが「はい」であるである場合下記の質問にすすむ  

  B1、B2 のどちらも「いいえ」である場合面接終了とする 

B3 この 2 週間以上、憂うつであったり、ほとんどのことに興味がなくなっていた場合、 あなたは:  

a 毎晩のように、睡眠に問題(たとえば、寝つきが悪い、真 夜中に目が覚める、  いいえ はい 

 朝早く目覚める、寝過ぎてしまうなど) がありましたか?  

b 毎日のように、自分に価値がないと感じたり、または罪の意識を感じたりし  いいえ はい 

 ましたか?  

c 毎日のように、集中したり決断することが難しいと感じましたか?       いいえ はい 

 

B1~B3(a~c)の回答に、少なくとも B1 と B2 のどちらかを含んで、3 つ以上「はい」がある?  

「はい」である場合、大うつ病エピソードの疑いとなる。 

 

 本構造化面接法は、数分~(長くても)10 数分で実施できるため、健診時や健康相談時に活用することが可

能である。本法を使用する際は、必ずしも、一語一句質問項目に記載されている通りに質問する必要はない。

質問の意味を正確に伝えられるならば別の表現を用いてもよいし、他の質問を追加してもよい。また、出来

るだけ「はい」か「いいえ」の形で対象者に自ら答えを出してもらう働きかけをすることである。「2 週間

以上、ほぼ毎日のように」といった内容に合うかどうかなどを確認しながら「はい」か「いいえ」を出来る

だけはっきり回答してもらう必要がある。その際、保健スタッフが回答を誘導するような態度を取ってはな

らない。ただし、これはうつ病の診断をするための面接法ではなく、あくまでもうつ病の時に出現しや す

いエピソードをとらえるための面接法である。こういったエピソードの把握がうつ状態の評価の基本であ

ることを強調しておきたい。うつ病診断のためにはより詳細に症状をとらえ、うつ状態を来すその他の病態

を除外する必要がある。  

B1  この 2 週間以上、毎日のように、ほとんど 1 日中ずっと憂うつであったり沈んで     いいえ はい   

気持ちでいましたか?  

B2  この 2 週間以上、ほとんどのことに興味がなくなっていたり、大抵ならいつも楽し      いいえ はい    

めていたことが楽しめなくなっていましたか?  
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 サイコロジカル・ファーストエイド 

 サイコロジカル・ファーストエイド(Psychological First 

Aid : PFA) とは、深刻な危機的出来事に見舞われた人に対

して行う、人道的、支持的、かつ実際的な支援のことであ

る。心理的(サイコロジカル)という言葉を使用しているが、

PFA には心理的支援だけではなく社会的支援も含まれる。

サイコロジカル・ファーストエイド(Psychological First 

Aid : PFA) とは、深刻な危機的出来事に見舞われた人に対

して行う、人道的、支持的、かつ実際的な支援のことであ

る。心理的(サイコロジカル)という言葉を使用しているが、

PFA には心理的支援だけではなく社会的支援も含まれる。  

 PFA は、機関間常設委員会 (Inter-Agency Standing 

Committee : IASC)やスフィア(Sphere)計画 をはじめ、国

内外の数多くの専門家団体から推奨されている。PFA は

「心理的デブリーフィング」に 代わるもので、世界保健機

関(World Health Organization : WHO)の「メンタルヘル

ス・ギャップ・ アクション プログラム(mhGAP)」ガイド

ライン策定グループは、2009 年に、PFA と「心理的デブ

リーフィング」の有効性を評価し、トラウマティックな出来事に遭遇して深刻な精神的苦痛を感じて

いる被災者には、「心理的デブリーフィング」よりも PFA を提供すべきという結論を出した。  

 

 職場における災害時のこころのケアマニュアル 

 職場における災害時のこころのケアマニュアル」とは独立

行政法人労働者健康福祉機構が平成 17 年 4 月２５日のＪＲ

福知山線脱線事故等の凄惨な災害や事件に遭遇し、強いスト

レスを受けた労働者及び家族の心のケアの参考に供するた

め、高田勗・北里大学名誉教授、故・島悟・東京経済大学教

授等の専門家の協力を得て作成したものである。このマニュ

アルは、心身に強いストレスを受けた労働者等の所属する企

業の産業医、保健師等の専門職や、事業主、衛生管理者、労

務担当者、同僚労働者等が、このような労働者や家族等にど

のように接するべきか、企業においてどのような対応をとる

べきかなどについて、一般的な指針を示している。 
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危機事象に備えるための事前チェックリスト 
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質問調査票 

●CES-D 
 

 CES-D は、一般人におけるうつ病の発見を目的として、米国国立精神保健研究所の Ben Z.Locke/Dr.Peter 

Putnam により開発された。既存の Zung の SDS、Beck の BDI、MMPI などを参考に、項目の取捨選択を経て作

成され、心理測定学的にも特異度や陽性的中率が高く、妥当性や臨床的有用性が確認されている。 16 の

ネガティブ項目(うつ気分、対人関係、身体症状等)と 4 つのホポジティブ項目(生活満足感、生活の楽しさ

等)から構成されており、過去 1 週間における症状の頻度を問い、正常対照群と気分障害群のどちらかに判

定する。 

 日本語版は島らによって作成され、その有用性も確認されている。なお、(株)千葉テストセンター等から

販売されている。  

 カットオフ値を 16 点以上で「抑うつあり」と判定した場合、気分・不安障害のスクリーニングでは感度 

90%以上、特異度 70%以上と報告されている。 

(掲載は版権があるため不可) 

 

 

●K6 
 

 K６は精神疾患を効率よく拾い上げるスクリーニング尺度である。スクリーニング出来る対象疾患のゴー

ルドスタンダードは、過去 12 ヶ月間の抑うつ性障害および不安障害(パニック障害、広場恐怖、社会恐怖、 

全般性不安障害、PTSD)である。 

 2002 年に米国の Kessler らによって既存の 18 個のスクリーニング尺度から得られた 612 個の質問文を

候補として、項目反応理論によって選ばれた項目である。また、従来からスクリーニング調査票として最も

頻用されてきた General Health Questionnaire (GHQ)と比較しても、さらに検出力が高くなっていること

が確認されている。版権は、原著者により著作権フリーである。 

 日本語版は古川壽亮、大野裕らが作成し、その有用性が証明されている。有病率 10%程度の集団において、

精神疾患である確率が 50%以上の検査後確率の集団を得たいならば、15 点以上をカットオフとして用いる

のが適切とされている。  

 

過去 30 日の間にどれくらいの頻度で次のことがありましたか。あてはまる欄の数字に○をつけてくださ

い。 

  全くなし 少しだけ ときどき たいてい いつも 

神経過敏に感じましたか。 0 1 2 3 4 

絶望的だと感じましたか。 0 1 2 3 4 

そわそわ、落ち着かなく感じましたか  0 1 2 3 4 

気分が沈み込んで、何が起こっても 

気が晴れないように感じましたか。  

0 1 2 3 4 

何をするのも骨折りだと感じましたか 0 1 2 3 4 

自分は価値のない人間だと感じましたか。 0 1 2 3 4 

 



                      http://ohtc.med.uoeh-u.ac.jp/ 57

 
●GHQ 
 

 GHQ は英国の Maudsley 精神医学研究所の D．P．Goldberg 博士によって開発された質問紙で、主とし

て神経症者の症状把握、評価および発見にきわめて有効なスクリーニング・テストとして用いられている。

質問内容が日常的、身近なものに限られているので、人種、宗教、文化、社会が異なっても違和感をもたれ

ず、国際比較研究も可能とされている。GHQ-60(60 項目版)の日本語版は中川、大坊らによって標準化され、

その中でも日本語版 GHQ−12はより簡便な実施を求めて作られた短縮版にもかかわらず、少ない項目数な

がら高い妥当性と信頼性が得られている。 

 60 項目版、30 項目版、28 項目版、12 項目版の 4 種類があり、日本文化科学社が版権を持ち販売してい

る。  

 カットオフ値として、4 あるいは 5 点以上の者を「陽性」とした場合、気分・不安障害のスクリーニング

では感度 73-82%、特異度 60-90%と報告されている。 

(掲載は版権があるため不可) 

 

 

●IES-R 
 

 IES-R は旧 IES(Horowitz et al, 1979)の改訂版として、米国の Weiss らが開発した心的外傷性ストレス

症状を測定するための自記式質問紙である。旧 IES は侵入症状 7 項目、回避症状 8 項目の計 15 項目より構

成されており、IES-R は過覚醒症状項目を追加し計 22 項目より構成され ている。また、IES-R 日本語版

は集団災害から個別被害まで、幅広い種類の心的外傷体験曝露者の症状測定が可能であり、横断調査、症状

経過観察、スクリーニング目的などに、すでに広く使用されている。 25 点以上を「PTSD または PTSD の

可能性あり」とした場合、感度 75%以上、特異度 71%以上とされている。 

 版権は東京都医学総合研究所にあり診療や調査での使用は許可されている。 

(掲載は版権があるため不可) 

 

  



                      http://ohtc.med.uoeh-u.ac.jp/ 58

研究概要 

本研究では、実際に企業において危機事象を経験したことのある産業医及びその関連した産業保健スタ

ッフからのインタビュー調査で得られた情報をもとに作成したニーズリストを用いて、マニュアル（ver. 

1.0~1.2）の作成を行いました。その大まかな手順及び方法は次の通りです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 危機事象の選択（自然災害、工場事故、犯罪）   

事業所の産業保健専門職へのインタビュー調査   

対象：5 事業所（自然災害事例 1、工場事故事例 3、犯罪事例 1） 

 

 

研究班会議において産業保健ニーズの抽出及びリストの作成（KJ法）   

産業保健ニーズリストの妥当性検証   

事業所の産業保健専門職へのインタビュー調査   

対象：3 事業所（自然災害事例 1、自然災害に伴う工場事故事例 1、工場事故事例 1）   

マニュアル原案妥当性検証①   

有識者検討   

マニュアル原案妥当性検証②   

ユーザー調査   

マニュアル完成   

マニュアル原案作成   

（記載ルール）   

3 事業所以上でニーズが挙がったもの⇒「〜します」   

2 事業所でニーズが挙がったもの⇒「〜することがあります」   

1 事業所でニーズが挙がったもの⇒「〜する場合があります」   

 

産
業
保
健
ニ
ー
ズ
リ
ス
ト
の
作
成
過
程 

マ
ニ
ュ
ア
ル
化
の
過
程 
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改訂概要 

本マニュアル（ver. 2.0）の改訂は、本マニュアルを実際の危機事象で活用していただいた事業所の産業

保健スタッフのご協力の基に実施しております。その大まかな手順及び方法は次の通りです。 

 

 

 

研究論文 

 本研究では、以下の学術論文が発表されています。 
 立石 清一郎, 五十嵐 侑, 松岡 朱理, 工藤 愛, 岡田 岳大, 岡原 伸太郎, 久保 達彦, 森 晃爾．産業保健ス

タッフのための企業危機支援ツールの作成．産業医学ジャーナル 2015 38(4) 48-57 

 五十嵐侑，森晃爾．災害事象による労働者の健康影響に関する文献的考察 産業医科大学雑誌 2015 

37(3):203-216 
 Tateishi S, Igarashi Y, Hara T, Ide H, Miyamoto T, Kobashi M, Inoue M, Matsuoka J, Kawashima M, 

Okada T, Mori, K. What Occupational Health Needs Arise in Workplaces Following Disasters? -A Joint 
Analysis of Eight Cases of Disaster in Japan-, J Occup Environ Health. 2015, 57(8):836-844 

 松岡 朱理, 立石 清一郎, 五十嵐 侑, 井手 宏, 宮本 俊明, 原 達彦, 小橋 正樹, 井上 愛, 川島 恵美, 岡田 

岳大, 森 晃爾. 産業保健専門職向け危機対応マニュアルの開発.産業医科大学学会雑誌．2015 37(4): 263-

271 
 Anan T, Mori K, Kajiki S, Tateishi S. Emerging Occupational Health Needs at a Semiconductor Factory 

following the 2016 Kumamoto Earthquakes: Evaluation of Effectiveness and Necessary Improvements 
of List of Post-disaster Occupational Health Needs. 2018 J Occup Environ Health. 60(2):198-203 
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おわりに 
 本マニュアルは過去に起きた危機事象に対応した産業保健スタッフのインタビューを基に作成して 
います。現時点で挙がった産業保健ニーズは、これまで述べたように一覧表の分類(P.9-10 のフェーズと 
カテゴリーのマトリックスの表)に集約しており、様々な危機事象において応用可能と考えられますが、 
今後も新規事例で生じたニーズをもとに改訂し、マニュアルの汎用性を高めていく必要があります。 
そのためにも、本マニュアルを手に取り危機管理対応をされた方々からのフィードバックは大変貴重な 
情報となります。危機事象を経験された産業保健スタッフの方々で、ご協力して頂ける方は以下の 
発行責任者・立石までご連絡頂ければ幸いです。 
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